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は じ め に 

 

平成 28 年の中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援

学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について」（中教審第 197 号）において

「よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を学校と社会とが共有し、

それぞれの学校において、必要な教育内容をどのように学び、どのような資質・能力

を身に付けられるようにするのかを明確にしながら、社会との連携・協働によりその

実現を図っていくという『社会に開かれた教育課程』を目指すべき理念として位置付

けること」としています。新学習指導要領による取組も本格的に始まります。 

高知県においては「第２期高知県教育振興基本計画」による取組２年目が終了しま

す。今後も、これまでの改革の歩みを止めず、一層の課題解決を図っていくためには、

教職員が学校として一丸となって、主体的に研修や研究に取り組み、指導力を高めて

いく必要があります。 

このような中、高知県教育センターでは、「研究・調査」において、大学等の専門機

関と連携した研究体制のもとで、学校教育の諸課題の解決に役立つ、先導的・実践的

な研究・調査を行っています。その成果をこのたび研究紀要としてまとめました。 

第１部には、教育センター及び心の教育センターの研究生・留学生による八つの研

究報告を集録しました。研究生・留学生の研究課題は、学校経営や学習指導等の工夫

改善につながる実践研究を推進するため、本県の当面する教育課題の中からテーマを

高知県教育委員会で設定し、担当指導主事等との共同研究として位置付けて取り組ん

でいます。加えて、それぞれの研究に対して大学教授等から助言をいただくことで、

研究水準の向上にも努めています。 

また、第２部には、教育センターが高知県立高知南中・高等学校と共同研究をして

いる研究報告を収録しました。 

関係機関の皆様には、それぞれの立場での教育実践や研究の参考にしていただき、

学校や地域等における課題改善のために活用していただきたいと考えています。 

結びに、当教育センターの研究・調査を進めるにあたり、研究協力大学をはじめ、

調査や検証授業にご協力いただいた市町村教育委員会、学校及び幼稚園・保育所など、

研究事業にご理解とご支援をいただきました関係各位に、心よりお礼申し上げます。 

 

平成 30 年３月 

                  高知県教育センター所長  上岡 美保 
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第１部 

平成 29年度 

高知県教育公務員長期研修生 

（研究生・留学生）研究報告 

 



児童の保育所・幼稚園等の経験を生かした小学校教育の指導の在り方についての研究 

～幼児教育の特性を生かした学びの連続性がある指導の工夫～ 

 

香美市立片地小学校  教諭   元木 加奈子 

高知県教育センター  指導主事 難波江 明美 

チーフ  岡林 律子  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 研究目的 

 平成 29年３月告示の小学校学習指導要領では、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を踏まえた

指導を工夫することにより、幼稚園教育要領等に基づく幼児期の教育を通して育まれた資質・能力を

踏まえて教育活動を実施し、児童が主体的に自己を発揮しながら学びに向かうことが可能となるよう

にすること」が示されている。小学校学習指導要領解説（平成 29年６月）において、「幼児期の終わ

りまでに育ってほしい姿」は、「幼児期の教育を通して資質・能力が育まれている幼児の具体的な姿」

として記されている。また、「この幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を手掛かりに幼稚園の教師等

と子供の成長を共有することを通して、幼児期から児童期への発達の流れを理解することが大切であ

る」ことが示されている。これまでも保幼小連携１は記されてきたが、幼稚園教育要領等に基づく幼児

期の教育（以下、「幼児教育」という）と小学校教育の円滑な接続２や、小学校において「幼児期の終

わりまでに育ってほしい姿」を踏まえて指導を工夫し、幼児教育を通して育まれた資質・能力３を更に

伸ばしていくことの重要性が加わった。現行の小学校学習指導要領よりも、幼児教育を基礎とした学

びの連続性のある接続が重視されるようになっていると考えられる。 

学びの連続性には、次の二つの概念が挙げられている（平成 17年１月「子どもを取り巻く環境の変

化を踏まえた今後の幼児教育の在り方について」の中教審答申）。一つは、家庭、地域、保育所・幼稚

園等の間の「横の連続性」。もう一つは、保育所・幼稚園等から小学校への「縦の連続性」である。本

研究においては、この「縦の連続性」の中で、「幼児期の教育・保育を通して育まれた資質・能力を踏

まえ、小学校教育に生かすこと」を学びの連続性として捉えていく。 

 本県において、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」は周知されつつあり、その姿を手掛かりに 
                                                              

 

１ 子ども同士または保育者・教職員間の交流や、保育士・教職員が協力し合って子どもを育てること。 
２ 基本的には教育課程や内容のつながりのことであり、幼児教育と小学校教育とをつなぎ、円滑な移行を達成すること。 
３ 「何を理解しているか、何ができるか（生きて働く「知識・技能」の習得）」「理解していること・できることをどう使うか（未知の状況にも対応できる 
「思考力・判断力・表現力等」の育成）」「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学びを人生に生かそうとする「学びに向かう力・人

間性等」の涵養）」 

 本研究の目的は、幼児教育を理解した上で、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえ、

幼児教育の特性を生かした授業を考案・実施し、学びの連続性のある指導の工夫を明らかにすること

である。小学校第１学年の児童を対象に、接続期前期の幼児の姿と保育者の環境構成・援助の調査結

果から得られた幼児教育の特性を取り入れた検証授業を行った。そして、教師の働きかけ、児童の行

動・発話、振り返りシートの児童の記述の分析、保育者とのビデオカンファレンスによる授業検証を

行った。 

 その結果、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりにした児童理解、児童の思考の流

れを意識した単元計画、児童が主体的に学習環境に関わりたくなるような工夫、「支援・援助・評価

等」を中心とした教師の働きかけが、学びの連続性のある指導の工夫になることが示唆された。 

 

〈キーワード〉「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりにした児童理解、幼児教育の 

特性、学びの連続性 



して接続期の子どもの姿を保育者・教職員で共有する取組が始まっている。また、第２期高知県教育

振興基本計画〔改訂版〕では、「就学前から高等学校卒業まで、一人一人の子どもの成長をしっかりと

見据え、発達段階に応じて必要な力を確実に育成していくため、各校種間で学習内容の連続性を確保

するとともに、生活面の円滑な接続を図ることが求められて」いることが課題として挙げられている。

その課題を解決するため、幼児教育の推進体制構築事業（保幼小接続体制の構築）の主な取組の一つ

として、「各市町村における保幼小連携の取組を促進するため、モデルとなる県版保幼小接続期実践プ

ランを作成」している。県版保幼小接続期実践プランとは、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

を手掛かりに各園や学校の子どもの姿を捉え、そこで捉えた姿をもとに、各園・各校で接続期カリキ

ュラムを作成するためのモデルである。今年度は接続期実践プランを作成する重要性と作成方法につ

いての説明会が開かれ、平成 31年度末までに全市町村で接続期実践プランを作成・実施することを目

標とし、学びの連続性のある接続を進めているところである。 

これまでの高知県教育公務員長期研究生による保幼小連携・接続の研究は、接続期カリキュラムの

開発・検証や、保育所・幼稚園等と小学校の互恵性のある交流であり、今回の小学校学習指導要領で

示された「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえた指導の工夫については、これから研究

を進めていく必要がある。「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえた指導とはどのような指

導なのか、どのように指導を工夫すればよいのかという疑問を、多くの教職員が感じているのではな

いかと思われる。 

 これらのことから、本研究では、学びの連続性のある保幼小接続を実現するために、「幼児期の終わ

りまでに育ってほしい姿」を踏まえて、幼児教育の特性を生かした授業を考案・実施することにより、

学びの連続性のある指導の工夫を明らかにすることを目的とした。 

 

２ 研究仮説 

小学校第１学年の学習において、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりに児童理解を

し、幼児教育の特性を生かした授業を考案・実施したことが、どのような児童の学びにつながったの

かを検証することで、学びの連続性のある学習指導の工夫が明らかになるであろう。 

 

３ 研究方法 

(1) 幼児教育の特性の調査 

接続期前期（５歳児後半）の幼児の姿と保育者の環境構成・援助を調査 

  時期：８月～10月の９日間 

  対象：高知県内の保育園（２園）・幼稚園（２園） ５歳児クラス 

  調査方法：・録画した遊びや生活の様子をエピソード記録に起こす 

・幼児の言動を「幼児期の終わりまでにほしい姿」で分類する 

・保育者の環境構成や援助について、記録者が考察する 

(2) 幼児教育の特性を生かした授業づくり・実施 

ア ３(1)で調査したことを生かした学習指導案を作成 

時期：９月～11月 

    教科：国語科、生活科、算数科 

  イ ３(2)アで計画した授業を実施し、録画 

教科・単元名 実施期間 
国語科（全５時間） 
「かたかな たんけんたい」 10月 25日（２時間）、26日（１時間）、30日（２時間） 

生活科（全 10時間） 
「つくって あそぼう」 

11月 15日（１時間）、16日（２時間）、21日（２時間）、22日（１時間）、
28日（２時間）、30日（２時間） 

算数科（全４時間） 
「どちらが おおい」 

12月 12日（２時間）、13日（２時間） 



(3) 幼児教育の特性を生かした授業の分析・検証 

   以下のような方法で、幼児教育の特性を生かした授業を分析し、学びの連続性がある指導の工夫 

  とは何かを検証していく。 

ア 幼児教育の特性を生かした授業における、教師の働きかけ、児童の行動・発話についてのカテ

ゴリー分類・検証 

イ 学習した内容の分析 

３(2)イで録画したデータやワークシート等から、児童が学習した内容を量的・質的に分析する。 

ウ 保育者とのビデオカンファレンス４ 

３(2)イで録画した映像をもとに、以下のように研究者と保育者（検証授業を受けたＡ小学校の

児童、11名中８名の担任であった保育者）との話合いから、検証授業において、幼児期と比較し

た一人一人の児童の育ちや、幼児教育の特性を生かした指導の工夫を検証する。 

実施日：2018年２月 13日 

方法：①目的・手順の確認  

②ビデオによる授業場面の視聴（５場面、計 10分間） 

③気付いたことについての話合い（約 15分間）  

④③の結果をもとにした、小学校教諭（児童の担任）との話合い 

 

４ 結果と考察 

(1) 幼児教育の特性の調査 

幼児教育では「環境を通して行う教育」を大切にし、幼児の主体性を何よりも大切にしている。

幼児は自分の思いをもとに遊んだり生活したりしながら、直接的・具体的な体験を通して、様々な

学びを可能にしている。このような学びを支えているのは、保育者の環境構成や援助である。本研

究では、保育者の環境構成や援助に着目して、幼児教育の特性を調査する。 

接続期前期の幼児の姿と、保育者の環境構成・援助を観察した９日間のうち６場面について、録

画したデータをもとにエピソード記録に起こした。そのエピソード記録を「幼児期の終わりまでに

育ってほしい姿」①～⑩に当てはめてカテゴリー分類した（例を表１に示す）。その結果、どの場面

でも②「自立心」③「協同性」⑥「思考力の芽生え」⑨「言葉による伝え合い」の姿は表出されて

いた。 

表１ 接続期前期の幼児の姿（実線） （一部抜粋） 

リレー遊び タイトル「いや、ぜんっぜん決まってない」 

2017 年 9 月 27 日 A 幼稚園５歳児 

 運動場で、赤白に分かれてリレー遊びを始める。③赤組は作戦会議を始めているが、②③④⑩白組は周りの様子を

見ながら赤組と一緒に走ったり、走っている友だちに「がんばれー。」と声をかけたりしている。 

 赤白それぞれのチームの仲間の何人かがスタート位置に着くと、③残りのチームの仲間もスタート周辺に集まって

くる。白組がなかなか集まらず、「白組さん作戦どうなったの？」と保育者がしゃがんで子ども達に視線を合わせな

がら聞くと②③「集めに行ってきまーす。」と A が仲間を集めに行く。「B 君ずっと待ってくれよったがやろう？」と

保育者が B に声掛けする。（中略） 

 保育者は、「ちょっと並んでみよう。」と周りの子ども達に声をかける。B と C のところへ行き、「B 君そうしたら、

C 君と走るがやき、二人で待ちよって。」と話し、「二番目は…。」と周りを見渡すが、順番は分からない。「じゃあ、

並んでみようよ。いつまでたっても始まらんのじゃない。」と保育者。②③D が手を挙げて赤組を集める。しばらく

して、周りの赤組を集めていた D が②③⑥⑨「７人、赤が増えたがやけんど。」と保育者に訴える。「赤が７人になっ

た？B 君も入れて？」と保育者が D に尋ねると、D は頷く。「ペアの白組さんがおるか相談してみて。」と保育者から

提案されると、②③⑥⑧⑨赤組は「ペアいない！」と言いつつ相談を始める。②⑥⑧⑨赤組の人数を再度確認した D

が「やっぱり８人。」と保育者に報告に来る。保育者は D の報告を受け止めたあと、白組の走る順番について根気よ

く子ども達に問いかけている。（後略） 

                                                              
 
 ４ ビデオ記録を通して、子どもや保育者・教師自身の言葉や行動を振り返り、保育者・教師が語り合い、実践力の向上を検討し合う 

こと（中坪・2012等）。 



９日間の観察から、保育者の環境構成と援助の仕方を表２、表３のように分類した。 

その結果、環境構成については次の七つの工夫（表２）があり、援助の仕方については、次の 10

のパターン（表３）があることが分かった。 

表２ 保育者の環境構成 

 

表３ 保育者の援助 

 パターン 援助の内容 

１ 認める・褒める 幼児の言動を認めたり、褒めたりする。その場合、結果だけではなく遊びの過程にも目を向けている。 

２ 尋ねる・相談する 
幼児に何かを尋ねたり相談したりする。新しいことに取り組む時や、幼児の思考を促す時に用いられる

ことが多い。 

３ 提案する 
幼児の思いを捉えながら、保育者からも提案する。尋ねる・相談することと組み合わせて使われること

が多い。 

４ 共感する 
幼児の思いに保育者が共感する。幼児の気持ちを明らかにする場合や、幼児と思いを共有する時に

使うことが多い。 

５ 安心させる 幼児に保育者が寄り添ったり、声をかけたりして、安心させる。 

６ 
幼児の考えを 

生かす 

幼児同士で認め合ったり共有したりするために、幼児のつぶやきを拾い、クラス全体に広める。保育者

からの提案に生かすこともある。 

７ 助ける 幼児の思考が止まった時には、幼児理解に基づき、幼児の言葉を代弁する。 

８ 繰り返す 幼児の言葉を保育者が繰り返す。幼児から意見を引き出す時に使われることが多い。 

９ 一緒に遊ぶ 遊びが楽しくなるような雰囲気づくりをする。 

10 見守る 
幼児が試行錯誤している時は、保育者は遊びを見守るようにし、自分たちの力で遊びを進められるよう

にする。 

調査中のどの遊びも幼児の意欲やイメージを高めるところからスタートしているため、保育者か

らの指示がなくても幼児は遊びを継続できるのではないかと考えられる。 

以上のような保育者の環境構成と援助の工夫を小学校教育の指導に意識して取り入れることで、

学びの連続性が確保されるのではないかと思われる。 

(2) 幼児教育の特性を生かした授業づくり・実施 

  ア 幼児教育の特性を生かした授業づくり 

学びの連続性を確保するために、４(1)で具体的に捉えた「幼児期の終わりまでに育ってほしい

姿」と保育者の環境構成と援助を「幼児教育の特性を生かした指導のポイント」として学習指導

案（別添資料２）に記述した。 

(ｱ) 単元観と本時の展開に、「幼児教育の特性を生かした指導のポイント」を記載 

接続期前期の幼児教育の特性を生かして、指導のポイントを記入した（図１）。特に、小学校

１年生の指導においては「手助けしなければ」「教えなければ」という教師の意識が強くなりが

ちである。学びの連続性のある学習指導になるよう、「ゼロからのスタートではない」というこ

Ａ 遊びや生活に使う物は、何がどこにあるのか幼児に分かるようにしている。 

Ｂ 幼児が安心して使えるように、今までに使った経験のある道具を用意している。 

Ｃ 活動に見合う道具の種類や材料の量を準備している。 

Ｄ 幼児自らが環境の再構成ができるようにしている。 

Ｅ 担任だけではなく、複数の保育者が関わり、保育者がどこにいるとよいかを考えている。 

Ｆ クラス全体で話し合う際には、ホワイトボードなどを使い視覚支援をしている。 

Ｇ 幼児が主体的に遊べるような時間・空間の使い方をしている。 



とを、単元を計画するときから意識をしておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本時の学習展開にも幼児教育の特性を生かした指導のポイントを記載した。４(1)の幼

児教育の特性の調査で明らかになった保育者の環境構成と援助のパターンを単元観に示し、幼

児教育の特性をどのように生かすのか具体的に分かるようにした。 

(ｲ) 「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を単元観に付加 

４(1)で具体的に捉えた「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりに児童理解をし、

単元を構成することで、学びの連続性を教師がより意識しやすくなるのではないかと考えた。

そこで、各単元で身に付けさせたい力とのつながりから、特に単元で生かされると考えられる

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を表４のように学習指導案に付け加えた。 

表４ 「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」（例） 

 

 

(ｳ) 単元計画を児童の思考の流れをもとにして作成 

環境に自ら関わりながら遊び、遊びの中で学んでいくという幼児教育の特性を生かし、児童

の意欲を高め、環境に自ら関わりながら学んでいけるように児童の思考の流れに沿って単元を

計画していくことで、児童が意欲をもって課題に取り組み、「学ばなければならない」というよ

りも、「知りたい」「話したい」という主体的な学びの実現を意図した。 

イ 幼児教育の特性を生かした授業の実施・録画 

    実施した授業の概要を表５に示す。全授業時間をビデオ録画し、教師の働きかけ、児童の行動・ 

発話について、分析した。 

 

 

この単元に特に生かされる 

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」 
接続期前期（５歳児後半）に見られた具体的な幼児の姿 

②自立心 ・自分から友達や保育者に声をかけて助けてもらいながら、やり遂げる。 

③協同性 
・同じ遊びをしている友達と、「こうしたい」という願いをもって遊びを工夫し

ている。 

④道徳性・規範意識の芽生え 
・みんなのものを仲良く使うためにはどうしたらよいか、考えたり話し合った

りして使っている。 

⑤社会生活との関わり 
・見付けた虫や花の名前を、図鑑を使って調べたり、異年齢の友達に教

えたりしている。 

⑥思考力の芽生え 
・自分が「こうしたい」と考えている遊びを試したり、新しいやり方を見付け

て楽しんだりしている。 

⑧数量や図形、標識や文字などへの 

関心・感覚 

・文字を書きたい、読みたいと思った時、友達や教師に聞いたり調べたり

して書いたり読んだりしている。 

⑨言葉による伝え合い 
・友達や保育者に聞いてほしいことがあった時、自分なりの言葉で相手に

伝えている。 

図１ 単元観に記載された幼児教育の特性を生かした指導のポイント（例） 



表５ 実施した授業の概要 

教科・単元 概要 

国語科（全５時間） 
「かたかな たんけんたい」 

 学校の中にある片仮名言葉を探すことから、学習がスタートする。児童が発見
した片仮名言葉をもとに、気付いたことを話し合うことで片仮名の読み方、書き
方を学んでいく。 

生活科（全 10時間） 
「つくって あそぼう」 

 児童が集めてきた木の実や葉を使って、自分が作りたいおもちゃや飾りを考
え、試すことから学習がスタートする。友だち同士で教え合ったり試行錯誤した
りする中で、自然の楽しさや自分で試行錯誤する楽しさに気付いていく。 

算数科（全４時間） 
「どちらが おおい」 

 児童が水の体積の比べ方を自分で考えて決定することから学習がスタートす
る。何度も試行錯誤したり、友だちと比べ方をアドバイスし合ったりする中で、
水の体積の比べ方を学んでいく。 

(3) 幼児教育の特性を生かした授業の分析・検証 

ア 検証授業における、教師の働きかけ、児童の行動・発話についてのカテゴリー分類・検証 

    録画した三教科の授業内容を文字に起こしたものを、教師の働きかけと児童の行動・発話に分

けカテゴリー分類し、検証した。カテゴリー分類の方法については各項で説明する。なお、カテ

ゴリー分類は研究者を中心に行うが、共同研究者である２名による検討も加え、妥当性を担保し

た。 

(ｱ) 教師の働きかけについての分類・検証 

授業中の教師の働きかけの分析には、平成 25年度「保育所・幼稚園と小学校の接続に関する

研究」において、高知県教育センターで開発された、授業の特徴を教師と子どもの行動で量的

に分析する「行動関係分析」の中の「教師の行動場面」のカテゴリーを用いた。本研究では、

幼児教育の特性を生かした指導の工夫を明らかにするために、表６のように、「教師の行動場面」

と幼児教育の特性の一つである保育者の援助と照らし合わせて分析した。分析後の結果を図２

に示す。 

表６ 各検証授業における「教師の行動場面」のカテゴリーと保育者の援助 

カテゴリー 内容 保育者の援助（表３） 

思考を促す発問 課題に沿い、思考を促す発問 尋ねる・相談する、提案する 

支援・援助・評価等 
児童の考えをつなぐ発問、児童に気付かせる、 

励ます、受容する、認める、褒める等 

認める・褒める、共感する、安心させる、幼児の考えを生かす、

助ける 

説明・指示・確認等 
学習の流れの説明、手順の指示、作業の確認、 

学習規律についての指示等 

 

板書、範読等模範 黒板への板書、掲示物への記入、範読等  

その他 
「はい」「いいえ」で答えられる質問、机間指導、学

習環境の設定、プリントの配付、返事等 
繰り返す、一緒に遊ぶ、見守る 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 行動関係分析による検証授業における「教師の行動場面」のカテゴリー別出現率（％） 

図２の結果から、「支援・援助・評価等」が、他の働きかけと比べて非常に高く出現している

ことが分かる。「支援・援助・評価等」は、児童同士の考えをつなぐ発問、児童に気付かせる、

励ます、受容する、認める、褒める等の教師の働きかけである。保育者の援助と照らし合わせ

ると、共通している部分が多い。幼児教育では、幼児の主体性を育むために保育者の「認める・

褒める、共感する、安心させる、幼児の考えを生かす、助ける」という援助が必要となる。検

証授業では、児童の主体性を育むために保育者の援助を意識して取り入れたことにより「支援・

援助・評価等」の働きかけが多くなったと考えられる。 

「説明・指示・確認等」は、割合としては低いが、実施した検証授業のどの教科でも同じよ

うな割合で表出している。幼児教育と異なり、小学校では学習内容が決まっており、到達目標



を達成するように学習指導を行う。そのため、「説明・指示・確認等」は、一定の割合で必要と

なることが考えられる。 

また、「思考を促す発問」や「その他」の教師の働きかけが、国語科・生活科と比べて算数科

では比較的多く表出している。算数科の検証授業では、児童が水の体積の比較について学習し

た。教科の特性上、児童が比較の方法に気付いたり答えに至った理由を考えたりできるように

「思考を促す発問」をすることが多くなったと考えられる。「その他」の働きかけでは、児童が

自らの考え方を試しやすいように教師が学習環境を整えることが多かった。これは、保育者が

環境構成を工夫して幼児が自ら環境に関われるようにしていることと共通しており、児童が自

ら関わりたくなるような学習環境を設定することが、学びの連続性のある指導の工夫になると

考えられる。 

(ｲ) 児童の行動・発話についての分類・検証 

小学校以降の資質・能力は、幼児期に培われた資質・能力を基礎として育まれていく。その

ため、児童の行動・発話を「幼児教育において育みたい資質・能力」をもとに、「思考力、判断

力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の二つの資質・能力に注目して、「課題に意欲的

に取り組んでいる」「自分の感じたこと、考えたことを表現している」「友だちと関わりながら

試行錯誤して解決している」の三つの視点を選んだ。また、これまでの研究では、児童の行動・

発話において「単純な返答」の割合が少ないと、児童が主体的な学習をする傾向にある（竹村・

尾中、2013等）ことから、前述の三つの視点に「単純な返答」を加えた四つの視点（表７）で

分類した。その結果を図３に示す。 

表７ 児童の行動・発話のカテゴリー 

カテゴリー 内容 

課題に意欲的に取り組んでいる 進んで挙手、直ぐに反応する、「～したい」、取り組み続ける姿等 

自分の感じたこと、考えたことを表現している 
感じたこと、考えたことを話したり書いたり、身振り手振りで伝えたりする。 

比較したり予想したりして答える。等 

友だちと関わりながら試行錯誤している 友だちの考えに続けて話す、反論する。協力して学習する。等 

単純な返答 「はい」「いいえ」単純な返事、板書を読む。等 

 

     

     

 

 

 

 

 

 

 

図３ 検証授業における児童の行動・発話のカテゴリー別出現率（％） 

国語科の検証授業よりも生活科・算数科の検証授業の方が、「自分の感じたこと、考えたこと

を表現している」児童の出現率は増加した。一方、「単純な返答」をする児童の出現率は減少し

た。生活科「つくって あそぼう」、算数科「どちらが おおい」では、４(1)で具体の幼児の

姿で捉えた「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりに、児童同士で試行錯誤する

ことで課題解決をしていけると考え、児童同士で試行錯誤する機会が多くなるように設定した。

そのため、児童は、幼児期に培ってきた姿を生かしながら課題に取り組み、伸び伸びと「自分

の感じたことや、考えたことを表現」することができたのではないだろうか。「幼児期の終わり

までに育ってほしい姿」を手掛かりに児童を理解し、単元計画を立てることが、幼児期に培わ



れた資質・能力をさらに伸ばし、学びの連続性のある指導の工夫の一つになると考えられる。 

イ 学習した内容の分析 

３(2)イで実施・録画した検証授業のデータやワークシート等から、児童が学習した内容を量

的・質的に分析した。ここでは、国語「かたかな たんけんたい」の実践を例に挙げて説明する。 

   (ｱ) 学習した片仮名の量の比較 

     片仮名の学習の単元で扱う片仮名言葉の数と、検証授業で児童が発見した片仮名言葉の数に

ついて比較した。教科書（本県で多数採用されている東京書籍）において、片仮名の学習の単

元で扱う数は 27、それに対して、検証授業で児童が発見した数は 215と、約８倍もの片仮名言

葉を発見していた。検証授業の児童による話合いの場面では、「幼児期の終わりまでに育ってほ

しい姿」の中の、「言葉による伝え合い」を特に意識して授業を構成した。「言葉による伝え合

い」とは、「先生や友達と心を通わせる中で、絵本や物語などに親しみながら、豊かな言葉や表

現を身に付け、経験したことや考えたことなどを言葉で伝えたり、相手の話を注意して聞いた

りし、言葉による伝え合いを楽しむようになる」姿である。この姿を踏まえ、一人一人の児童

が発見した片仮名言葉をもとに気付いたことを話し合う学習をしたことによって、発見した片

仮名言葉を全員で共有し、学校の中の多様な片仮名言葉に興味・関心をもって学習することが

できた。児童が関わる学習環境を教師の意図で限定するのではなく、児童が選択できるように

広げることで、多くの片仮名言葉に触れることができたのではないかと考えられる。 

(ｲ) 振り返りシートの児童の記述の分析 

児童に実施した振り返りシートの自由記述から、児童の変容を分析した。意欲に関する記述

（「もう一度探検に行ってみたい」「外でも片仮名を見付けたい」「もっと知りたい」等）が、

61.4%と最も多く見られた。次いで、自分や友だちの頑張りに関する記述（見付けた片仮名の数

を友だちと比べたり、書けるようになったりしたことについて）が、25％と多く見られた。 

検証授業では、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」のうち、「自立心」を意識して導入

場面を考えた。「自立心」とは、「身近な環境に主体的に関わり様々な活動を楽しむ中で、しな

ければならないことを自覚し、自分の力で行うために考えたり、工夫したりしながら、諦めず

にやり遂げることで達成感を味わい、自信をもって行動するようになる」姿である。児童が自

分で学習環境に関わり、見付けたことを伝えたり話し合ったりする中で、もっとやってみたい

という意欲や、教師や友だちに認められたという自信が高まったのではないかと考えられる。

そうした意欲や自信が、学習後に自主的に家の中にある片仮名を探すという学校の学習と家庭

とのつながり、「音は片仮名で書く」という第２学年で学習する内容に気付くという学習の縦と

横の連続性へ結び付いたのではないかと考えられる。 

(ｳ) 片仮名言葉への興味・関心の広がり 

検証授業では、「学校の中で、片仮名で書かれた言葉

を進んで探したり書いたりし、見付けたことを話し合

おうとしている。（国語への関心・意欲・態度）」「片仮

名表を用いて片仮名の表記を理解し、身近な物の名前

などを読んだり書いたりしている。（言語についての知

識・理解・技能）」を評価規準とした。検証授業をきっ

かけとして、片仮名言葉への興味・関心広がっている

かを検証するために、学習後に以下のように調査を行

った。 

実施時期：2018年２月 

調査対象：検証授業を受けたＡ小学校の児童 11名 

調査内容：ワークシートに 10分間で児童に片仮名言葉を書かせる（図４）。児童が書いた片

図４ ワークシート 



仮名言葉をカテゴリー分類し、検証授業で児童が発見した片仮名言葉と比較し、

片仮名言葉への興味・関心の広がりについて検証する。 

その結果、検証授業で発見した片仮名言葉の他にも、身近な事象を表す片仮名言葉が多く書

き表されていた。特に、食べ物や野菜・果物、動物、スポーツ・遊びのカテゴリーにおいて、

その傾向が顕著であった（例：サンドウィッチ、ルッコラ、ハムスター、バリア、タッチ等）。

これらは、検証授業中に発見していない片仮名言葉である。検証授業の片仮名言葉を探す場面

では、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」の「数量や図形、標識や文字などへの関心・感

覚」を踏まえて指導の工夫をした。「数量や図形、標識や文字などへの関心・感覚」は、「遊び

や生活の中で、数量や図形、標識や文字などに親しむ体験を重ねたり、標識や文字の役割に気

付いたりし、自らの必要感に基づきこれらを活用し、興味や関心、感覚をもつようになる」姿

である。検証授業では、児童は、学校の中で片仮名言葉を進んで見付けるという体験をし、友

だちや教師と話し合う中で学校の中にはたくさん片仮名言葉があることに気付いた。このよう

な授業をきっかけにして高まった片仮名言葉への関心が、学習以外の遊びや生活の中でも片仮

名言葉を見付けたり書いたりすることにつながり、身近な事象を表す片仮名言葉への興味・関

心が広まったのではないかと推察される。 

ウ 保育者とのビデオカンファレンス 

３(2)イで録画した映像をもとに、研究者と保育者で２点について検討した。Ａ小学校第１学年

の 11 名中８名の児童を５歳児クラスで担任していた保育者との話合いによって、児童一人一人

の学びの連続性を検討することができると考えた。そのため、対象としたのは、保育者が担任し

ていた８名の児童とした。 

(ｱ) 幼児期と比較した児童一人一人の育ち 

  幼児期と比較した児童一人一人の育ちについて、保育者と検討した。その結果を表８に示す。 

表８ 幼児期と比較した児童一人一人の育ち（一部抜粋） 

児童 検証授業で見られた児童の姿 保育者が感じた幼児期と比較した児童の育ち 

Ａ児 
「３枚書けたー！」等、自分で発見した

片仮名言葉を進んで教師にアピールして

いる。 

保育園のときから自分をアピールする子どもだったが、小学校でも同
じように自分のことをアピールでき、それを教師に認めてもらえること

で、自信がついているように思う。 

Ｂ児 

①「ここにめっちゃ（片仮名が）あるで。」

「書こうや！」等、ペアの児童に自分の気
持ちを伝え、自分から自分の言葉で誘って
いる。 

②「デジタル（という片仮名を）見付けた。」
と自分から教師にアピールしている。 

①周りの友だちから慕われる子どもだったが、リーダーシップを発揮し

たり自分から意見を言ったりする子どもではなかった。ペアという少人
数なら、自分の意見を言いやすいのかもしれない。 
②自分の発見を伝えられる場があることで、アピールしやすくなってい

るのではないか。自分で見付けてきて知っていることだからこそ、張り
切って教師に伝えている。 

Ｃ児 
 友だちの意見を聞いて、自分から本当か
どうか数えたり試したりしている。 

保育園のときは、自分の興味があることに没頭するあまり、友だちの
意見を聞くことは少なかった。検証授業では、友だちの意見を聞きなが

ら、自分の考えを変更したり確かめたりするようになっている。 

Ｄ児 

 見付けた片仮名について進んで発表し

たり、友だちの頑張りを褒めたりしてい
る。 

保育園のときは、あまり主張することがなかった。主張するのは、自

分の思い通りにならないことがあったときが多かった。しかし、発表し
たり自分から友だちに声をかけたりすることができるようになってい
る。自分で図書の本を選び、精一杯活動して片仮名を発見したり、友だ

ちが助けてくれたりすることで、自信がつき、主張できるようになって
きたのではないか。 

保育者は、学級全体での話合いの様子から児童の育ちについて、「保育園のときには、クラス

で話合いをしてもなかなか意見が出なかった。しかし、検証授業ではどの子も自分の意見を積

極的に話す姿が見られ、成長していると感じた。」と語った。検証授業では、児童が自分で「や

ってみたい」と感じたことを実際に試し、その中で自分なりの驚きや発見があった。児童は友

だちや教師に伝えたいと感じ、幼児期に培われた「言葉による伝え合い」の姿を生かして、積

極的な話合いにつなげたのではないだろうか。また、伝え合う場面では実際に発見した片仮名

を書いたカードを教師が黒板に掲示し、視覚支援（表２「保育者の環境構成Ｆ」）をした。友だ

ちの意見を聞きながら、カードを見て友だちの発言は本当かどうか確かめることで、新たに自

分の意見が生まれ、より積極的に話し合いたくなったのではないかと考えられる。 



(ｲ) 幼児教育の特性を生かした指導の工夫 

  検証授業において、幼児教育の特性を生かした学びの連続性がある指導の工夫になっている

のかを保育者と検討した。工夫になっているとして話し合った点を、表９に示す。 

表９ 幼児教育の特性を生かした学びの連続性がある指導の工夫になっていると考えられる点 

・自己決定の場がある。 

・自分の頑張りを伝えることができる場がある。 

・児童の発見や頑張りに、教師が共感したり認めたりする。 

・友だちから学ぶ場がある。 

・児童が話したくなる環境を設定している。（友だちや教師に伝えたくなる話題がある、幼児期

から馴染みのある話合いの形態を利用する等） 

  保育者は、「子どもが見付けたことに、教師も同じように驚いたり一緒に発見したりするのは

保育園でも一緒。認めることで、子どもはもっと他にも見付けたくなる。大人に自分が見付け

たことを嬉しそうに話す姿を見て、自信をもって発見してきていると感じた。」と語った。 

自己決定することで自分の頑張りを伝えたくなったり、友だちから学んだりできるように児

童の思考の流れを意識した単元を計画したこと、児童が話したくなる学習環境を設定したこと、

共感したり認めたりする教師の働きかけをしたことが、学びの連続性がある指導の工夫になる

ことが示唆された。 

   また、表 10に示したように、指導の工夫が必要な点についても話し合った。保育者は、子ど

も一人一人を理解することを大事にしている。そこで、小学校での幼児教育の特性を生かした

指導においても、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえながら、どのような姿が育

ち、どのような経験をしているのかを理解し、児童に応じた支援をすることを付け加える必要

があると考える。 

表 10 指導の工夫が必要な点 

・目的や目標に向かうための、一人一人に合わせた声がけ。 

・ペアの組み方。（児童同士で支え合って自分たちで活動できるようにする。） 

 (ｳ) 保育者による授業検証をもとにした、Ａ小学校第１学年の担任との授業検証 

   保育者とのビデオカンファレンスによる授業検証の結果を、Ａ小学校第１学年の担任に伝え、

担任と授業検証を行った。その結果を表 11に示す。 

表 11 保育者による授業検証をもとにした、Ａ小学校第１学年の担任との授業検証の結果 

   

 

 

 

 

 

      

保育者による幼児期と比較した児童一人一人の育ちの見取りをもとに、担任は幼児期の姿を

踏まえ個別に児童を理解し、その理解をもとに、学級の児童の姿を振り返ることで、検証授業

における児童の育ちに気付いた。また、幼児教育の特性を生かした指導の工夫については、こ

れまでとは異なる視点（保育者の視点）から指摘された、「自己決定」や「一人一人に合わせた

声がけ」の必要性を感じていた。特に、検証授業では自己決定することで意欲的に、そして試

行錯誤しながら学習する児童の姿を見て、児童が自己決定できる単元を計画し、授業改善をし

てみたいと語っていた。児童一人一人の思いや育ちを大切にした指導をするために、児童の育

ちを見取る場合にも、幼児教育の特性を生かした指導の工夫を考える場合にも、個別の児童理

解が必要だと感じていることが推察される。 

 担任が語った内容 

幼児期と比較した 
児童一人一人の育ち 

・幼児期からの成長が分かり、引継ぎでは得られなかった個別の児童理解ができた。 
・Ｃ児（表８）は、日頃、話を聞いていないと思っていたが、友だちの話を聞いて考
えたり試したりするようになってきていると感じた。 

・Ｄ児（表８）は、自分のやりたいことにチャレンジしたり、「こうしたい。」と友だ
ちに伝えたりできることが分かった。 

幼児教育の特性を 
生かした指導の工夫 

・幼児期から馴染みのある話合いの形態を普段から利用し、児童が話を聞くことがで
きる学習環境を構成している。 

・自己決定をする場があることで、「やってみよう」という児童が育つと感じた。 
・目的や目標に向かうために、一人一人に合わせた声がけをすることが必要だと気付
いた。 



５ 成果と課題 

 (1) 成果 

どのような指導の工夫が、学びの連続性を保つ上で有効だったのかを明らかにするために、本研

究の結果を、図５のように幼児教育における学びの過程に沿って整理した。 

まず、「遊びの創出」に当たる導入の場面では「やってみたい」「考えたい」と児童が思えるよう

にするために、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりに児童を理解し、児童の思考の

流れを意識した単元計画を作成した。「遊びへの没頭」に当たる展開の場面では、教師の働きかけの

「支援・援助・評価等」が多く実施され、児童の「自分の感じたこと、考えたことを表現している」

姿が頻繁にみられるようになった。児童同士の考えをつなぐ、児童に気付かせる、励ます、受容す

る、認める、褒める等教師の働きかけによって、児童が安心して意欲的に課題に取り組み、自分の

思いを表現することができたのではないかと思われる。また、満足するまで試したり、友だちから

学んだりすることを通して、「遊びの振り返り」に当たる場面では、「書けるようになった。」「○○

君の考えがおもしろかった。」という思いを児童がもてるようになったのではないだろうか。 

これらのことから、幼児教育の特性を生かした学びの連続性のある学習指導のために、①「幼児

期の終わりまでに育ってほしい姿」を手掛かりにして児童を理解する。②単元の中での児童の思考

の流れを考える。③児童自らが環境に関わりたくなるような学習環境を設定する。④「支援・援助・

評価等」を重視した教師の働きかけをする。という具体的な工夫が明らかになった。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 幼児教育における学びの過程（教育課程部会幼児教育部会、2016）に沿った結果の整理 

以上のように、「幼児期の終わりまでに育ってほ

しい姿」を手掛かりにして児童を理解し、資質・能

力を培ってきた幼児教育の特性を小学校教育に生

かすことで、学びの連続性が確保され、「知識及び

技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう

力、人間性等」の三つの資質・能力へとつながって

いくことが考えられる（図６）。 

   また、学びの連続性を確保するために、図７のよ

うな一連の流れを示すことが、教職員にとって、保

幼小接続を実現する後押になるのではないかと考

える。 
図６ 学びの連続性と三つの資質・能力 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 課題 

   本研究では、県下で行われている研修に加え、実際の幼児の姿を観察した上で、「幼児期の終わり

までに育ってほしい姿」を手掛かりにした児童理解を行ってきた。学びの連続性を確保するために

は、個人（１年生の学級担任だけ）ではなく、学校全体で児童理解を行っていく必要がある。その

ため、保幼小の連携や校内での組織的な取組を計画的に進めていくことが重要である。今後は、組

織的・計画的に「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえた個別の児童理解を進め、その

理解を指導にどう生かすのかを具体的に示すことが課題であると考える。 
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図７ 学びの連続性のある指導を行う流れ 



主体的・対話的で深い学びの指導と評価の在り方についての研究 

～英語でまとまりのある文章を書く力を伸ばすために「どのように学ぶか」に焦点を当てた授業改善～ 

 

高知県立安芸中学校    教諭   津野 賀名子 

高知県教育センター  指導主事 竹本 佳奈 

                                     上田 妙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 研究目的 

(1) 今、求められている英語教育 

文部科学省は「中学校学習指導要領」（平成29年３月31日告示）において、外国語科の目標を「外

国語によるコミュニケーションにおける見方・考え方を働かせ、外国語による聞くこと、読むこ

と、話すこと、書くことの言語活動を通して、簡単な情報や考えなどを理解したり表現したり伝

え合ったりするコミュニケーションを図る資質・能力を次のとおり育成することを目指す。」と示

し、育成を目指す資質・能力の三つの柱である「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、

「学びに向かう力、人間性等」のそれぞれに関わる教科の目標を明確に設定している。「外国語に

よるコミュニケーションにおける見方・考え方」は「外国語で表現し伝え合うため、外国語やそ

の背景にある文化を、社会や世界、他者との関わりに着目して捉え、目的や場面・状況等に応じ

て、情報を整理しながら考えなどを形成し、再構築すること」と示されている（中学校学習指導

要領解説外国語編 平成29年７月）。 

「中学校学習指導要領解説外国語編」（平成29年７月）においては、指導計画作成上の配慮事項

として、「（1）『知識及び技能』が習得されること、(2)『思考力、判断力、表現力等』を育成する

こと、(3)『学びに向かう力、人間性等』を涵養することが偏りなく実現されるよう、単元など内

容や時間のまとまりを見通しながら、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を行う

ことが重要である」ということと、「３学年間を通じて外国語科の目標の実現を図るため、各学校

における生徒の発達の段階と実情を踏まえ、学年ごとの目標を適切に定めることの必要性」等が

述べられている。また「今回の改訂では、外国語科の目標について、育成を目指す資質・能力を

明確にした上で、各学校段階の学びを持続させるとともに、『外国語を使って何ができるようにな

るか』という観点から改善・充実を図っており、小・中・高等学校で一貫した目標を実現するた

め、そこに至る段階を示すものとして五つの領域別の目標を設定している。学年ごとの目標を、

学習指導要領を踏まえて各学校が設定する『学習到達目標』として生徒に求められる英語力を達

成するための具体的な形で設定する取組は、既に各学校で行われているが、上記のように、今回

の改訂で領域別の目標が明確に示されたことにより、その目標と関連付けられた学習到達目標と

する必要がある。」としている。現行の学習指導要領解説においても、３学年間を通じて目指すべ

 本研究の目的は、「何を学ぶか」だけでなく「どのように学ぶか」に焦点を当てて授業改善を行い、

生徒の「主体的・対話的で深い学び」を通して、英語でまとまりのある文章を書く力を伸ばすことで

あった。生徒がまとまりのある文章を書こうとする際の課題である内容と正確さのうち、内容に焦点

を当てた指導を行い、「主体的・対話的で深い学び」となるように言語活動を設定した。 

 生徒の「主体的・対話的で深い学び」を意図して設定した言語活動に取り組ませることで、まとま

りのある文章を書く力は伸びたと言えると判断した。学習到達目標と関連付けた計画と評価の基準

（ルーブリック）を指導者間、指導者と生徒間で共有することが必要不可欠であることが分かった。 
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まとまりのある文章、J-E エクササイズ、モデル文、伝える情報や内容の整理、ルーブリック評価 



き外国語科の目標が示されており、各学校が生徒の学習の実態に応じて学年ごとの目標を設定す

ることが適切であるとされていたが、今回の改訂ではさらに、学習到達目標が五つの領域別の目

標と関連付けられたものにする必要があることが明示されている。 

「学習到達目標」については、「国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施

策（平成23年６月）」において、各中・高等学校が学習指導要領に基づき、生徒に求められる英語

力を達成するための学習到達目標を「CAN-DOリスト」の形で具体的に設定することについて提言

がされた。これを踏まえ、文部科学省は「各中・高等学校の外国語教育における『CAN-DOリスト』

の形での学習到達目標設定のための手引き」（平成25年３月）において、各学校で具体的な指標を

設定することを求めた。また同手引きの中で、評価についても「学習到達目標に対応した学習活

動の特質等に応じて、多肢選択形式等の筆記テストのみならず、面接、エッセー、スピーチ等の

パフォーマンス評価、活動の観察等、様々な評価方法の中からその場面における生徒の学習状況

を的確に評価できる方法を選択することが重要である。」と示している。 

 (2) 高知県とＡ中学校の高知県学力定着状況調査（平成29年１月実施）の結果から 

県全体の平均正答率は中学１年生で52.0％、中学２年生で43.9％であった。両学年とも特に「書

くこと」においての正答率が低く、１年生で平均正答率34.5％、２年生で15.1％であった。高知

県教育委員会は「学力向上検証改善サイクルの確立に向けて―平成28年度高知県学力定着状況調

査結果の概要―」（平成29年３月）の中で「獲得した知識や技能を日常生活の場面に当てはめて課

題解決の方法を考えることや、知識技能を活用して問題を解決する力、また、論理的に表現する

力については、まだ課題が残る状況」としている。 

研究協力校であるＡ中学校の１年生は平均正答率68.2％、同じく２年生は46.3％で、「書くこと」

における正答率は１年生で平均52.4％、２年生で12.9％であった。分析結果で見てみると、１、

２年生ともに「資料を基に、文と文のつながりなどに注意して正しく文を書く」ことに課題があ

ることが分かった。これまでの学習指導は、「何を知っているか」という知識・技能の習得に重点

を置くことが多く、「どのように学ぶか」という側面が不足していた。生徒は語彙や文法などの知

識はある程度身に付けているが、その知識を活用する「思考力・判断力・表現力」が弱く「深い

学び」とはなっていなかったと考えられる。場面を設定した中での言語活動には取り組ませてき

たものの、学習した内容をどのように活用すればよいか、生徒自身が主体的、対話的に考えて言

語活動を行う機会を設定できていなかったことが反省点である。 

(3) Ａ校２年生の現状と課題 

平成 29 年６月に第２学年全生徒 52 名を対象に実施した英語学習に関する調査によると、英語

が好きかという問いに「とても好き」、「まあ好き」と肯定的に回答した生徒は全体の 80.7%、英語

の４技能（聞くこと、話すこと、読むこと、書くこと）それぞれの活動が好きかという問いには、

「読むこと」に肯定的に回答した生徒が最も多く 88.4％、「書くこと」に肯定的に回答した生徒は

67.3%であった。それぞれの技能が身に付いているかという問いには、「聞く力がある」に肯定的

に回答した生徒が 59.6％と最も多く、「書く力がある」に肯定的に回答した生徒は 48.1％と最も

少なかった。この調査から、「書くこと」は好きだと感じているものの「書く力」が付いていると

感じている生徒は少ないことが分かる。また、「英語で書くときに困ること」に関する質問では、

「単語や文法（表現）が分からない」、「まとまりのある文を書く方法が分からない」といったこ

とに困っている生徒が多いことが分かる。これらの要因として、「スペルや文法を覚えていない」、

「伝えたい内容を英語でどう表現するか分からない」という知識・理解に関するものと「まとま

りのある文章がどういうものか分からない」、「まとまりのある文章を書く経験が少ない」という

文章の形式に関するものが考えられる。 

Ａ校の生徒の書く力の現状を、好きな月とその理由について書かせたライティングワークシー

トから見ると、ほぼ全員がどの月が好きかという意見文は書こうとしていたものの、その理由に



ついては、読み手に十分に伝わらないものが多かった。理由が１文しか書かれていなかったり、

複数書いていても単に１文ずつで理由を羅列してあるだけだったりと、理由についての説明が不

足しており、情報が少ないと感じた。意見文とその理由をしっかりと書いてあり、まとまりがあ

ると感じられる文章を書いている生徒は 52名中６名であった。この結果から、Ａ校の生徒の多く

は「まとまりのある文章を書く力」が十分に付いていないと考える。 

(4) まとまりのある文章 

平成24年１月に実施された国立教育政策研究所教育課程研究センターによる「特定の課題に関

する調査（英語：『書くこと』）」の中で、文と文のつながりに注意してまとまりのある文章を書く

力について調査が行われており、「内容のつながり」を観点に設定している。この調査では「内容

のつながりがよいものとは、『①話題の一貫性があり、他の話題に脱線していないもの』『②同じ

内容の文を、無用に繰り返していないもの』『③内容理解に支障を来すような、語順・時制等の誤

りがないもの』の全てに当てはまる場合である。」とされている。また同調査では、誤答分析をよ

り細かく行うために「内容のつながりが悪いもの」を「文章としての適切さを欠くもの」（前述①・

②の場合）と「文構造等の誤りがみられるもの」（前述③の場合）に分けている。調査の結果では、

「内容のつながりが悪いもの」のうち、「文構造等の誤りがみられるもの」が約６割を占めた。 

文部科学省は「中学校学習指導要領解説外国語編」（平成29年７月）において、「『まとまりのあ

る文章を書く』とは、文と文の順序や相互の関連に注意を払い、全体として一貫性のある文章を

書くことを示している。『導入－本論－結論』や『主題－根拠や具体－主題の言い換えや要約』な

ど、文章構成の特徴を意識しながら、全体として一貫性のある文章を書くことができるようにす

ることが重要である。さらに、出来事や事実を描写したり、考えや感想を述べたりする場合にお

いて、よりよく読み手に伝わるよう意識しながら、自分の言いたいことに最もふさわしい表現形

式を工夫して書き表すことができるようにすることも必要である。」としている。 

また大井・田畑・松井（2008）によると、英語の文章を特徴付ける重要な要素として、「結束性」

と「論理の一貫性」が挙げられており、英語らしい文章が書けるようになるにはこの二点につい

て習熟度を高める努力が必要とされている。二つの要素のうち「結束性」は、指示、代用、省略、

接続関係、語彙の関連の五つの仕組みからもたらされるとしており、新学習指導要領における「文

と文の順序や相互の関連」に当たると考える。 

Ａ校で実施したライティングワークシートの中で、まとまりがあると感じられる文章が書けてい

た生徒はわずかであったが、彼らに共通する記述には、「〇月が好き」という意見文とその理由が

１～２文あることに加えて、その理由を説明する文や具体例などが含まれていたことにより、発

信される情報が増えて説得力が増し、文章のまとまりを感じさせる要因になっていた。 

これらのことを踏まえ、本研究ではまとまりのある文章を以下の条件を満たすものと定義する。 

ア 言いたいことを相手に伝えるために十分な内容や情報がある。 

イ 内容や情報の順番が整理されている。 

ウ 接続詞や代名詞を使うことや上位語と下位語を使うことなどにより、つながりのある文

で構成されている。 

エ 全体として一貫性のある文章である。 

(5) まとまりのある文章を書く力を伸ばすために 

及川（2010）によると、英作文を通じて中学生の英語熟達度が学年進行とともにどのように発

達・進行するのかを検証したところ、「量と複雑さが上昇し、続いて正確さが上昇するという傾向

が観察された。」として、「まず、 初級段階である１、２年生は量を重視し、より多くの英語を書

くことを奨励し、３年生へむけて徐々に正確さを求める指導に切り替えてゆく。」という指導手順

を示している。そこで本研究では、語彙や英文の正確さよりも、書く量を増やすことに重点を置

いて指導する。そのうえで、Ａ校の２年生が「英語で書くときに困ること」の知識・理解に関す



る課題と文章の形式に関する課題に働きかける。 

知識・理解に関する課題に対しては、これまでのような正確さを求める単語テストや小テストで

知識・理解の定着を図ることにとどまらず、既習の知識を活用させる機会を与えることで、活用

の仕方を身に付けさせたいと考える。そのためにJ-Eエクササイズ1という活動を取り入れる。J-E

エクササイズを活用して表現する練習を通して、自分の伝えたいことは何なのか、自分自身で発

信したい内容の本質的な意味を捉え、既習の言語知識を活用することで、実際のコミュニケーショ

ンでそれらを運用できる力につながると考える。 

また文章の形式に関する課題は、モデル文を参考に英作文させることで、自分自身の発信したい

内容を伝えるためにモデル文と自分自身とを結び付けて考えたり、比べたりしながら、まとまり

のある文章の構成の仕方を学ぶことで解消できると考える。さらにマッピングを用いることや自

分の書いた文章を振り返ることで、目的や場面、状況に合わせて伝える内容や情報を整理する力

を付けることにより、構成を意識してまとまりのある文章を書くことにつなげたい。 

このように本研究では、「何を知っているか」という視点だけでなく、「どのように学ぶか」とい

う視点をもって授業改善を行い、生徒の「主体的・対話的で深い学び」を通して、Ａ校の生徒の

多くがつまずいている「まとまりのある文章を書く力」を伸ばすことを目的とする。 

 

２ 研究仮説 

  J-E エクササイズを活用して英語で表現することを練習したり、生徒にとって具体的で分かりやす

い目的や場面を設定した言語活動において、モデル文を参考に英作文したり、伝える情報の順番を整

理したりしながら書く経験を積み重ねていく。そうすれば、生徒は既習の言語知識で表現することが

できるようになったり、モデル文から文章の構成の仕方を学んだりして、構成を意識してまとまりの

ある文章を書けるようになるだろう。 

 

３ 研究方法 

(1) 研究計画 

日程 内  容 

６月 

○生徒の意識や課題の把握 

英語学習に関する生徒の意識、「書くこと」におけるつまずき等、実態を把握する。生徒の実態に即し

た課題を設定するためや検証授業の計画を立てるための資料とする。 

ア 事前アンケートとして質問紙による意識調査、ライティングワークシートを実施する。 

イ 平常時の授業を参観し、生徒の様子から現状を見取る。 

ウ 昨年度の「書くこと」の学習状況について教員から聞き取る。 

７～11月 

○事前指導 

 ア 帯活動において、スピーチを行い、その後話した内容を書く。（トピックライティング） 

イ 継続的な取組として、日記を書く。 

11月 

○検証授業 

○検証授業後の事後アンケートとして質問紙による意識調査、ライティングワークシートの実施 

 授業後に英語学習に関する生徒の意識に変化があったかを検証する。また生徒の書いた作品と抽出生徒

への聞き取り調査からも生徒の変容を見取る。 

(2) 事前指導の概要 

   ア スピーチとその内容を書く活動（トピックライティング） 

    帯活動で、ペアでお互いに自分自身のことや身近なことに関するトピックについて１分間ス

ピーチをする。最初の２～３回はスピーチのみを行い、まず話すことにより意見や考えなどを表

                                                   
1生徒は英語で文章を書くとき、日本語で文を作り、それを翻訳するという手順を踏む。当然のことながら、英語よりも日本語能力の方

が高く、頭に浮かんだ日本語の文は、語彙においても文法の複雑さにおいても、英語の能力を超えたものになっている。その日本語の

文をそのまま英語で書こうとするため、英語で文章を書くことができないことの原因となっている。J-Eエクササイズとは、この頭に浮

かんだ日本語の文で言いたいことは何かという意味に焦点を当てて、「宿題に追われる」→「宿題がたくさんある」、「先生が宿題をたく

さん出した」のように、日本語でできるだけ多く言い換える練習である（内田, 2015）。 



現することに慣れさせて、次に話した内容を「書くこと」につなげていく（トピックライティン

グ）。２～３分程度で書くこととし、スペルや文法などの正確さよりも内容が伝わりやすい文章

になっているかという点に重点を置く。またその視点で内容に対する相互チェックもペアで行わ

せる。トピックは１週間ごとに変更し、同じテーマについて複数回取り組めるようにし、授業ご

とにペアを変えて行う。 

イ 日記を書く活動 

継続的な取組として、日記を書かせる。夏季休業中や週末の課題として取り組ませ、まとまり

のある文章を書くことに慣れさせる手立ての一つとする。前述同様、正確さよりも積極的に書こ

うとしているかに重点を置く。間違いの添削はせず、書いている量や内容の変容に注目し、コメ

ントによるフィードバックを与えて「書くこと」への意欲を育てる。 

(3) 検証授業の概要 

Ａ中学校第２学年（52 名）を対象に実施する。使用教科書及び単元は NEW CROWN２ ENGLISH SERIES 

New Edition Lesson６ My Dreamで、全８時間計画である。不定詞の３用法（名詞用法、副詞用法、

形容詞用法）を扱った単元であり、中学校学習指導要領における指導事項「書くこと―（ｵ）自分

の考えや気持ちなどが読み手に正しく伝わるように、文と文のつながりなどに注意して文章を書く

こと。」を目指す指導事項と設定する。Ａ校第２学年の「書くこと」における学習到達目標は「既

習の表現を使って、町紹介を書くことができる」である。 

本単元の学習を通して、「書く力」が付いていると感じている生徒が少ないことの要因として考え

られることのうち、「伝えたい内容を英語でどう表現するか分からない」、「まとまりのある文章が

どういうものか分からない」、「まとまりのある文章を書く経験が少ない」という課題を解消してい

くために次の３点に重点的に取り組む。J-E エクササイズを活用し、既習の言語知識を使って英語

で表現できるという感覚を育てる。複数のモデル文を提示することにより、まとまりのある文章の

形を示す。継続的に３～４文以上の文章を書かせる。 

検証授業と「主体的・対話的で深い学び」との関連について述べる。 

ア 主体的な学び 

「ALT に行きたいと思ってもらえるような町紹介をまとまりのある英文で書く」という具体的

な単元ゴールを設定し、単元の最初に生徒と確認して単元終了時をイメージできるように上級生

のモデル作品を提示する。学習の流れへの見通しをもたせて、単元を通して身に付けたい力や単

元の活動の意図を理解すれば、目標を達成するために努力や工夫をしながら学習に向かうと考え

る。具体的に相手を設定することで、「書くこと」が一方通行の行為ではなく読み手がいるとい

うことを意識し、自分の考えを伝えたいという気持ちを高められるとともに、どのように書けば

よいかを考え、相手によりよく自分の考えを伝えるための工夫ができると予想される。またでき

あがった紹介文を ALTに読んでもらい、一番行きたいと思ったものを選んでもらうことで相手に

伝えたいという意欲をさらに高められると考える。 

イ 対話的な学び 

友だちや教師と対話したり、自分や友だちが書いたものを読んだりすれば、一人で取り組むと

きよりも多くの情報を得られ、自らの思考を深めることにつながると考える。そこで個人で考え

させた後には、ペアで相談・確認をさせる場面を設定する。教科書本文を扱う際には、教師との

英語によるやりとりを通じて内容の理解を促す。また単元ゴールの町紹介を書く活動においては、

友達の書いた文章をまとまりのある文章に必要な要素が含まれているかという視点で読ませて、

相手に自分の考えを分かりやすく伝えるための表現や工夫を参考にさせ、自分の書いた文章を再

構成させる。 

ウ 深い学び 

 単元ゴールの対象を ALTに設定することで、文章を書く際の相手への配慮が具体的になる。生



表１ ルーブリック 

　　
   　　

項目

 評価

ア 言いたいことを相手

に伝えるために十分な内

容や情報がある。

イ 内容や情報の順番が

整理されている。

エ 全体として一貫性の

ある文章である。

ウ 接続詞や代名詞を使

うことや上位語と下位語

を使うことなどにより、

つながりのある文で構成

されている。

A

自分の考えや感想等を
含めていたり、副詞句
や節を使用していたり
して、より詳しい内容
や情報が複数ある。

話題の一貫性があり、
内容や情報が整理され
ていて、読み手に伝わ
りやすくなっている。

接続詞や代名詞を使う
ことや上位語と下位語
を使うことなどによ
り、つながりのある文
で構成されている。

B

自分の考えや感想等を
含めていたり、副詞句
や節を使用していたり
はしないが、内容や情
報が複数ある。

ほぼ話題の一貫性があ
り、内容や情報が整理
されているが、一部、
読み手に内容が伝わり
にくい部分がある。

接続詞や代名詞を使う
ことや上位語と下位語
を使うことなどによ
り、つながりのある文
で構成されているが、
うまくつながっていな
い部分がある。

C

単純な情報はある。 話題に一貫性がなく、
内容や情報が整理され
ておらず、読み手に内
容が伝わりにくい。

文と文のつながりがな
く、文が羅列されてい
る。
文と文のつながりがな
いところが多い。

徒は自分の伝えたいことをどのように表現すれば相手に分かりやすくなるのかを考える中で「見

方・考え方」を働かせることになり、思考が深まると考える。また帯活動として取り組む J-Eエ

クササイズを通して、伝えたいことの意味に焦点を当てて考えることで、場面や状況を判断し、

既習の言語知識を活用できるようになる。既習の言語知識が活用される場面を意図的に仕組み、

実際のコミュニケーションで運用できる力を養っていく。 

(4) 評価 

   単元ゴールの活動である町紹介ラ

イティングを評価するために、まと

まりのある文章の定義（１（４））を

用いて、表１のようにルーブリック

を設定した。項目イとエについては、

内容や情報の順番が整理されている

ものは一貫性のある文章と言え、一

貫性のある文章は内容や情報の順番

が整理されていると言えることから、

一つの項目にまとめて評価すること

とした。正確さは評価の対象とせず、

書いた量と内容について、研究協力

校の英語科担当教員と複数で評価を

行う。なお、このルーブリックは検

証授業前後のライティングワーク

シートの変容を見取るためにも使用

する。 

 

４ 結果と考察 

(1) 単元ゴールの活動（町紹介）のルーブリック評価 

  
図１ 町紹介のルーブリック評価の分布 

検証授業の単元のゴール「ALTに行きたいと思ってもらえるような町紹介」のライティングをルー

ブリック（表１）を用いて評価した結果は、図１の通りであった。項目ア「言いたいことを相手に

伝えるために十分な内容や情報がある」については、Ａ評価の生徒が７割を超えていた。町紹介ラ

イティングは単元の学習を積み重ねたうえでの取組であり、アイデアを広げるために十分な時間が

あったことに加え、ALT に自分のおすすめの場所を紹介するという生徒にとって具体的で分かりや

すい場面設定をしたことで相手意識をもち、何をどのように伝えるかということを考えながら書く
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図２ ライティングワークシート（事前・事後調査）の 

ルーブリック評価比較 

ことができ、情報量が増えて相手に伝えるための内容が十分あったと考える。項目イ「内容や情報

の順番が整理されている」と項目エ「全体として一貫性のある文章である」については、Ａ評価の

生徒は 34.6％だった。残りの 65.4％はすべてＢ評価であり、話題の一貫性がなく、内容や情報が整

理されていない文章を書いた生徒は一人もいなかった。生徒の作品にはモデル文を活用しているも

のが多く見られ、自分の伝えたい情報を表現するためにモデル文と自分のアイデアとを結び付けな

がら書くことができていると感じた。「導入」－「おすすめの場所または理由の数の提示」－「具体

的な内容」といった構成についてモデル文が活用されており、内容や情報の順番が整理された文章

になっていた。また帯活動のトピックライティングや日記を書く活動から一つの話題について話を

広げていくということを学んでおり、概ね一貫性のある文章を書くことができている。項目ウ「接

続詞や代名詞を使うことや上位語と下位語を使うことなどにより、つながりのある文で構成されて

いる」については、Ａ評価の生徒は 48.1％、Ｂ評価の生徒は 50.0％で、ほとんどの生徒がつながり

を意識して書こうとしていることがうかがえる。項目ウにおいても、場面設定が明確であったこと

で、読み手に伝わるように書くためにはどうすればよいかを考え、既習の言語知識を活用しながら

書いた結果であると推測する。 

 (2) ライティングワークシート「好きな月とその理由」のルーブリック評価 

ライティングワークシートについ

て、検証授業前後の変容を見たところ、

図２のような結果となった。なお、文

の数が３文より少ないものについては、

十分な内容があるとは言い難く、一貫

性のある文章やつながりのある文で構

成された文章という判断をしかねるた

め、ルーブリック評価のＡ～Ｃ評価に

加えて、ここではＤ評価とした。 

６月の調査では文の数が平均 3.35

文、語数が平均 17.83語であった。11

月の調査では文の数の平均が 5.73文、

語数が平均 30.48語とまず書く量が増

えていた。ルーブリック評価において

は、Ａ評価の割合がどの項目において

も増えていた。Ｂ評価については、項

目イとエにおいて増えていた。また、

Ｃ評価の割合も増えていた。これは６

月にはＤ評価であった生徒が、11月の

調査で書く量は増えたものの、まとま

りを意識して文章を書くという段階

までは到達しておらずＣと評価されたためである。 

項目ごとに見ると（図２参照）、項目ア「言いたいことを相手に伝えるために十分な内容や情報が

ある」については、Ａ評価の生徒が 23.1％から 50.0％と 26.9％増加していた。これはトピックラ

イティングや日記を書く活動を通して内容のある文章を書くことに慣れたことと、学習が進むにつ

れて使える単語や表現が増えたことで書く量も増えたということが考えられる。項目イ「内容や情

報の順番が整理されている」と項目エ「全体として一貫性のある文章である」については、Ａ評価

の生徒は 13.5％から 23.0％と 9.5％増加し、Ｂ評価も 38.4％から 50.0％と 11.6％増加している。

検証授業において、マッピングで伝えたいことなどの情報を整理しながら書いたことや、モデル文



を参考に英作文する活動から、文章の構成の仕方を学び、文章にまとまりをもたせて書くことがで

きるようになったと考える。また友達の書いたものを読んだり、コメントしたりする活動もまとま

りのある文章の構成の仕方を学ぶことに効果があったと思われる。項目ウ「接続詞や代名詞を使う

ことや上位語と下位語を使うことなどにより、つながりのある文で構成されている」については、

Ａ評価の生徒は 5.8％から 32.6％と 26.8％増加し、伸びは大きい。その要因として、接続詞の使用

が増えたことが挙げられる。これは検証授業前の６月の時点では学習したばかりであった接続詞が

モデル文や教科書本文の中で繰り返し示されたり、生徒が書く際や話す際に繰り返し使用したりし

て、その用法が定着し、適切に使用できる生徒が増えたと思われる。 

  (3) 抽出生徒の書いた文章の変容         

抽出生徒の書いた文章の変容を示す。なお、スペルや文法等のミス、改行もすべて生徒が書いた

原文のままである。 

 

抽出生徒Ａの書いた文章は、比較的ミスは少ない。６月の時点では、文量が少なく、読み手が納

得できるような理由を書けていない。７月の日記では、配付したプリントのモデル文を活用し、接

続詞の使用が見られるようになった(下線部①、②)。Because の使い方は間違っているが、生徒Ａ

の言いたいことは伝わる文である。10月のトピックライティングでは、生徒Ａがしたことだけでな

く、これからのことも含めてまとまりのある文章を書くことができている(下線部③)。11月の好き

な月とその理由を書いたライティングワークシートは６月のライティングワークシートと比べると

文量が増えている。また教科書本文などから文章の構成を学び、理由がいくつあるかを提示してか

ら、町紹介と同じように First、Secondという語を用いて理由を順番に示している(下線部④、⑦)。

接続詞 So の使用や感想を含めることで、文と文につながりが感じられる文章になっている(下線部

⑤、⑥、⑧)。11 月の町紹介ライティングは、ルーブリック評価はすべてＡであった。ルーブリッ

６月 ライティングワークシート
（好きな月とその理由） 
I like June. 

My birthday is June seventh. 

I eat a cake and I get some 

presents. 

 

７月 日記 
I’m on the soccer team. 

I went to Kagawa for soccer game. 

I was very nervous. 

We lost a soccer game.  

①Then we went to a hotel.  

I was sleepy. ②Because I went to 

bed at ten. 

10月 トピックライティング 
トピック: About the English 

tests. 

It was good. When I studyed 

English for test, I feel very 

tired. 

I studyed English for test many 

times. So I got good points. 

③I will continew it. 

11月 ライティングワークシート
（好きな月とその理由） 
My favorite month is Jun. I have 

two reasons. ④First, my bearthday 

is Jun seventh. ⑤So some friends 

give me some presents. ⑥ I was 

very happy. ⑦Second, I can eat a 

cake. I like cake. ⑧ It’s very 

delicious. My bearthday is fun. I like 

Jun. 

11月 町紹介 

I will tell you about three good places in Kochi. 

⑨First, Hamazushi is in Nankoku city. It’s a conveyer belt sushi bar. I 

sometimes go there to eat sushi. It has many kinds of sushi. We can 

eat noodles and sweets too. I like salmon and tuna. I think sushi of 

Hamazushi is more delicious than sushi of Sushiro. Please go to 

Hamazushi. 

⑩Second, My city, Aki. Aki city has a stadium to play baseball. ⑪Do 

you know Hanshin Tigers? It’s a professional baseball team in Japan. 

They sometimes come to the stadium. I don’t like playing baseball 

but I like watching baseball. My favorite team is Hanshin Tigers, So 

when they won, I was happy. Please come to Aki city. 

⑫Last, Nankoku sports center to play some ⑬sports. I’m a member 

of the ⑭soccer team. Our team ⑮practices soccer there. It has a 

big ground. There is a big gym too. We can do a lot things there. 

Some people run there. Others play sports. Let’s get some exercise 

there. 

図３ 抽出生徒Ａの書いた文章の変容 



クの項目アについては、自分の経験が含まれており、副詞句や節も使用しておすすめの場所につい

て詳しく説明している。読む人への問いかけがあることや阪神タイガースについての説明がある(下

線部⑪)など、ALTにすすめるということを意識して書けていることが分かる。項目イ・エについて

も、三つの場所を紹介しているが、それぞれの紹介には一貫性があり、話が脱線することはない。

またモデル文にもある First、Second、Lastという語を用いて内容が整理されている(下線部⑨、⑩、

⑫)。項目ウについては、代名詞や定冠詞の the を用いること、sport、soccer、 practice のよう

な関連のある語を使用すること(下線部⑬、⑭、⑮)で、文と文につながりをもたせて書かれた文章

であると言える。また、モデル文を参考にして、自分の伝えたいことが表現できている。 

抽出生徒Ｂの書いた文章は、６月の時点で接続詞 Because を使用し、意見文を支える理由が書か

れている（下線部①）。しかし、理由の後に続く２文のつながりは読み取りづらい。７月の日記では、

主語がすべて Iでやや単調ではあるが、一貫してクラリネットの練習について書かれた文章である。

８月の日記は、配付したプリントのモデル文の活用が見られる。宿題をしたことだけでなく、宿題に

関する感想（下線部②）と今後の予定（下線部③）について書かれており、まとまりのある文章になっ

ている。11 月ライティングワークシートは６月のライティングワークシートと比べると文量が増え

ている。文章の構成については、抽出生徒Ａと同じく、初めに理由の数を提示してから（下線部④）

理由を順番に示すこと（下線部⑤、⑥、⑦）で文章を整理していることがうかがえる。また結びには

So という言葉を用いて（下線部⑧）、この文章における主張である８月が好きということを再度示

し、結論としている。11 月の町紹介ライティングは、ルーブリック評価はすべてＡであった。ルー

ブリックの項目アについては、抽出生徒Ａと同じく自分の経験を含めて書いており、おすすめの場所

について詳しく説明している。問いかけ（下線部⑩）やゆずについての説明（下線部⑪）があり、ALT

という読む人を意識して書けていることが分かる。項目イ・エについても、三つの場所の紹介にはそ

れぞれ一貫性があり、話は脱線していない。また First town、 Second townのように順序を示して

内容を整理している（下線部⑨、⑫、⑬）。項目ウについては、代名詞や繰り返し同じ語を使用する

ことで、文と文につながりをもたせている。 

６月 ライティングワークシート
（好きな月とその理由） 
My favolit month is August. 

①Because it have the summr 

vcation and I like summr. 

I don’t like cold but I like warm and 

hot. 

We can swim in the sea in summr. 

７月 日記 
I practiced the clarinet from a.m. nine 

to p.m. four. 

I enjoyed it. 

I’m going to practice the clarinet. 

I want to play it very well. 

 

８月 日記 
I did Janise homework in the 

evening. 

After dinner, I did English 

homework. 

②It was hard. 

③I’m going to do math 

homework tomorrow. 

11月 ライティングワークシート
（好きな月とその理由） 
I like August. ④I have three 

reasons. ⑤First, We can swim in 

the river. ⑥Second, We have a 

summer vication in August. We 

have a summer festival in August 

15th. We enjoy it. ⑦Third, I can 

meet my aunt and my uncle. I like 

them because they are very kind. 

⑧So, I like August. 

11月 町紹介 
My favorite towns are Umaji Village, Yasu town and Aki City. I will tell 

you about there. ⑨First town is Umaji Village. ⑩Do you know 

“Gokkun Umajimura”? It is a very delicious drink. It is made from Yuzu. 

⑪Yuzu is sour fruit. Gokkun Umajimura is from Umaji Village. It is very 

famous in Kochi. It is smells sweet. If you want something to drink, 

please buy Gokkun Umajimura. You will be happy because it is 

delicious. ⑫Second town is Yasu Town. Yasu Town is famous for fruit 

tomatoes, emerald melons and ルナピエナ watermelons. My parents 

grow fruit tomatoes to buy. Elementary school children learn about 

them in Yasu. I learned about them when I was an elementary school 

child. They are very delicious. Please buy them. ⑬Last town is Aki City. 

There is an eggplant park in Aki City. It is popular in Kochi. Every year, 

Aki High School students go on a school excursion to the park. When I 

was young, I always said, “I want to go an eggplant park.” I like there 

now. You will be happy if you go there. Please go to an eggplant park. 

図４ 抽出生徒Ｂの書いた文章の変容 



 (4) 英語学習に関する意識調査 

  ア 生徒全体への質問紙調査の変容 

図５ 英語学習に関する意識調査の事前・事後調査の比較（項目５－４，６－４） 

検証授業の事前・事後のアンケートとして行った英語学習に関する意識調査は、事前アンケー

トでは「書くこと」は好きだと感じているものの「書く力」が付いていると感じている生徒は少

ないという結果であった。事後アンケートでは「書くこと」が好きだという割合にはほとんど変

化が見られなかったが、「書く力」があると感じている生徒の割合が 48.1％から 71.2％と 23.1％

大幅に増加した。現時点では書いた文の正確さについては重点的にフィードバックをしていない

ので、生徒は書く文量が増えたことで書く力が付いたと感じているのではないかと考える。また

トピックライティングや日記により書く活動に継続して取り組み、書くことに慣れたことで今ま

でよりもすらすらと書けるようになったと感じている生徒もおり、書く量に加えて書く速さも生

徒の意識の変容に影響があったと思われる。 

図６ 英語学習に関する意識調査の事前・事後調査の比較（項目７－１～４） 

また「英語で書くときに困ること」に関する質問では、事前アンケートの時よりもそれぞれの

ことに困っている割合は少しずつ減少していた。「語順がわからない」という項目のみ増加してい

るが、授業が進み文法項目が増えるにつれ覚えるべき内容が増え、それらを整理しきれずに分か

らないと感じているのではないかと考える。 
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イ 抽出生徒への聞き取り調査 

  検証授業後に抽出生徒（６名）への聞き取り調査を実施した。検証授業や検証授業の事前指導で

行った活動に関する問いでは、「日記を書く活動」と「マッピングを用いて伝えたいことなどの情報

を整理しながら英作文した活動」がまとまりのある文章を書く力を伸ばすために特に役に立ったと

生徒が考えていることが分かった。「日記を書く活動」では、自分の行動について書くことが基本で

あるため、何を書けばよいか分からないということが少なく、数回の練習で、自分の行動だけでな

く感想なども含めて、表現したいことを書けるようになったと感じていると推察される。「マッピン

グを用いて伝えたいことなどの情報を整理しながら英作文した活動」を通して生徒ができるように

なったことや分かったことに関する回答には、情報を整理する、情報を選ぶ、情報をまとめるといっ

た言葉が出てきた。英語で書く前に書こうとする内容について情報を整理する方法を学んだ結果、

生徒はまとまりがある文章を書けるようになったと感じていることがうかがえた。「英語で書く力が

付いたと思うとき」や「英語で書くときに困ること」に関する問いでは、正確さに関わる回答が多

くあった。今までの指導や評価がスペルや文法の正確さを重視したものであったことの結果と考え

られる。「英語を使って何ができるようになりたいか」という問いには、話せるようになりたいとい

う答えが多かったが、書くことについても触れられており、生徒が英語を使って他者と関わりたい

という気持ちをもっており、自分の気持ちや考えを発信したいと考えていることが分かった。 

 

５ 成果と課題 

 (1) 成果 

   本研究の成果として、３点挙げる。１点目はトピックライティングや日記といった継続的に書く

ことを通して、まとまりのある文章の構成やモデルを示すことで書き方を学ばせながら実際に書か

せることにより、生徒はまとまりのある文章がどのようなものかに気付き、それを意識して書くよ

うになったことである。モデル文や友だちの書いた文章を読むことで、まとまりのある文章を書く

ために必要な話題の広げ方や文と文のつながりのもたせ方を学んだ結果、自分の表現したいことに

も生かせるようになったと考える。 

２点目は、生徒にとって場面や状況が具体的で分かりやすいゴールを設定したことで、生徒は相

手を意識して伝える情報や内容を整理するようになり、どのように伝えるかを考えながら書けるよ

うになったことである。英語を使用する必然性のある活動を仕組むことで、生徒の意欲を高められ

た。また ALTという具体的な相手を設定したことで、目標を達成するために ALTに自分の考えを分

かりやすく伝えるための工夫ができたとも感じている。適切な場面設定を行った活動を通して、生

徒の自分の考えを発信したいという気持ちを高め、自己表現の幅を広げていくことが実際のコミュ

ニケーションで英語を運用できる力へとつながっていくと思われる。 

３点目は、生徒の発達段階を踏まえ、文章の正確さではなく、書いた内容や書こうとする意欲に

重点を置いた指導と評価を行ったことで、生徒の書く意欲を高められ、書く内容や量が充実したこ

とである。生徒の書いた文章の内容や意欲に対して、文章のまとまりという点に着目し、その時点

でできていることについて肯定的なコメントしたところ、意欲的に取り組む生徒が増えたと感じて

いる。 

(2) 課題 

   課題としては３点挙げる。１点目は、文章の正確さに関する指導についてである。書いている内

容や量、書こうとする意欲に重点を置いた指導と評価は、本研究の対象学年と時期においては有効

であったが、今後は正確さについての指導も必要である。及川（2010）の研究では、「３年生へむけ

て徐々に正確さを求める指導に切り替えてゆく」とされていたが、生徒の学習実態に応じて、ふさ

わしい指導とその時期を検討する必要があると考えられる。 

２点目は、目標、評価規準、評価基準を生徒と共有することである。生徒が主体的に学ぶために



は、具体的な目標を理解したうえで、そこに到達するために努力や工夫をしていくように仕組む必

要があると考える。 

３点目は、３学年の見通しを示す学習到達目標を設定し、指導と評価の一体化を図ることである。

２点目の課題とも重なる部分であるが、目標と評価を指導者間、指導者と生徒間で共有するために

は、その基となる学習到達目標が適切に設定されている必要がある。平成 29年度現在、高知県のす

べての中学校において CAN-DOリスト（学習到達目標）は作成されているが、その達成状況を把握し

ている学校は 65.1％にとどまっており、作成された CAN-DO リストが十分に活用されているとは言

えない状況である。文部科学省は「各中・高等学校の外国語教育における『CAN-DOリスト』の形で

の学習到達目標設定のための手引き」において、「設定した目標が適切なものであったかどうかを検

討し、必要に応じて、目標の内容や難易度を見直すといった PDCAサイクルを確立する」ということ

に言及している。目標と年間指導計画とを有機的に連動させ、目標の達成状況の把握と見直しの機

会を予め設定しておくことなどで CAN-DOリストを活用した指導と評価の一体化を図る必要がある。 

(3) 今後の取組 

   まずは、学習到達目標の見直しを図る。新学習指導要領で示されたように、五つの領域別の目標

と関連付けた学習到達目標を設定する必要がある。また、生徒の主体的・対話的で深い学びを通し

て生徒に求められる英語力を達成するために、目的のある言語活動を計画的に設定していく。その

うえで、それぞれの活動に応じた評価方法を考え、評価基準を作成し、必要に応じて評価を見直し、

指導と評価の充実を図りたい。 

   「書くこと」の指導においては、生徒の書こうとする意欲を減退させてしまわないように、急激

に正確さばかりを求めるのではなく、３年間の計画や新学習指導要領の「英語の特徴やきまりに関

する事項」を踏まえて、段階的に正確さに関するフィードバックを取り入れていく。個別指導が必

要となる場面も多くあることから、正確さを気にする生徒には早めに正確さに関するフィードバッ

クを個別に与える等、効果的な機会を逃さず個に応じた指導を心掛けたい。 
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１ 研究目的 

 (1) カリキュラム・マネジメントが求められる背景 

    カリキュラム・マネジメントが求められる背景として、近年、学校の自主性や自律性を高め、地

域に開かれた創意工夫を生かした特色ある教育活動が展開されるよう、学校の裁量の拡大が図られ

ていることが挙げられる。小学校学習指導要領解説総則編第１章総説では、「各学校においては、教

科等の目標や内容を見通し、特に学習の基盤となる資質・能力（言語能力、情報活用能力、問題発

見・解決能力等）や現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力の育成のためには、教科等横

断的な学習を充実することや、『主体的・対話的で深い学び』の実現に向けた授業改善を、単元や題

材など内容や時間のまとまりを見通して行うことが求められる。これらの取組の実現のためには、

学校全体として、児童生徒や学校、地域の実態を適切に把握し、教育内容や時間の配分、必要な人

的・物的体制の確保、教育課程の実施状況に基づく改善などを通して、教育活動の質を向上させ、

学習の効果の最大化を図るカリキュラム・マネジメントに努めることが求められる。」とカリキュラ

ム・マネジメントの重要性を示している。 

 (2) カリキュラム・マネジメントとは 

    カリキュラム・マネジメントについては、小学校学習指導要領解説総則編第３章で、「カリキュラ

ム・マネジメントは、学校教育に関わる様々な取組を、教育課程を中心に据えながら組織的かつ計

画的に実施し、教育活動の質の向上につなげていくこと」と記されている。また、「中央教育審議会

答申を踏まえ、次の三つの側面から整理して示している。具体的には、 

   ・ 児童や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教 

      科等横断的な視点で組み立てていくこと 

・ 教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと 

・ 教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくこと 

  などを通して、教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っていくこ

とと定義している。」とも記されている。 

 

 本研究の目的は、学校のカリキュラム・マネジメントの実践及び教育活動の活性化につながる方策

を探ることであった。そこで、本研究では、全国学力・学習状況調査（国語）の解答分析から見られ

た児童の課題とカリキュラム・マネジメントに関わる教職員の意識調査の結果を基に職員研修を実施

した。教職員一人一人の参画意識・当事者意識を高めるために、一教科から見えた児童の課題を基に

全教職員で学校全体の取組の評価、改善策について話し合う機会を設けた。その際に、「カリキュラ

ムマネジメント・モデル」を活用した。 

 その結果、課題を共有する場の設定、学校の取組の可視化、それぞれの立場に応じたカリキュラム・

マネジメントに対する意識の重要性が明らかになった。 

 

＜キーワード＞ 共有、協働性、可視化、「カリキュラムマネジメント・モデル」 



 (3) 国や県のカリキュラム・マネジメントの現状と課題 

   文部科学省からの平成 27年度公立小・中学校における教育課程の編成・実施状況調査の結果報告 

では、カリキュラム・マネジメントの確立に向けた授業研究、校内研修等の取組の学校全体の実施

状況（小学校）は「実施している」37.5％、「実施に向けて準備段階」18.0％、「実施に向けて検討

段階」30.7％、「実施していない」13.8％であった。 

平成28年度全国学力・学習状況調査の学校質問紙の回答結果（Ｂ教育事務所管内）を見ると、カ

リキュラム・マネジメントに関する質問で、PDCAサイクルに関する項目が全国比－6.4ポイント、教

育資源の活用に関する項目が全国比－17.0ポイントであった。また、本県の平成28年度全国学力・

学習状況調査結果の概要を見ると、指導計画等の作成状況については、肯定的な回答の割合が高く、

全国平均を上回っている項目はあるものの「教育課程表（全体計画や年間指導計画等）について、

指導事項の系統性が分かるように作成していますか。」「指導計画の作成に当たっては、教育内容と、

教育活動に必要な人的・物的資源等を、地域等の外部の資源を含めて活用しながら効果的に組み合

わせていますか。」といった項目に関しては、肯定的に回答した学校の割合が低い状況である。以上

のことから、昨年度の段階では、カリキュラム・マネジメントの実施が十分とはいえないと考えら

れる。 

平成29年度全国学力・学習状況調査の学校質問紙の回答結果（Ｂ教育事務所管内）を見ると、カ

リキュラム・マネジメントに関する質問に関して、平成28年度と比較して増加傾向がうかがえる項

目がある。「指導計画について、言語活動に重点を置いて作成している」や「指導計画の作成に当た

っては、各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校の教育目標を踏まえた横断的な視点で、そ

の目標の達成に必要な教育の内容を組織的に配列している」といった項目に関しては、平成28年度

より減少傾向がうかがわれるものの全国との差があるとまでは言えない。平成28年度では、全国と

の差が大きく見られたPDCAサイクルに関する項目や教育資源の活用に関する項目は、平成29年度に

は全国を上回り、各学校のカリキュラム・マネジメントに対する意識の高まりがうかがわれた。ま

た、調査結果の活用に関する質問に関しては、平成28年度と比較すると、県、Ｂ教育事務所管内と

もに減少傾向がうかがわれる項目もあるが、概ね活用はできている。 

 (4) Ａ小学校の現状と課題 

   研究協力校Ａ小学校は、高知県Ｃ市中心部に立地している。各学年２クラスの学級編成である。

Ａ小学校は、平成28年度から高知県教育委員会指定「教育課程拠点校事業」を受けて、国語科を研

究の中心に据えて実践研究を行っている。 

   平成29年度全国学力・学習状況調査（国語）の結果を見ると、国語Ｂにおいては、全ての問題で 

無解答率０％と学校の継続した取組の成果が見られる。しかし、「話すこと・聞くこと」「書くこと」 

「読むこと」それぞれの領域で解答分析を行っていくと、いくつかの課題が見られた。正答率が低 

かった問題の趣旨を見ていくと、「互いの話を聞き、考えの共通点や相違点を整理しながら、進行に

沿って話し合うこと」「目的に応じて、話の構成や内容を工夫し、場に応じた適切な言葉遣いで自分

の考えを話すこと」「目的や意図に応じて、引用して書くこと」「目的や意図に応じ、必要な内容を

整理して書くこと」「自分の考えを広げたり深めたりするための発言の意図を捉えること」「具体的

な叙述を基に理由を明確にして、自分の考えをまとめること」とあり、国語科だけでなく他教科に

も関連する要素が含まれている。このことから、全国学力・学習状況調査の分析を基に、学校とし

ての方向性を示した上で、教職員一人一人が何をどのように取り組めばよいのか明らかにする必要

がある。そして、学校及び教職員自身の取組を振り返り、評価し、継続して行うことや改善・変更

して行うことを整理し、学校全体で共通理解を図り、計画を立て実践する。実践後には、継続する

のか、改善するのか、児童の姿から評価を行うといったカリキュラム・マネジメントの視点をもっ

て学校・授業改善を進めていくことが可能であると思われる。 

   カリキュラム・マネジメントの実施に当たっては、実態把握が欠かせない。児童の課題の要因は



どこにあるのか、個人・組織として行っている取組はうまく機能しているのかを明らかにしなけれ

ば有効な手立てを考えるのは難しい。そこで、具体的に国語科から見られた課題を起点にして、学

校全体の取組の改善へと広げていくことが一つの方法として考えられる。その手段として、田村

（2011）が学校の教育活動と経営活動の両面にわたるカリキュラム・マネジメントの要素を整理し、

それらの全体像と相互の関係を視覚的に表しモデル化した｢カリキュラムマネジメント・モデル｣の

活用を考えた。田村の調査では、｢カリキュラムマネジメント・モデル｣を利用して実践を整理・分

析することにより、学校のカリキュラム・マネジメントの実践を全体的に鳥瞰することや構造的に

捉えること、PDCAサイクルへの注目を促すこと、実践の良さや問題点、今後の課題や取組の方向性

を明らかにすること等において有効性が確認されている。 

                                               

２ 研究仮説 

  教職員が児童・学校の課題を共有し、｢カリキュラムマネジメント・モデル｣を活用することで、学

校・自分自身の取組を振り返り評価するきっかけをつくり、教職員一人一人がカリキュラム・マネジ

メントの視点をもって、組織的に協働して教育活動を進めることにつながるであろう。 

本研究におけるカリキュラム・マネジメントの視点とは、「今、自分がしていることは子どものた

めになっているのか」「学校をよい方向へ進めていくことができているのか」という意識をもって、

実施している取組を振り返り、継続・改善・変更等について考えることとする。 

  本研究では、この仮説を検証するために、以下のことを行う。 

   ・「カリキュラム・マネジメント」に関わる意識調査（２回） 

   ・Ａ小学校における平成 29年度全国学力・学習状況調査（国語）の解答分析 

   ・「カリキュラム・マネジメント」に関する職員研修の実施 

   ・聞き取り調査 

                                               

３ 研究方法 

  カリキュラム・マネジメントの実践、教育活動の活性化につながる方策を探ることが目的ゆえに、

教職員や児童の実態把握を行う理由で、「カリキュラム・マネジメント」に関わる意識調査、全国学

力・学習状況調査（国語）の解答分析などの方法を採用・実践し、「カリキュラム・マネジメント」

に関する職員研修の実施、研修後の意識調査、「カリキュラム・マネジメント」に対する意識の変化

について聞き取り調査を実施することとした。 

(1) 「カリキュラム・マネジメント」に関わる意識調査（１回目） 

   ア 目的 Ａ小学校におけるカリキュラム・マネジメントの推進に向けて、学校現場の状況、教  

        職員一人一人の教育活動・経営活動への参画意識を把握する。 

   イ 方法 カリキュラム・マネジメントに関するアンケート 

       (ｱ) 学校代表者用・・・管理職、研究主任、教務主任、国語専科教員 

       (ｲ) 教諭用・・・各学級担任、児童支援担当教員、初任者担当教員、学校図書担当教員、養護 

            教諭 

   ウ 対象 Ａ小学校の教職員 

   エ 期間 ８月 

   オ 内容 「カリキュラム・マネジメント」に関する意識調査 

 (2) Ａ小学校における平成 29年度全国学力・学習状況調査（国語）の解答分析 

 (3) 「カリキュラム・マネジメント」に関する職員研修 

   ア 目的 Ａ小学校におけるカリキュラム・マネジメントを推進するために平成 29 年度全国学

力・学習状況調査の解答分析の結果を基にＡ小学校の成果や課題を提案し、課題の焦

点化、全校体制で取り組む教育活動及び経営活動の明確化を図り、教職員一人一人の



参画意識を高める。 

   イ 対象 Ａ小学校の教職員 

   ウ 時期 ８月 29日 

   エ 内容 

(ｱ) 平成 29年度全国学力・学習状況調査（国語）の解答分析結果の説明 

(ｲ) カリキュラム・マネジメントに関する意識調査の分析結果の説明 

(ｳ) 演習 

(ｴ) 演習内容について各グループからの発表  

 (4) 「カリキュラム・マネジメント」に関わる意識調査（２回目） 

   ア 目的 職員研修後のカリキュラム・マネジメントへの教職員の意識の変化を把握する。 

   イ 方法 カリキュラム・マネジメントに関するアンケート 

    (ｱ) 学校代表者用・・・管理職、研究主任、教務主任、国語専科教員 

    (ｲ) 教諭用・・・各学級担任、児童支援担当教員、初任者担当教員、学校図書担当教員、養護 

            教諭 

   ウ 対象 Ａ小学校の教職員 

   エ 期間 11月 

   オ 内容 「カリキュラム・マネジメント」に関する意識調査 

 (5) 聞き取り調査 

   ア 目的 ２回目の意識調査の結果を分析し、教職員の変容について、その具体を探る。 

   イ 対象 Ａ小学校の教職員 

   ウ 期間 １月                                       

 (6) ｢カリキュラムマネジメント・モデル」について 

   田村が考案した「カリキュラムマネジメント・モ 

デル」は、カリキュラム・マネジメントの実践に配 

慮すべき要素を構造的に示したモデル図である（図 

１）。「ア．教育目標の具現化」や「イ．カリキュラ 

ムの PDCA」はカリキュラム・マネジメントの核であ 

る直接的な教育活動である。これを支える学校内部 

の条件整備活動が「ウ．組織構造」「エ．学校文化」 

であり、学校外部の規定要因が「カ．家庭・地域社 

会等」や「キ．教育課程行政」である。これらを、 

校長をはじめとする「オ．リーダー」たちが中心と 

なって総合的にマネジメントしていく。 

 

４ 結果の分析 

 (1) ｢カリキュラム・マネジメント」に関わる意識調査（１回目）について 

  ア カリキュラム・マネジメントに関する調査項目について 

  調査項目の作成に当たっては、田村（2014）の先行研究に基づき、｢カリキュラムマネジメン 

ト・モデル」を利用して学校の実態・実践を把握するために、カリキュラムマネジメント・チェ

ックリストを参考にして作成した（表１）。調査項目は、「１、学校全体に関わる項目」「２、学

級経営に関わる項目」「３、学習指導に関わる項目」「４、協働性に関わる項目」「５、学力調査

等の活用に関わる項目」「６、総合的な学習の時間に関わる項目」「７、その他」から構成し、学

校代表者やリーダー層が回答するアンケートと学級担任等が回答するアンケートの二種類を作

成した。調査項目が、｢カリキュラムマネジメント・モデル｣の中にある「ア．教育目標の具現化」

図１ カリキュラムマネジメント・モデル 



表１ カリキュラムマネジメント・モデルへの位置付け（学校代表者用） 

「イ．カリキュラムの PDCA」「ウ．組織構造」「エ．学校文化」「オ．リーダー」「カ．家庭・地域

社会等」「キ．教育課程行政」といった各要素と対応している。｢カリキュラムマネジメント・モ

デル｣への位置付けは、表１のようになっている。回答方法は、４件法（４：非常にあてはまる、

３：だいたいあてはまる、２：あまりあてはまらない、１：全くあてはまらない）で回答を求め、

評定値をそのまま得点とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 回答者の経験年数 

    回答に当たっては、学校代表者（管理職、研究主 

任、教務主任、国語専科教員）、若手（在職 10年未 

満）、中堅（在職 10～20年未満）、ベテラン（在職 

20年以上）の四区分を用いた。在職年数は、あくま 

でも目安である。赤沢（2013）は、「学校によっては、 

各教員が実際の在職年数に基づくライフステージと 

は異なるステージの職能を発揮しなければならない 図２ 回答者の経験年数 

№ １【学校全体に関わる項目】
モデルへの

位置付け

１－１ 学校全体の学力傾向や課題について、全教職員の間で共有している。 ア
１－２ 学校の教育目標について、児童に、折にふれ理解を促している。 ア
１－３ 校長は、教育と経営の全体を見通し、ビジョンや方針を明確に示している。 オ
１－４ 教職員は、学校が力を入れている実践（特色）を具体的に説明できる。 エ、イＰ

１－５
教職員には、自分の担当学年・教科だけでなく、学校の教育課程全体で、組織的に児童を育てていくとい

う意識が強い。 エ

１－６ 教育課程の編成、評価や改善には全教職員が関わっている。 ウ
１－７ 目指す教育活動に必要な組織体制（校務分掌）が作られている。 ウ
１－８ 目指す教育活動を行うために必要な研究・研修ができるような時間確保への配慮がなされている。 ウ
１－９ 目指す教育活動を行うために、教員以外のスタッフ（学校図書館支援員、教育支援員等）と連携協力している。 ウ

№ ２【学級経営に関わる項目】
モデルへの

位置付け

２－１ 学校経営計画、学級経営案は、それぞれの目標や内容が連動するよう作成されている。 イＰ

№ ３【学習指導に関わる項目】
モデルへの

位置付け

３－１ 教職員は、学校の教育目標や重点目標を意識して授業や行事に取り組んでいる。 イＤ、ア
３－２ 教職員は、各教科等の教育目標や内容の相互関連を意識して、日々の授業を行っている。 イＤ
３－３ 教職員は、既習事項や先の学年で学ぶ内容との関連（系統性）を意識して指導している。 イＤ
３－４ 教職員は、年間指導計画を、児童の実態に応じて、柔軟に変更している。 イＤ、イＰ
３－５ 各教科の授業において、児童の主体的・協働的な学習を取り入れている。 イＤ
３－６ 各教科等の指導のねらいを明確にした上で、言語活動を適切に位置付けている。 イＤ
３－７ 教職員は、学校の研究主題を意識して日々の授業を行っている。 イＤ
３－８ 教職員は、学校の授業研究の成果を日常の授業に積極的に生かしている。 イＤ、イＡ
３－９ 学校として取り組んでいる授業研究が学校の課題解決に役立っているかについて評価している。 イＣ
３－10 授業の進め方や学習スキルを児童が知っており、教師と児童が協力しながら授業を進めている。 イＤ

№ ４【協働性に関わる項目】
モデルへの

位置付け

４－１ 学校には、実践の良さや成果を記録・蓄積・共有化・継続するための仕組みがある。 イＡ、ウ
４－２ すべての教職員が、立場や役割に応じてリーダーシップを発揮している。 オ
４－３ 教職員は、自己の知識や技能、実践内容を相互に提供し合う姿勢がある。 エ、イＤ
４－４ 教職員の間には、それぞれの個性や仕事ぶりを認め合う信頼関係がある。 エ
４－５ 教職員は、同僚と共に学級や学年を越えて、児童の成長を伝え合い、喜びを共有している。 エ

№ ５【学力調査等の活用に関わる項目】
モデルへの

位置付け

５－１
全国学力・学習状況調査や県の学力調査等の分析結果を参考に、対象学年だけでなく学校全体の指導計画
（内容の組織）を見直して指導するようにしている。 イＡ

５－２
全国学力・学習状況調査や県の学力調査等の分析結果を参考に、具体的な指導方法の見直し・改善をして

いる。
イＡ

№ ６【総合的な学習の時間に関わる項目】
モデルへの

位置付け

６－１
総合的な学習の時間において、課題の設定からまとめ・表現に至る探究の過程を意識した指導をしてい

る。 イＤ

６－２ 教職員は、地域の人材や素材を積極的に活用している。 イＤ、カ

№ ７【その他】
モデルへの

位置付け

７－１ 教職員は、学習指導要領改訂など、教育政策の動向に関心をよせ積極的に学んでいる。 エ、キ
７－２ 教職員は、様々な場面で自ら役割を担って自主的に行動している。 エ
７－３ 教職員は、日々多忙なわりには、負担感より充実感を感じている。 エ



ときもあるかもしれない」と述べている。Ａ小学校は、在職 20年以上のベテランの教職員が最 

も多く、次に在職 10 年未満の初任者を含む若手の教職員が 20％で続いている。在職 10～20年未 

満の中堅の教職員が最も少ない（図２）。 

  ウ 結果 

   (ｱ) 学校全体に関わる項目について 

     「【１－３】校長は、教育と経営の全体を見通し、

ビジョンや方針を明確に示している。」の項目を見

ると、肯定的な評価が高く、否定的な評価をした

教職員はいなかった（図３）。また、「【１－９】目

指す教育活動を行うために、教職員以外のスタッ

フ（学校図書館支援員、教育支援員等）と連携協

力している。」の項目も、肯定的な評価が高かった

（表２）。一方、「【１－２】学校の教育目標につい

て、児童に、折にふれ理解を促している。」、「【１

－６】教育課程の編成、評価や改善には全教職員

が関わっている。」、「【１－８】目指す教育活動を

行うために必要な研究・研修ができるような時間

確保への配慮がなされている。」の項目では、肯定

的な評価をした教職員の割合が低かった（表２）。

在職年数別で見てみると、若手・中堅の教職員よ

りベテランの教職員の方が「あまりあてはまらな

い」と回答した教職員の割合が高かった。「【１－

１】学校全体の学力傾向や課題について、全教職

員の間で共有している。」の項目を見ると、リーダ

ー層の教職員と学級担任等の教職員との間で、認

識の差がうかがわれた（図４）。 

   (ｲ) 学級経営に関わる項目について 

     「【２－１】学校経営計画、学級経営案は、それ 

    ぞれの目標や内容が連動するよう作成されてる。」 

という項目に関しては、リーダー層の教職員と学 

級担任の教職員との間で認識の差が見られた（表 

２）。 

   (ｳ) 学習指導に関わる項目について 

     「【３－７】教職員は、学校の研究主題を意識し 

て日々の授業を行っている」、「【３－８】教職員は、 

学校の授業研究の成果を日常の授業に積極的に生 

かしている。」、「【３－９】学校として取り組んで 

いる授業研究が学校の課題解決に役立っているか 

について評価している。」という項目に関しては、 

「非常にあてはまる」「だいたいあてはまる」と回 

答したリーダー層、学級担任等の教職員の割合が 

高かった（表２）。しかし、「【３－４】教職員は、 

年間指導計画を、児童の実態に応じて、柔軟に変 

更している。」という項目に関しては、リーダー層 

図３ 意識調査 質問項目１－３ 

表２ 意識調査結果 

図４ 意識調査 質問項目１－１ 

№
学校
代表者

在職20年
以上

在職10～
20年未満

在職10年
未満

平均値

1－2 3.5 2.44 2.5 2.75 2.7975
1－6 2.83 2.44 2.5 2.75 2.63
1－8 2.83 2.22 3.5 3.25 2.95
1－9 3.5 3 3.5 3.25 3.3125
2－１ 2.83 3 3.5 3.5 3.2075
3－4 3.17 2.67 2.5 3 2.835
3－7 3.67 3.22 3.5 3 3.3475
3－8 3.5 3.11 3.5 3.25 3.34
3－9 3.5 3.89 4 3.5 3.7225
4－2 2.83 2.67 2.5 2 2.5
4－4 3.67 3.44 3.5 3.75 3.59
4－5 3.83 3.33 3.5 3.5 3.54
5－1 3.5 3 2 3.25 2.9375
7－3 2.83 2.56 3 3.25 2.91



図５ 意識調査 質問項目６－１ 図６ 意識調査 質問項目６－２ 

と学級担任等の教職員との間で認識の差がうかがわれた（表２）。 

   (ｴ) 協働性に関わる項目について 

     「【４－４】教職員の間には、それぞれの個性や仕事ぶりを認め合う信頼関係がある。」、「【４

－５】教職員は、同僚と共に学級や学年を越えて、児童の成長を伝え合い、喜びを共有してい

る。」の項目に関しては、リーダー層、学級担任等共に肯定的な評価をした教職員の割合が高か

った（表２）。一方、「【４－２】すべての教職員が、立場や役割に応じてリーダーシップを発揮

している。」の項目では、在職年数が短いほど、「あまりあてはまらない」と回答する傾向が見

られた（表２）。 

   (ｵ) 学力調査等の活用に関わる項目について 

     「【５－１】全国学力・学習状況調査や県の学力調査等の分析結果を参考に、対象学年だけで 

なく学校全体の指導計画（内容の組織）を見直して指導するようにしている。」の項目に関して 

は、リーダー層と学級担任等の教職員の間で、認識の差がうかがわれた（表２）。 

   (ｶ) 総合的な学習の時間に関わる項目について 

     総合的な学習の時間に関わる項目に関しては、「あまりあてはまらない」と回答したリーダー 

    層の教職員の割合が高かった。また、学級担任等の教職員の平均値も、リーダー層と同様に低 

    かった（図５・６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｷ) その他 

     「【７－３】教職員は、日々多忙なわりには、負担感よりも充実感を感じている。」の項目に

関しては、在職年数が短いほど、充実感を感じている傾向が見られた（表２）。 

 (2) Ａ小学校における平成 29年度全国学力・学習状況調査（国語）の解答分析の概要 

  ア 既習内容の定着、継続した取組について 

    国語Ａの５は、ことわざに関する問題であった。ア（正答率 88.4％）、イ（正答率 90.7％）と

既習内容が定着していた。「ことわざブックを作成する」ことを通して、ことわざや慣用句、故

事成語などの意味を知り、日常生活でも使うことができるようにする言語活動の成果が表れてい

たと思われる。７の漢字の問題では、（１）「参加たいしょう」を書く問題には課題が見られたが、

その他の漢字を書く問題、漢字の読みの問題については、帯タイムや家庭学習での取組の成果が

表れていた。国語Ｂの解答状況を見ると、ほとんどの児童が字数に関する条件を満たしており、

無解答率０％であった。これは、日々の各教科での書く活動の設定や帯タイムの短作文の取組、

「見つめる目」（新聞活用）の取組を通して、児童の書くことへの抵抗をなくしている成果だと

考えられる。 

  イ 読解力について 

   (ｱ) 文章や会話等の読解 

     文章や会話等の読解で課題が見られた問題から例を挙げると、国語Ａの１では、進行に沿っ 

    て話合いをする場面の中で話し手が何を一番報告したかったのか、話し手の意図を捉えること 



に課題が見られた。国語Ｂの２一では、選択肢にある「夏の教室が暑いとどう困るかの具体例

を、最初に書いている。」の「どう困るかの具体例」が緑のカーテン作りへの協力のお願いの文

章の中にないことに気付けていなかった。文章を、一つのまとまりのある文章として読まず、

単語や一部のフレーズに引っ張られて読み、誤答となったと思われる解答もあり、文章や会話

等を前後関係を捉えながら、丁寧に読む力が求められる。また、資料全体の把握をしてから問

題文の把握をするといった、段階を踏んで解答する問題で正答率が下がる傾向がある。 

   (ｲ) 解答条件の把握 

     解答条件の把握には、課題が見られる。例えば、国語Ｂの１三では、折り紙の魅力について 

【スピーチメモ】と【グループの話合いの様子】で出された意見から、それぞれ取り上げて書

くといった条件があったが、【スピーチメモ】を取り上げていなかったり、【スピーチメモ】か

ら取り上げているが、「折り紙の魅力」ではなく、「折り紙の例」や「石田さんの経験」を取り

上げたりしていた。解答の条件を把握し、複数の条件を満たして解答することに課題が見られ

た。解答の条件の見落としがあり、設問の文章を最後まできちんと読めていないのではないか

と考えられる。 

  ウ 指導の平準化について 

    国語Ａの４一と４二は、俳句の情景を捉える問題であった。俳句に関するこの問題では、正解

している児童のクラスの偏りが見られ、指導の平準化に課題があることがうかがわれる。 

  エ 知識・理解、学習したことの日常的な活用について 

    国語Ａの２二（正答率 48.8％）は、手紙の後付けに必要な、日付、署名、宛て名のそれぞれの

位置といった手紙の構成の理解に関する問題であった。手紙の基本的な構成の理解に課題が見ら

れた。手紙は４年生の既習内容であるが、その後授業で取り扱うことはなく、学習後にその内容

を活用する場面の少なさが関係しているのではないかと思われる。 

 (3) 「カリキュラム・マネジメント」に関する職員研修について 

   夏休み中にＡ小学校の教職員を対象に職員研修を、①平成 29年度全国学力・学習状況調査（国語）

の解答分析結果の説明、②「カリキュラム・マネジメント」に関する意識調査の分析結果の説明、

③演習、④演習内容について各グループからの発表、⑤まとめ、といった流れで行った。カリキュ

ラム・マネジメントは、課題解決的な営みであるので、まず学校・児童の課題を見出すことから始

めた。実態把握には、教職員へのアンケート、保護者・学校評議員等へのアンケート、学力調査等

の結果、体力テスト等の結果などの方法があるが、今回は教職員へのアンケートと全国学力・学習

状況調査の解答分析から見えた課題を提案し、共通理解を図った。そして、｢カリキュラムマネジメ

ント・モデル｣の説明をした後に、意識調査の結果を記載した模造紙大の｢カリキュラムマネジメン

ト・モデル｣を活用して、演習を行った。演習では、学校が行っていること・行うべきことを整理す

ることを目的とし、今ある学校の強みや良さにも着目しながら、課題に対しての改善策を模造紙大

の｢カリキュラムマネジメント・モデル｣を活用しながらグループ別で話合いをしてもらった。最後

に、各グループから課題に対しての改善策を発表し、全体での共通理解を図った。この職員研修が

一過性のものにならないために、研修後、演習で活用した｢カリキュラムマネジメント・モデル｣は

グループごとにまとめて整理し、学校に提供し、学校経営・教育課程の改善に生かすことができる

ようにした。 

(4) ｢カリキュラム・マネジメント」に関わる意識調査（２回目）について 

  ア カリキュラム・マネジメントに関する調査項目について 

11 月末に、２回目の意識調査を実施した。調査項目は、「教職員間の共有に関わる項目」「『カ

リキュラムマネジメント・モデル』の活用に関わる項目」「職員研修後の教職員の意識・行動の

変容に関わる項目」等から構成し、４件法（４：非常にあてはまる、３：だいたいあてはまる、

２：あまりあてはまらない、１：全くあてはまらない）で回答を求めた。 



  イ 結果 

   (ｱ) 教職員間の共有について 

     肯定的な回答の割合が高く、学校全体の学力傾向 

や課題については、全教職員の間で共有されている  

と考えられる（図７）。 

   (ｲ) ｢カリキュラムマネジメント・モデル｣の活用につ  

いて 

     「『カリキュラムマネジメント・モデル』を活用し   

たことは、自分自身の取組を振り返るきっかけにな  

った」「『カリキュラムマネジメント・モデル』は、 

学校の取組の明確化、学校の強みや良さを生かすこ 

とにつながる」といった質問項目に関しては、否定 

的な回答をした教職員は一人もいなかった（図８・ 

９）。 

(ｳ) 職員研修後の教職員の意識・行動の変容について 

     職員研修後の意識・行動の変容については、記述

式で回答を求めた。回答結果を見ていくと、「カリキ

ュラム・マネジメントと学習指導要領の理解の重要

性」「カリキュラム・マネジメントへの意識」「自校

の分析」「運営方針の理解」「組織としての取組」「他

教科との関連」「カリキュラムの精選」「来年度に向

けての全体計画・年間計画の見直し」「具体の方向性

を共有する場の設定の必要性」「組織の中の自分の立

場」等についての意識・行動の変容に関することが

記述されていた。 

 (5) 聞き取り調査について 

   ２回目の「カリキュラム・マネジメント」に関わる意識調査の結果を基に、Ａ小学校の教職員を 

対象に聞き取り調査を実施した。項目別に、以下のようにまとめることができる。 

ア 教科横断的な視点 

 (ｱ) 「他教科との関連」 

   ・総合的な学習の時間を見直し、国語で身に付けた力を活用させる場面を設定した。 

   ・算数の授業では、他教科との関連を意識して、単元を入れ替えて学習を進めた。 

イ PDCAサイクルの確立 

 (ｱ) 「運営方針の理解」 

   ・研究主題にある「主体的」については、教職員間で児童の具体の姿としてイメージが共有 

されつつある。「対話的」については、「少なくても、これだけはやりましょう。」と学校全 

体で手段を統一して取り組み、共有化を図っている。 

・若手も中堅もベテランも同じ視点で指導、実践することが大事である。ノート指導にして 

も、授業を見る視点にしても同じにしている。 

   ・「組織として動く」、「みんなで共有する」といったことはこれまでにもあったが、より必要 

性を感じ、学年団で話合いをもち、教科の進捗状況、教材、生徒指導に至るまで共有化を 

図っている。 

   ・みんなの意思をそろえる、みんなが同じゴールを目指すために明文化を図っている。ただ 

のイメージだけでなく、板書交流の写真等も活用しながら、視覚的に教職員の意思統一を 

図７ 意識調査 質問項目№１ 

図８ 意識調査 質問項目№２ 

図９ 意識調査 質問項目№３ 



図っている。 

   (ｲ) 「来年度に向けての全体計画・年間計画の見直し」 

   ・総合的な学習の時間については、１学期はバラバラになっていたけど、学年で合わせて「 

こんな流れで進めよう。」と確認し合いながら学習を進めるようになったのが２学期。成果 

物も残しながら、学習を進めている。課題は、学年の系統性。 

   (ｳ) 「カリキュラムの精選」 

   ・カリキュラムに目を向け、学校の取組として継続するのか、改善・変更した方がいいのか、 

考えながら取り組んでいる。 

   (ｴ) 「カリキュラム・マネジメントと学習指導要領の理解の重要性」 

   ・カリキュラムを作っても、チェック機能ができていないから、次のアクションに移すこと 

が難しい現状があるかもしれない。 

ウ 教育資源の効果的な活用 

 (ｱ) 「組織としての取組」「組織の中の自分の立場」 

   ・基礎学力の向上に向けて、帯タイムの内容、朝の視写タイムや音読等を学校全体、全教職 

員が総動員して取り組んでいる。 

   ・これまでは、目の前の学級しか見ることができていなかったが、視野を広げ、学校全体に

も目を向けるようになった。 

   (ｲ) 「カリキュラム・マネジメントと学習指導要領の理解の重要性」 

     ・全教職員で話し合う時間の確保が難しい。 

  エ 「カリキュラムマネジメント・モデル」の活用 

   (ｱ) 「カリキュラム・マネジメントへの意識」「自校の分析」「具体の方向性を共有する場の設定 

の必要性」 

   ・学校全体の取組を一覧で見る、取組をつなげて見ることは大事だと思った。つながりを見 

て、うまくいっている学校ほど児童が主体的で対話的に学習を進めているだろうと感じた。 

   ・ただの話合いより、モデルのような図を使って組織、学校の取組を表していくのは分かり

やすい。「学校のここが弱いとか、強いとか、こういう方法もあるね、これで検証しよう」、

と全体で確認できる場になる。 

  オ 教職員の変容について 

    聞き取り調査の結果から、教職員の共有、連携、組織に対する意識の高まりがうかがわれた。

課題や取組の共有の場の設定、学校の取組、課題と取組、取組と取組などのつながりを可視化し

て共通理解を図ったことに効果があったのではないかと考える。 

 (6) 考察 

   カリキュラム・マネジメントの実践、教育活動の活性化のためには、共有する場の設定、学校の 

取組の可視化、それぞれの立場に応じたカリキュラム・マネジメントが重要であると考察した。 

１回目の意識調査の結果から、Ａ小学校には、校長のリーダーシップがあり、教職員の間にそれ 

ぞれの個性や仕事ぶりを認め合う信頼関係があることが分かる。しかし、学校全体の学力傾向や課

題の共有については、リーダー層と学級担任等との間で認識の差がうかがわれた。目指す成果、目

指す児童像に向かって、日々の授業、教育活動は行われている。現在の児童の課題は何か、目指す

具体的な児童の姿、身に付けさせたい力は何かを全教職員で共有しなければ、それぞれの教職員が

それぞれのゴールを目指して指導することになりかねない。本研究では、全国学力・学習状況調査

の解答分析から明らかになった児童の課題を共有する場として、「カリキュラム・マネジメント」に

関する職員研修を設定した。聞き取り調査の結果から、職員研修後に教職員間で話し合う機会を定

期的にもっていたことが分かる。課題共有することにより、話し合う機会が増えた。そして、他の

取組や計画の見直し、他教科との関連を意識した授業実践につながったのではないだろうか。 



   また、「カリキュラムマネジメント・モデル」を活用して、学校全体の取組を可視化したことは、 

  教職員間の取組の共有化に有効な手立ての一つになったのではないかと考える。若手の教職員にと 

  っては、受けもつ学級にだけ目が向いてしまうのは仕方がない。しかし、組織の一員であるならば、 

組織がどのような目的で動いているのか、その目的に向かって自分は動いているのか、組織を意識 

することは大切であると思われる。「カリキュラムマネジメント・モデル」を活用して、学校全体を 

可視化したことは、組織の中の自分の立場を自覚するきっかけづくりになったのではないだろうか。 

そして、聞き取り調査の結果から、管理職、研究主任等のリーダー層と学級担任等、それぞれの

立場に応じたカリキュラム・マネジメントに対する意識をもつことが重要であると考える。リーダ

ー層は、方向性を示し、「チーム一丸となって取り組もう」という雰囲気をつくり、教職員に寄り添

い、学級担任の活動を見届け、アドバイスや支援を行いながら、ベクトル合わせに努める。学級担

任は、日々の授業、指導等を協働的に実践し、評価、改善を行う。このように、俯瞰する立場と実

践する立場、それぞれの立場・役割を自覚し、行動に移すことが教育活動の活性化につながると考

える。臼井（2011）は、現職の教職員が「『“正しい”カリキュラム・マネジメントの方法』という

ような、どの学校にも当てはまる唯一絶対の正解があると考える傾向がある」と述べている。Ａ小

学校では、研究主任は学級担任ではない。しかし、児童数が少なく、規模が小さい学校であれば、

研究主任でありながら学級担任の場合もあり、教頭という管理職でありながら学級担任でもある場

合がある。学校によって児童の課題、目指す児童像、目指す成果、教職員数、教職員の特徴や考え

方等は異なる。そうすると、当然、カリキュラム・マネジメントも各学校によって異なってくる。

今の学校にどんなカリキュラム・マネジメントが必要なのか、その学校の教職員がいかに考え、い

かに行動するのかが重要になると考える。そのことが、創意工夫を生かした特色ある教育活動につ

ながると思われる。 

  カリキュラム・マネジメントはカリキュラムを主たる手段として、学校の課題を解決し、教育目 

標を達成していく営みである。課題に対しての改善策を考えるときには、指導内容・指導方法だけ 

にとどまらず、評価方法も含めて考えなければならない。そして、評価について考えるときには、 

付けたい力や目指す児童像、教育目標といったゴールイメージの共有化が必要になってくる。「課題 

の共有」「目標の共有」が重要であると考える。目標が明確で共有されていれば、現在の状態とゴー 

ルの状態を比較し、「何が課題なのか。その課題を解決するには、どんな活動・授業・カリキュラム 

が必要なのか。そのためには、どんなもの（人、物、予算、組織等）が必要なのか」と教職員一人 

一人が当事者意識をもって考えるのではないかと考える。 

                                               

５ 成果と課題 

 (1) 成果 

課題の共有化を図り、｢カリキュラムマネジメント・モデル｣を活用することで、教職員一人一人 

  が学校の取組全体を鳥瞰することができた。また、学校の強み、取組が明確になり、改善策を考え 

るときには、課題だけに目を向けるのではなく、既にある学校の強みや良さを生かすことについて

も考えるきっかけをつくることができた。学校の取組と課題とのつながり、学校の強みや良さと改

善策とのつながり等を「カリキュラムマネジメント・モデル」を使って可視化することで、教職員

の共有化、意識化につながった。 

 (2) 課題 

   カリキュラム・マネジメントの目的が学校の教育目標の具現化であることを考えれば、学校生活

や授業の様子から教職員・児童の姿の変容を追う必要があるが、本研究では介入回数が少なかった

ため、「カリキュラム・マネジメント」に関する職員研修が単発的なものになってしまった。そのた

め、「カリキュラムマネジメント・モデル」の活用の効果についての検証が困難であった。「カリキ

ュラムマネジメント・モデル」の活用については、教職員のカリキュラム・マネジメントについて



の理解、「カリキュラムマネジメント・モデル」の各要素、構造等についての理解が必要である。本

研究で実施した職員研修は、全国学力・学習状況調査の結果を基に児童の実態を把握した。しかし、

学校評価アンケートや体力テスト、直接児童に関わる学級担任から見える課題等、学校には様々な

情報がある。それらを基に保護者の思いや教職員の考えも含めて児童の課題、実態を共有、把握し、

学校教育目標とカリキュラムの関連性、目指す児童の具体的な姿について話し合う機会を設けなけ

れば、カリキュラム・マネジメントの活性化、学校教育目標の具現化は難しいと思われる。田村（2014）

は、「ひとたび教室に入れば教職員一人ひとりの裁量は大きく、だからこそ学校では、一人ひとりの

教職員が学校としての目標やカリキュラムを十分に理解し納得し当事者意識をもつことが必要」と

述べている。課題、目標、手立て、実践、評価の共有化を図ることが重要であると考える。 

 (3) 今後の取組 

研究を通して、カリキュラム・マネジメントにおいては、カリキュラムの評価が重要であると考

える。カリキュラムの内容を実践し、カリキュラムを活用しなければ評価はできない。そこで、今

後の取組としては、年間指導計画を目にしやすい、手にとりやすい、そして書き込める形にしてマ

ネジメントのツールとして「使う」ことを意識し、評価につなげていきたい。その際、「今、自分が

していることは子どものためになっているのか」「学校をよい方向へ進めていくことができているの

か」を問いながら実践し、学校教育目標の具現化、子どものよりより成長のために組織に貢献して

いきたい。 
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高等学校における多様な進路希望の実現に関する研究 

～数学の基礎学力の定着と向上を目指した学力定着把握検査の活用～ 
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１ 研究目的 

AIや仮想通貨の発展、自動運転の自動車など、急速に技術が発展し変化する社会の中で、高知県で

は少子高齢化や人口の減少により児童生徒が減少し、学校の統廃合が進んでいる。そのような状況の

中で、高等学校に入学する生徒の学力や進路希望は多様化している。 

高等学校では、就職希望の生徒には基礎的・基本的な知識の習得に加え、資格取得などを通じて専

門的な知識・技能を身に付けさせるとともに、進学希望の生徒にはそれぞれの希望をかなえ、進学先

での学習にもつながる学力を身に付けさせることが求められている。学力の定着と向上を目指し、生

徒の学習意欲を高め、進路希望の実現に向けた学力の向上を図るために、進学や就職を希望する生徒

一人一人に応じたきめ細かな指導に取り組んでいる。 

(1) 学力定着把握検査の概要 

高知県では、高校生の学力把握の手立てとして、県立高等学校全日制及び昼間部 36校の１、２、

３年生を対象に、学力定着把握検査（以下「検査」という）を実施（第１回：３月・４月、第２回：

８月・９月）している。これは平成24年度から高知県教育委員会事務局高等学校課（以下「高等学

校課」という）による学力向上サポート事業（平成28年度より学力向上事業）の一環として行うも

のである。検査結果は、ベネッセコーポレーション（以下「ベネッセ」という）の定める学力指標、

学習到達ゾーン（GTZ）で評価され、GTZ は学習内容が十分定着しておらず、進学や就職の際に困

難が生じることが予測されるレベルをD3、最高レベルをS1として表される（表１）。検査は国語・

数学・英語の３教科で、スタディサポートと基礎力診断テストの２種類がある。スタディサポート

と基礎力診断テストの概要は以下のとおりである。なお、本報告では、検査の実施学年と時期につ

3いて、例えば３年生の第１回検査を「３年①」と表記する。 

ア スタディサポート 

大学入試に必要な基本事項の確認を目的とする出題内容である。６校（安芸、高知南、高知追

手前、高知小津、高知西、中村）の１・２年生が受検している（以下受検校を「SS校」という）。

学習リサーチにより、学習習慣や進路希望・生活全般についても確認できる。 

本研究の目的は、生徒の進路希望の実現のために、学力の定着と向上につながる方策を見出すこと

である。高知県では学力定着把握検査を実施している。ベネッセコーポレーションの定める学習到達

ゾーン（GTZ）を用いて、学力定着把握検査の基礎力診断テストを受検する30校（MM校）に在籍する

生徒の学力定着状況を把握し、生徒の意識調査や学校の取組との関係性を分析した。 

その分析結果から、数学のGTZの上昇には、生徒自身による学習の有用性の認識に基づいた学習、

習熟度別学習と数学検定に向けた学習が効果的であることが示された。このことから、授業の中で学

習の有用性をもたせること、学力に応じた段階的指導を行うことや到達目標をもたせることが有効な

方策であると考えられた。 

 

<キーワード> 学力定着把握検査、学習到達ゾーン（GTZ）、学習の有用性、段階的指導、到達目標 



 

イ 基礎力診断テスト 

高校卒業後、上級学校進学後あるいは就職後に活躍するために必要な、語彙力・計算力・読解

力などの基礎力や思考力を測る出題内容である。SS校以外の全日制及び昼間部の30校が受検して

いる。第１回検査は全学年が、第２回検査は１・２年生が受検している（以下受検校を「MM校」

という）。学習力チェック及び教科検査の質問項目から、学習力（生活面・学習面）、家庭学習

時間等が確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 進路希望と GTZの関係 

検査と高知県学力定着把握検査アンケートから、平成29年度３年生の英数国総合GTZ（以下「３

教科GTZ」という）別の進路希望について、人数と割合を見てみる（図１）。国公立・私立大学への

進学を希望する生徒数とその割合は、Ａ層では９割、Ｂ層では７割程度であり、Ｃ層・Ｄ層になる

にしたがい減少する。また、就職を希望する生徒は、Ａ層・Ｂ層では１割から1.5割程度であるが、

Ｃ層・Ｄ層になるにしたがい割合は増加している。Ｄ層の生徒は、「上級学校に進学することはで

きるが、授業についていけず、苦労する学生が多い」とされる。国公立・私立大学への進学を希望

する生徒は、希望する学校へ進学するために、そして進学先で必要とされる学力を身に付けて、進

学後授業を理解することができるようにするためにもＣ層以上を目指すことが必要となる。 

高校生の就職環境は、景気動向の影響を受けやすい。就職をするためには、SPI1などの試験によ

り基礎的な能力について客観的に評価されることを知り、求められる学力を身に付けておく必要が

ある。また、希望に沿った就職の可能性を高めるだけでなく、複雑化・高度化した職場で、将来に

わたり支障なく仕事をしていくためにも、基礎学力を高め、D3からの脱却を目指すことが直近の目

標になる。生徒にとって、希望する進路が大学への進学であれ、就職であれ、GTZの改善は希望を叶

えるための重要な指標の一つである。 

                             
1 リクルート社が作成する採用向けの適性検査のこと。協調性や粘り強さや基礎的能力（総合・言語・非言語）などにつ

いて客観的指標を提供するとされ、2016年度で高卒採用を行う日本の企業 2700社が採用している。 

進学 就職
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表１ GTZと進路選択肢の目安（ベネッセ） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) GTZの現状把握 

高知県下 36の高等学校の生徒が、平成 29年度４月に行われた第１回検査を受検した。３教科GTZ

の全生徒の割合を高知県全体で見てみると（図２）、学習内容が十分定着しておらず進学や就職の

際に困難が生じることが予測される D3 は 22.6％(昨年度 23.9％)、Ｄ層は 55.1％(昨年度 56.2％)

となっている。D3・Ｄ層とも昨年度の割合より減少しているが、依然として下位層の割合が高い。

また、高校３年生の D3の生徒の割合は 29.8％である（図３）。これは、GTZによると高知県の高校

３年生の約３割が、希望する進学や就職ができないかもしれないということを意味している。学力

定着把握検査と同時に実施している学習力チェックによれば、１日の家庭学習時間についての質問

項目に、平成 29年度１年生の 10.7％、２年生の 45.4％、３年生の 46.0％が「ほとんど学習しない」

と回答した。生徒の家庭学習の短さは以前から続いており、そのことについて、高知県教育委員会

(2016)は、第２期高知県教育振興基本計画において「高等学校への入学が目標となり、高等学校に

おいて学ぶことの意義や将来の目標を持てていない生徒が多いことが、この状況につながっている

ものと思われる。また、多くの高等学校では、義務教育段階での学習内容が十分に定着しないまま

入学し、高校１年生で学ぶ基礎的な科目の学習内容が理解できずに進級している生徒が一定数いる

という課題がある。」という見解を示している。また、平成 31年度までに高校３年生の第１回目検

査における３教科 GTZ の D3（以下「３教科 D3」という）の生徒の割合を 15％以下に引き下げるこ

とを目標に掲げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２ 平成 29年度第１回検査 １年生から３年生 
３教科 GTZの分布（Ｎ＝10401） 

図３ 平成 29年度３年生 D3の割合 過回推移 

図１ 平成 29年度高校３年生 GTZ別進路希望 



 

平成 29年度３年第１回検査において３教科 D3の生徒 781人の、各教科の GTZ の分布（図４）と

その内訳によると、３教科とも D2・D3 の人数が多いことから、D3 の生徒は３教科とも苦手である

ことが分かる。D3 の生徒は３教科とも苦手である生徒の人数が多いことから、３教科 D3 の生徒の

割合を 15％以下にするには、３教科それぞれの学力向上対策が必要不可欠である。その中でも、数

学は 563人が D3であり、数学の D3からの脱却は喫緊の課題である。村上ら(2016)は、数学に関し

て、２年②において、数学の GTZをＣ層に引き上げることが、３年①における D3の減少につながる

と報告している。 

本研究の目的は、義務教育段階での

学習内容が十分に定着しないまま高等

学校に入学し、高校１年生で学ぶ基礎

的な科目の学習内容が理解できずに進

級している生徒が、GTZ を上昇させて

多様な進路希望を実現するために、学

校ではどのような取組ができるのかを

明らかにすることである。具体的には、

基礎力診断テストを受検する高等学校

に在籍する生徒の学力定着状況を把握

し、生徒が数学の学力定着と向上につ

ながる方策を見出すことである。 

 

 

２ 研究仮説 

基礎力診断テストを受検する高等学校の検査結果を分析して、生徒の学習に対する意識が数学の

GTZに与える影響を調べることで、数学における学力向上の取組の効果を高める要素を明らかにする

ことができる。 

本研究では、この仮説を検証するために、以下のことを分析・検討する。 

・ 数学の GTZの変化とアンケートの分析 

・ 数学の取組と数学 GTZ 

 

３ 研究方法 

(1) 検査結果 

MM校を対象に、検査、高知県学力定着把握検査アンケート、各学校の学習の取組について調査し

たデータを使用し、その特徴を分析・考察する。検査結果については、GTZ を表２のように数値化

し用いる。 

 

 

 

 

(2) 高知県学力定着把握検査アンケート及び学習力チェック 

検査では、高等学校課と高知県教育センターが作成した高知県学力定着把握検査アンケート及び

学習力チェック（以下「検査アンケート」という 資料１参照）を用いる。検査アンケートの質問

項目は、日ごろの生活習慣、学習状況だけでなく、生徒の基礎的・汎用的能力、自尊感情、学習に

対する内発的・外発的動機など多岐にわたる。 

 

図４ 平成 29年度３年① 
３教科 D3の生徒の各教科 GTZの分布 

表２ GTZの数値化 

GTZ  A2  A3  B1  B2  B3 C1 C2 C3 D1 D2 D3
数値 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11



 

(3) 各学校の学習の取組 

各学校の学習の取組は、各学校が作成した学力向上プランからデータを抽出した。 

(4) 分析方法 

  検査、検査アンケート、学校での学習の取組をまとめたデータセットを作成し、分析を行う。分

析には IBM SPSS statistics ver.21.0を用いた。 

 

４ 結果と考察 

(1) 数学の GTZの変化とアンケートの分析 

ア 分析目的と方法 

平成 29 年度高校３年生の検査アンケートのデータを用いて、２年①と３年①の数学の GTZ を

比較し、２年①から３年①にかけて数学の GTZ が上昇した生徒と、２年①の数学で D3(以下「数

学 D3」という)であったが、３年①において数学 D3から脱却した生徒の特徴を見付け、GTZの上

昇につながる要素を明らかにする。 

分析に用いるデータの有効回答者数は 2271人、このうち307人が２年①において数学D3であり、

そのうち 78人が３年①で D2以上に改善している。 

分析に用いるデータは、被説明変数が質的データであり、説明変数の多くがカテゴリーデータ

であるため、因子分析を行い潜在的な要素について調べた後に分析を行った。全生徒と、２年①

数学 D3 の生徒のみに分け、被説明変数は、数学における３年①の GTZ が２年①と比べ上昇した

ものを「１」、それ以外を「０」とした。検査アンケートは５件法の回答を「あてはまる」また

は「どちらかといえばあてはまる」という回答を「１」それ以外を「０」とするカテゴリー変数

に整えた後にロジスティック回帰分析を行った。 

イ 因子分析の結果 

GTZ の向上に関係のある潜在的な要素を抽出し、以下の分析で適切な説明変数を選択すること

を目的とし、平成 29 年度高校３年生の検査アンケートのデータを用いた因子分析を行った（表

３）。主因子法により因子を抽出し、バリマックス回転を施した。 

その結果、検査アンケートのデータから得られる潜在的な因子として４因子構造が見出され、

表３のような下位尺度で構成されることが分かった。また、各因子を「将来展望・自制心・責任

感」「学習に対する積極性」「将来計画・キャリアプラン」「規則正しい生活」と命名した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ ロジスティック回帰分析の結果 

因子分析で分かった四つの因子のどの要素が GTZ上昇に関係があるかを調べるためにロジステ

ィック回帰分析を行った。対象は、全生徒、２年①数学D3の生徒のみ抽出の二つのパターンであ

る。ただし、この分析では要素と GTZの上昇の因果関係までは分からない。 

表３ 検査アンケートと学習力チェックに関する因子分析 

将来展望・自制心・責任感 学習に対する積極性 将来計画・キャリアプラン 規則正しい生活

将来の可能性を広げるため
に勉強を頑張っている

.606 平日の学習時間 .525 社会の動きに関心
がある

.437 朝食のとり方につ
いて

.674

何でも手がけたことは最善
をつくす

.589 数学の試験１週間以上
前から学習する

.490 進学就職後にやり
たいことがある

.405

将来の夢や目標を持ってい
る

.582 数学の授業を主体的に
受けている

.404

いやな仕事でも最後までやり
通す

.577 学習すること自体がおも
しろいから勉強している

.322

問題を解くときは最後まで
あきらめずに考えている

.573

将来展望・自制心・責任感に関する因子の変数は六つ目以降省略、他の因子については固有値が0.3以上を記載

主因子法バリマックス回転



 

(ｱ) 学習に向かう動機 

説明変数には、各因子に最も高い負荷量を示した、「将来の可能性の可能性を広げるために

勉強を頑張っている」「平日の学習時間」「社会の動きに関心がある」「朝食のとり方につい

て」を用いた。分析結果は、「将来の可能性を広げるために勉強を頑張っている」について全

生徒、２年①数学D3の生徒のいずれの場合にも GTZが上昇する傾向がある（表４－１、表５－

１）。また、「平日の学習時間」については、全生徒の場合は「平日の学習時間が長い」生徒

の GTZが上昇する傾向がある（表４－１）が、２年①数学D3の生徒は学習時間による GTZの上

昇は有意にはならなかった（表５－１）。２年①数学D3の生徒の学習時間による GTZの上昇が

有意でないことは、平日の学習時間が長い生徒は少ないことが理由として考えられる。また、

「社会の動きに関心がある」「朝食のとり方について」はどちらも有意にならなかった。 

全生徒の分析において「将来の可能性を広げるために勉強を頑張っている」と「平日の学習

時間が長い」生徒の GTZが上昇する傾向があることから、「将来の可能性を広げるために勉強

を頑張っている」と「家庭学習時間」の関係を調べた（表６）。３年①において「将来の可能

性を広げるために勉強を頑張っている」に「あてはまる」「どちらかといえばあてはまる」と

回答した生徒を肯定群（Ａ）、「どちらかといえばあてはまらない」「あてはまらない」と回

答した生徒を否定群（Ｂ）とした。肯定群は、否定群よりも「ほとんど学習しない」の割合が

31.7％低い。また、肯定群は学習時間が１時間以上の割合が否定群よりも高かった。肯定群と

否定群による平均学習時間の差は 25.2分であることから「将来の可能性を広げるために勉強を

頑張っている」生徒は、平日の学習時間が長い傾向にあると考えられる。 

市川（2004）は、学習の動機について、学習目的と学習内容の関連性が高い「内容関与的動

機（充実志向・訓練志向・実用志向）」と、その関連性が低い「内容分離的動機（関係志向・

自尊志向・報酬志向）」２と捉え、学習動機の２要因モデルとして提唱している。内容関与的

動機で学習し始めた生徒は、自ら学習方略を工夫したり、効率的な学習法を編み出したりと、

高レベルの学習者になる可能性が高い。「自律的な学習力」を育てるためには内容分離的動機

づけから内容関与的動機づけに転換していく必要があり、特に重要なのは、自分が学習したこ

との意義を自覚できる能力を身に付けさせることだと述べている。生徒が学習内容は就職や進

学に生かせるものであると認識し、実用志向が高まれば、自ら自律的な学習に向かうと考えら

れる。 

以上のことから、学習することが将来の可能性を広げるという学習の有用性を生徒自身が認

識することで、家庭学習時間が増加する可能性があり、GTZ の上昇が期待できるのではないか

と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
２ 内容関与的動機とは、充実志向（学習内容が楽しい）・訓練志向（知力を鍛える）・実用志向（仕事や生活に生かす）

である。内容分離的動機とは、関係志向（他者につられて）・自尊志向（プライドや競争心から）・報酬志向（報酬を得

る手段）である。（市川, 2004） 
 

全生徒対象、N=2271

係数標準誤差 自由度 有意確率
将来の可能性を広げるために勉強を頑張っている .211 .101 1 .036 *
平日の1日の平均学習時間（授業を除く） .421 .074 1 .000 ** 0 1
社会の動きに関心を持っている -.114 .101 1 .260 0 1623 10 99.4
ほぼ毎日朝食を食べる .208 .130 1 .109 1 612 6 1.0
定数 -1.441 .129 1 .000 72.4

このモデルの有意確率0.001、-2対数尤度=2600.233
被説明変数　数学GTZの上昇１・上昇なし０ *は5%有意、**は1%有意

全体の適合率
(%)

観測

予測
数学GTZ上昇 正解の

割合

数学GTZ
上昇

表４－１ 全生徒 どのような生徒の数学の GTZが上昇するか          表４－２ 全生徒 予測と適合率 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 学習への取組と高校入学時の学力 

数学の宿題や課題への取組と数学の GTZの関係について分析を行った（表７－１、表８－１）。

説明変数に、1 年①３教科 GTZ と「宿題や課題を出されたら、必ず自分で取り組む」のデータ

を用いたロジスティック回帰分析を行う。説明変数に 1年①３教科 GTZを用いた理由は、高校

入学時の GTZと２年①から３年①の GTZの変化の関係性に注目したからである。全生徒を対象

にした分析結果（表７）と、２年①数学 D3の生徒のみを対象にした分析結果（表８）を示す。

表７・表８の１年第１回３教科 GTZ の係数が負になっているのは、GTZ の上位が数値的には小

さく下位が数値的には大きいためである。 

分析結果は、いずれの場合も「入学時に３教科の GTZが上位」であった生徒や「宿題や課題

を出されたら、必ず自分で取り組む」生徒は、GTZが上昇しやすいという結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2年①D3 N=307

係数標準誤差 自由度 有意確率
将来の可能性を広げるために勉強を頑張っている .566 .285 1 .047 *

平日の1日の平均学習時間（授業を除く） -.158 .225 1 .482 0 1
社会の動きに関心を持っている -.241 .286 1 .401 0 228 0 100.0
ほぼ毎日朝食を食べる .120 .315 1 .702 1 78 0 .0
定数 -1.217 .321 1 .000 74.5

このモデルの有意確率0.000、-2対数尤度=342.被説明変数　数学GTZ　上昇１上昇なし０
被説明変数　数学GTZの上昇１・上昇なし０ *は5%有意、**は1%有意

数学GTZ
上昇
全体の適合率
(%)

観測

予測

数学GTZ上昇 正解の
割合

表７－１ 全生徒 学習の取組と高校入学時の学力 

 

表７－２ 全生徒  
学習の取組と高校入学時の学力 

 

表６ 平成 29年度３年①「将来の可能性を広げるために勉強を頑張っている」の回答と平日の学習時間 

全生徒対象、N=2271

係数 標準誤差 自由度 有意確率
1年第1回３教科GTZ -.180 .022 1 .002 **

宿題や課題を出されたら、
必ず自分で取り組む .364 .119 1 .004 **

0 1
定数 .306 .224 1 .172 0 1610 0 100.0

このモデルの有意確率0.000、-2対数尤度=2542.801 1 613 0 .0

被説明変数　数学GTZの上昇１・上昇なし０*は5%有意、**は1%有意 72.7

観測

予測

数学GTZ上昇

正解の
割合

数学GTZ
上昇

全体の適合率
(%)

A：「将来の可能性を広げるために勉強を頑張っている」を肯定的に回答
B：「将来の可能性を広げるために勉強を頑張っている」を否定的に回答

ほとんど
学習しない

15分 30分 １時間 １時間半 ２時間
３時間
以上

平均学習

時間(分）

人数

（人）

３年①A 35.5% 7.3% 16.8% 18.8% 9.4% 9.8% 2.4% 42.0 1223
３年①B 67.2% 6.9% 10.6% 8.4% 4.5% 1.3% 1.1% 16.8 379

表５－１ ２年①数学 D3 どのような生徒の数学の GTZが上昇するか 

 

表５－２ ２年①数学 D3  

          予測と適合率 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｳ）数学 D3の生徒にとっての学ぶ意欲と動機 

今回の分析対象のうち数学 D3 の生徒は、「学習すること自体が面白い」「問題を解くとき

に諦めず最後まで取り組む」と回答する生徒は少数で、授業に積極的に取り組んでいると回答

する生徒の割合も低い状況であり、学習意欲の向上が必要だと考えられる。また、今回の分析

では「将来の夢や目標を持っている」や「学習すること自体がおもしろいから勉強している」

ことと GTZの上昇との関係性は見出せなかった。その一方で「将来の可能性を広げるために勉

強を頑張っている」という生徒の中には数学の学習について「授業以外に学習することはほと

んどない」と回答していても、数学 D3から脱却している生徒がいる。これらの結果から、数学

D3からの脱却には、将来の夢や目標をもつだけでなく、将来の可能性を広げるために勉強する

という意識をもって学習に取り組むことが効果につながると考えられる。さらに、学習するこ

とが将来の自分に役立つという意識は、学習へ向かう動機になると考えられる。また、「宿題

や課題を出されたら、必ず自分で取り組む」という学習に向かう意欲も GTZ の改善につながっ

ていると考えられる。数学 D3の生徒の GTZの改善には、意欲と動機付けが大事な要素である。 

数学 D3 の生徒に対して学習するためにどのような動機を与えるか、という問題がある。教

員が、具体的で近い将来を示し、将来に直結していると生徒が感じることができる課題を与え、

生徒が主体的に学ぶ仕掛けを作ることが必要である。しかし、進学であっても就職であっても、

数学 D3の生徒の選択肢は狭く、将来をイメージしにくい生徒もいるかもしれない。参考になる

取組として、岐阜県立岐南工業高等学校の報告を先行研究として取り上げる (VIEW21 2016年

４月)。参考にしたいと考える点は、学力不足のために就職試験で不採用になる生徒や、大学進

学後に留年する生徒を減らす取組である。成績中位・下位層の生徒への対策として、毎朝 10

分間、基礎学力向上に向けた学び直しや就職対策プリントを全学年で実施するとともに、進路

行事では社会人講話の回数を増やして、生徒に働く意義や将来像を意識させる取組の成果とし

て、学力不足による就職試験での不採用や進学後の留年・中退が減ったと報告している。同様

の朝 10分間の学習は、愛知県立犬山南高等学校でも行われており、基礎学力の定着の促進と就

職率が上昇したことが報告されている (月間高校教育 2014年 12月)。 

（ｴ）授業の中での見通しと振り返り 

学習の有用性などの動機付けには、授業の中で見通しや振り返りを行うことが効果的である

と考える。文部科学省（2009）は、高等学校学習指導要領において「授業の冒頭に当該授業で

の学習の見通しを生徒に理解させたり、授業の最後に生徒が当該授業で学習した内容を振り返

る機会を設けたりといった取組の充実や生徒が家庭において学習の見通しを立てて予習をした

り学習した内容を振り返って復習したりする習慣の確立などを図ることが重要である。これら

の指導を通じ、生徒の学習意欲が向上するとともに、生徒が学習している事項について、事前

に見通しを立てたり、事後に振り返ったりすることで学習内容の確実な定着が図られ、思考力・

表８－１ ２年①数学 D3 学習の取組と高校入学時の学力 

 

表８－２ ２年①数学 D3  
学習の取組と高校入学時の学力 

 
2年①D3 N=307

係数 標準誤差 自由度 有意確率

1年第1回３教科GTZ -0.503 0.162 1 .002 **

宿題や課題を出されたら、
必ず自分で取り組む 0.588 0.285 1 .039 *

0 1

定数 3.872 1.711 1 .024 0 221 4 98.2

このモデルの有意確率0.001、-2対数尤度=326.564 1 73 3 3.9

被説明変数　数学GTZの上昇１・上昇なし０*は5%有意、**は1%有意 74.4全体の適合率
(%)

観測

予測

数学GTZ上昇

正解の
割合

数学GTZ
上昇



 

判断力・表現力等の育成にも資するものと考える」としている。授業において、学習の有用性

を生徒自身が認識できるような見通しのもたせ方を工夫していく必要がある。 

また、高知県教育委員会(2017)の平成 29年度全国学力・学習状況調査結果の概要を見ると、

児童生徒質問紙の「授業の中で目標（めあて・ねらい）が示されていたと思いますか」「授業

の最後に学習内容を振り返る活動をよく行っていたと思いますか」との質問項目と正答率には

相関があり、質問に肯定的に回答した児童・生徒は、否定的に回答した児童・生徒に比べて正

答率が高いという結果が示されている。 

平成 29 年度全国学力・学習状況調査結果の概要において、授業の中での見通しと振り返り

に関する質問項目と正答率に相関があったことから、平成 29年度高校 1年生の検査アンケート

の「学校の授業では、学習のねらい（めあてや目標）が示されたり、学習活動を自らふりかえ

ったりする場面が設定されている」に「あてはまる」「どちらかといえばあてはまる」という

肯定的な回答と数学の GTZの相関を調べたが、相関は見られなかった。また、この質問の平成

29 年度高校 1 年生全員の肯定的な回答率は、１年①では 60.3％、１年②では 50.8％であり、

１年①と１年②の肯定的な回答率は 9.5％の減少となっている。一方で、平成 29年度高校 1年

生の検査アンケートの「学校の先生は、授業の内容が理解できるよう、ていねいに教えてくれ

る」の肯定的な回答率は、１年①では 60.9％、１年②では 64.1％であり、１年①と１年②の肯

定的な回答率は 3.2％の増加となっている。１年①は入学前の３月または入学直後の４月当初

に、１年②は８月または９月に行われることから、１年①の検査アンケートは中学校での授業

について、１年②の検査アンケートは高等学校での授業について回答していると考えられる。

生徒たちは、中学校と同様に「学校の先生は、授業の内容が理解できるよう、ていねいに教え

てくれる」と感じているが、「学校の授業では、学習のねらい（めあてや目標）が示されたり、

学習活動を自らふりかえったりする場面が設定されている」と感じている生徒は減少している

と推測される。そのため、高等学校においても、教員が授業の中で学習内容、目標、学習の見

通しを示すことで、生徒の学習意欲の向上と学習内容の定着が高まると考えられ、GTZ の改善

にもつながる可能性がある。高等学校においても授業の中での見通しと振り返りが、学力向上

の取組の効果を高める有効な方策になると考えられる。 

平成 29 年度全国学力・学習状況調査結果の概要（高知県教育委員会）中学校の学校質問紙

における「授業の中で目標（めあて・ねらい）を示す活動を計画的に取り入れましたか」「授

業の最後に学習したことを振り返る活動を取り入れましたか」という質問項目に対する肯定的

な回答率は 100％と 96.2％である。一方で、生徒質問紙において「授業の中で目標（めあて・

ねらい）が示されていたと思いますか」「授業の最後に学習内容を振り返る活動をよく行って

いたと思いますか」に対し、肯定的に回答した中学生の割合は 93.8％と 79.0％であった。中学

校の教員と生徒の間には、授業でどの程度見通しと振り返りが行われているかという認識に差

があることが分かる。このことは、高知県内の小学校においても同様であることが示されてい

る。生徒が学習に対し有用性や意欲をもてるようにするには、どのように見通しをもたせれば

よいかを考え、日々の授業の中で明確に目標（めあて・ねらい）を示すことと、生徒が学習し

たことを自覚できるよう、学習目標に対して何を学んだのか、生徒自身が学習を振り返る場を

設定する必要がある。 

(2) 学校の数学の取組と数学の GTZ 

生徒が自ら学習に取り組む方策として有効な学校の取組には何があるのかを見いだすために、平

成 28 年度の各高等学校の数学の学習の取組と GTZ 上昇率を被説明変数とする重回帰分析を行った

（表９）。対象校は 29 校である。被説明変数の GTZ 上昇率は、２年①数学の GTZ と３年①数学の

GTZ を比べ、上昇した生徒の割合とした。分析の結果、習熟度別学習と、数学検定に向けた学習が

数学の GTZの上昇に効果が期待できることが分かった。その二つの取組以外の説明変数は有意では



 

ない。なお、負の係数が出ている取組は効果がないということを意味しているのではないことに注

意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

習熟度別学習では、個々の生徒の力に応じた細やかな指導と手立てが行われやすいと考えられ、

生徒の学習意欲の向上につながっていると考えられる。さらに、問題に向き合う学習の習慣が身に

付き、学力向上につながる可能性があると考える。 また、数学検定に向けた学習は学習目標が設定

され、段階的な目標に向け学習に取り組むことで学習内容の理解と学力向上につながると考えられ

る。さらに生徒が自ら取り組むことで意欲が向上する効果が期待できる。学力向上のための取組の

一環として数学検定を活用することで、基礎基本の定着と学習意欲の向上などの学習効果が上がり、

GTZの改善につながることが考えられる。 

 

５ 成果と課題 

(1) 成果 

   本研究の成果として、GTZ上昇に効果が期待できる取組として、以下の三点を挙げる。一つ目は、

日々の授業の中で学習の有用性をもたせることが有効であることが明らかになったことである。二

つ目は、生徒の能力に応じたきめ細かい指導が有効であることが明らかになったことである。三つ

めは、生徒の学力に応じた到達目標をもたせることが有効であることを確認した。具体的な学校の

取組としては、習熟度別学習と数学検定に向けての学習が数学の GTZの上昇に有意な効果をもつこ

とを確認した。 

(2) 課題 

  今後の課題は、数学D3の生徒にどのようにして学習する必要性を感じさせられるか、ということ

である。本研究においては「この学習は、将来の可能性を広げる」と生徒に学習の有用性を感じさ

せることが有効であると示唆されたが、実際に数学D3の生徒がそのように認識し、学習に取り組む

可能性を高める手立ては明らかにできていない。今後は、具体的に方策を実践し、その効果につい

て検証していくことで、GTZの改善に寄与し多様な進路希望の実現につなげていきたいと考える。 

(3) 今後の取組 

  今後は単元の目標を明確にし、生徒が授業で何をどのように学ぶかを把握できるよう、学習の見

通しをもたせ、教える場面と思考させる場面を学習目標に応じて組み立てる。振り返る活動では、

生徒自身が学習したことを自覚できるような振り返りを行う。これらを取り入れることで、生徒に

学習意欲をもたせ、学習することが将来の可能性を広げると思える授業を目指していく。

表９ 学校の取組と GTZの上昇率  

取組

学校数

GTZ平均

上昇率

その他の

学校数

GTZ平均

上昇率
係数 標準誤差 ベータ t 値 有意確率

(定数) 0.156 0.107 1.466 0.166
課題 23 0.253 6 0.332 0.046 0.093 0.134 0.491 0.631
補習 22 0.270 7 0.268 -0.084 0.083 -0.263 -1.018 0.327
１年次の学びなおし 17 0.275 12 0.262 -0.023 0.065 -0.083 -0.354 0.729
義務範囲の学びなおし 20 0.255 9 0.298 -0.012 0.079 -0.040 -0.147 0.885
小テスト 24 0.263 5 0.299 0.086 0.075 0.237 1.152 0.270
インターネット学習教材 10 0.293 19 0.257 0.096 0.060 0.334 1.611 0.131
発進数学の活用 7 0.273 22 0.269 0.042 0.067 0.131 0.632 0.538
数学検定 1 0.534 28 0.260 0.359 0.154 0.477 2.328 0.037 *
習熟度別学習 5 0.448 24 0.233 0.333 0.103 0.916 3.225 0.007 **
学習支援員 7 0.202 22 0.291 -0.077 0.071 -0.240 -1.088 0.296
添削指導 1 0.333 28 0.267 0.068 0.133 0.090 0.511 0.618
少人数授業 1 0.520 28 0.261 -0.016 0.184 -0.021 -0.085 0.934
演習 3 0.308 26 0.265 -0.154 0.091 -0.342 -1.697 0.113
目的別進路別授業 1 0.183 28 0.273 0.102 0.156 0.135 0.654 0.524
基礎学力定着用教材 4 0.264 25 0.271 0.044 0.084 0.112 0.533 0.603

被説明変数　GTZ平均上昇率 R2乗＝0.721 *p<.05、**p<.01



 

 
 

問題番号の前の「学」は学習力チェック　「問」は学力定着把握検査アンケート

以降の選択肢　

①あてはまる ③どちらともいえない

⑤あてはまらない

学27
学29
学31
学35
学41
学43
学47
学49
問7
問8
問9
問10
問11
問12
問13
問14
問15
問16
問17
問18
問19
問20
問21
問22
問23
問24
問25
問26
問27
問28
問29
問30

学校の先生は、授業の内容が理解できるよう、ていねいに教えてくれる

何でも自分から進んでやろうとする

何でも手がけたことは最善をつくす

努力をしてやりとげるような仕事をしたい

社会のためにつくそうという気持ちが強い

強制されたことでも、いっしょうけんめいやる

自分の責任はきちんとはたす

人の立場を考えて行動する

将来の可能性を広げるために勉強を頑張っている

問題を解くときは最後まであきらめずに考えている

将来の夢や目標を持っている

将来のために、今がんばっていることがある

みんなが集まるところでは、ほかの人のことを考えて行動している

自分のことを見守ってくれている周りの人々に感謝している

私は人のために力を尽くしたい

自分のことが好きである

自分という存在を大切に思える

人と違っていても自分が正しいと思うことは主張できる

私は自分の判断や行動を信じることができる

学校の授業では、学習のねらい（めあてや目標）が示されたり、学習活動を自らふりかえったりする場面が設定されている

②どちらかといえばあてはまる

④どちらかといえばあてはまらない

学習すること自体がおもしろいから勉強をしている

いやな仕事でも最後までやり通す

家庭学習は必要だと思っている

家庭学習の仕方が理解できている

人の役に立つ人間になりたいと思う

規則、ルール、約束を守っている

失敗しても、もう一度挑戦できるよう、先生がはげましてくれる

失敗をした際には、なぜ失敗をしたのか、ふりかえるようにしている

学校生活は、充実している

ホームルーム（クラス）では安心して過ごすことができる

社会の動きに関心を持っている

学校の授業は、よく理解できている

学20

あなたは自分の進路についてどのくらい考えたり調べたりしていますか。最も近いものを１つ選んでください。

学5

数学のふだんの学習の仕方について

④自ら進んで、周囲の人に聞いたり調べたりしたことがある

④興味をもって学習に取り組み、周囲の人に教えたりすることもある

③先生や保護者に言われて、周囲の人に聞いたり調べたりしたことがある

①授業以外に学習をすることはほとんどない　②宿題や課題を出されても、やらなかったり答えを写したりする

③宿題や課題は必ず取組み、それ以外にも学習をする

①考える必要がないと思う、考える気になれない　②考えたいと思うが、何をしていいかわからない

学8
朝食のとり方について、あなたの状態に最も近いものを１つ選んでください。

学15

あなたが高校卒業後に進みたいと思っている進路先を１つ選んでください

①ほぼ毎日食べる　②週３～4日食べる　③週１～２日食べる　④ほとんど食べない

①私立４年制大学　　②国公立４年制大学　③短期大学　④専門学校　

⑤各種教育機関　⑥就職・その他　⑦これから考える

学力定着把握検査アンケートと学習力チェック分析使用項目(抜粋）

学4

平日の1日の平均学習時間（授業を除く）について、あなたの状態に最も近いものを１つ選んでください。

（分析には時間を数値化して使用）

①３時間以上 ②２時間程度

③１時間半程度 ④１時間程度

⑤30分程度 ⑥15分程度　　　　⑦　ほとんど学習しない

資料１
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特別支援教育における外部専門家の活用についての研究 

～コミュニケーションに関する指導事例における教員の意識・指導の変容～ 
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１ 研究目的 

障害のある者が積極的に参加・貢献できる社会である「共生社会」の実現は、我が国において重要 

な課題である。平成 24年には中央教育審議会初等中等教育分科会から、障害のある者とない者が可能

な限り共に学ぶ仕組みである「インクルーシブ教育システム」の構築を目指した報告が取りまとめら

れた。この報告によると、特別支援教育の推進のためには、連続性のある多様な学びの場の整備、合

理的配慮の充実、学校間連携などが必要不可欠であるとされている。特別支援学校には、地域の拠点

としてのセンター的機能を発揮することが求められており、それを支える専門性の向上が必要である。

しかし、多様な教育的ニーズに対応するために必要な医療・福祉面での専門性全てを教員が担うのは

難しく、専門的な知識を有する外部専門家１との連携が必要である。 

高知県の特別支援学校では、「自立活動」の指導の充実を図ることを目的とした「自立活動充実事業」

により、児童生徒の支援の仕方などについて外部専門家から指導・助言を得ることができる。なお、

この事業は「県立特別支援学校・特別支援学級教育実践交流事業（以下、「実践交流事業」とする）」

と併せて実施されることもある。したがって「自立活動充実事業」は、特別支援学校内の指導・支援

の充実を図ると同時に小・中学校の特別支援学級への支援の充実にも活用されており、特別支援学校

のセンター的機能の充実を目指した事業の一つと

なっている。 

高知県における「自立活動充実事業」の外部専

門家の活用件数の推移について、「高知県の特別支

援教育に関する施策の一覧抜粋版」（高知県，2017）

を見ると、平成 26年度に比べ、平成 28年度は約

2.3倍に増加している（図１）。外部専門家の活用

は、学校からの要請に応じて行われることから、

活用件数増加の背景には、その必要性と効果が認

識されるようになってきたことがうかがえる。                                 

 

 

本研究の目的は、特別支援学校と外部専門家との連携における教育的効果を高めるために何が鍵

となるのかを検討することであった。肢体不自由特別支援学校を研究拠点とし、コミュニケーショ

ンに関する指導を対象に事例研究を行い、外部専門家や周囲の教員による支援を受けた対象教員の

意識・指導がどのように変容するのかを、インタビュー調査における発言内容から分析した。 

その結果、対象教員が「児童の行動に着目すること」や「取組の効果を実感すること」、周囲の教

員による「助言内容の理解や整理に対する支援」や「協力体制の中での取組」が行われることが重

要であると示された。これらを基に外部専門家を活用した指導実践に関する仮説モデルを提案した。 

 

〈キーワード〉 特別支援学校、外部専門家の活用、センター的機能、教員の意識・指導の変容 

 

１ 本研究における外部専門家とは、高知県の「平成 29 年度自立活動充実事業実施要項」で示されている、言語聴
覚士(ST)、作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、そして自立活動充実事業において活用実績のある視能訓練士(ORT)
などとする。 
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図１ 外部専門家（PT、OT、ST、ORT）の活用件数 



しかしながら、第２期高知県教育振興基本計画（高知県，2016）では、現状に対して特別支援学校

と外部専門家の連携・協働が十分でないと指摘されている。特別支援学校の教員からは「助言内容の

活用が一つの事例だけで終わっている」という声が聞かれることがある。事例毎の成果はあるが、事

例を共有することや支援を受けた教員の専門性を他の事例へ生かすことが十分にできておらず、学校

全体の専門性の向上につながっていない現状が推察される。また、平成 27年度までに外部専門家の活

用実績がない高知県立特別支援学校４校からは、その理由として「隣接施設による身体機能に関する

リハビリが実施されているため」や「児童生徒の実態から PTなどによる支援の必要性を感じなかった」

などが挙げられていた（山本，2017）。このことからは、外部専門家の活用は身体機能に対する支援が

イメージされ易いことがうかがえる。特別支援学校と外部専門家の連携における教育的効果を現状よ

りも高めるために、外部専門家の活用がより広い領域で行われ、その取組の充実によって学校全体の

専門性の向上に確実につなげていくことが必要である。 

高知県立特別支援学校の中で最も外部専門家との連携実績があるのは、肢体不自由特別支援学校の

Ａ校である。Ａ校では、外部専門家との連携について PDCAサイクルに沿った手順で進められる。自立

活動専任教員がコーディネーターの役割を果たし、「外部専門家活用シート」（山本，2017）などのツ

ールも使用されている。日常的に教員間の協議も行われるなど、学校全体で外部専門家活用に取り組

むためのシステムが整いつつある。 

Ａ校では障害の重度・重複化が進み、知的障害を併せ有する児童生徒が多く在籍している。その現

状における外部専門家の活用状況をみると、PT 及び OT を活用した件数が多く、また、相談内容は姿

勢や身体の動き、食事などに関するものが多い（Ａ校自立活動充実事業実践報告書，2014，2015，2016）。

これは、児童生徒の健康や安全を保障するための専門的な知識や技術が特に求められることが背景に

あると考えられる。その一方で、コミュニケーションに関する外部専門家の活用件数は少なく、相談

内容も発音や言語発達に限定されている。このことからは、言語能力が着目されがちであり、言語習

得以前の発達状況を示す児童生徒に対するコミュニケーション面での支援・指導の充実が十分でない

現状が推察される。 

坂口(2006,2008)は、障害が重い子どものコミュニケーション支援においては「乳児のコミュニケー

ション発達」を理解する必要があるとしている。乳児期には、ほとんどの学習が身体の動きを通して

行われる。例えば、乳児が目の前に自らの手をかざす身体の動きは、「動く手とその先に動かないもの

がある」という自己と周囲の世界への気付きや、「動かした結果こうなった」という因果関係の学習に

つながる。このような身体の動きや感覚機能を通した学びは、コミュニケーション能力の基盤となる

ことから、本研究においても、言語能力だけでなく身体の動き、聴覚や視覚などの感覚機能、人や物

への関心などもコミュニケーションに関する能力として捉える。このように捉えると、身体機能面へ

の支援や感覚遊びの設定などもコミュニケーションに関する指導であると考えられ、様々な能力の発

達状況を正確かつ客観的に把握することが必要になる。そのためには広い領域に渡る専門的な知識や

技術が必要となり、外部専門家による専門的知見に基づいた助言を得ることが有効だと考える。外部

専門家との連携を通して、これらの専門性を向上させることは、特別支援教育における「主体的・対

話的で深い学び」の実現のためにも必要である。 

そこで、Ａ校を研究拠点とし、特別支援学校の教員が外部専門家との連携を通してどのようにコミ

ュニケーションに関する指導を充実させていくかを検討することとした。外部専門家による支援は担

当教員に対して行われ、教員の意識・指導の変容によって児童生徒への指導・支援の充実を目指すも

のである。したがって、本研究では、授業改善の効果そのものではなく、支援を受ける教員の意識・

指導の変容過程に着目した。外部専門家による支援を受けた教員が、助言をどのように受け止めたの

か、そこに周囲の教員はどのような支援を行ったのか、それらによって教員の意識や指導がどのよう

に変容していくのかなどを分析する。分析結果として示された内容から考察し、特別支援学校と外部

専門家の連携における教育的効果を高めるためには、何が鍵となるのかを明らかにする。 



２ 研究仮説 

  Ａ校のシステムを活用し、かつ、Ａ校で実績の少ないコミュニケーションに関する指導への活用事

例を取り上げることで、外部専門家との連携による教育的効果を高めるために鍵となる項目を明らか

にすることができる。 

この仮説を検証するために、以下のことを行う。 

  ・Ａ校のコミュニケーションに関する指導における外部専門家と連携した取組の経過を調査する。 

  ・対象教員の意識や指導がどのように変容するのか、事例を通して分析する。 

 

３ 研究方法 

 (1) 対象 

  Ａ校小学部に所属する教員２名を対象とした（教員Ａ、教員Ｂ）。教員経験年数は、教員Ａが５年

未満、教員Ｂは 20年以上と差があるが、２名とも肢体不自由特別支援学校小学部での経験は５年未

満である。担当児童は１名ずつで、知的障害のある児童に対する教育を行う特別支援学校の各教科

の目標、内容を取り入れた教育課程で学習活動を行っている。 

教員Ａが担当する児童Ａは、姿勢の変換、座位の保持、歩行器を使っての移動、つたい歩きなど

ができる。大人から介助されるのを待つことが多いが、手指の粗大運動は可能であり、生活動作に

関して身体機能面での困難さは少ない。発声はほとんどないが、身体を動かすことによる意思の表

出は可能である。大人からの働きかけに対して模倣したり、言語指示に応えたりすることはほとん

ど見られないが、表情は明確に変わる。教員Ａは、児童Ａの表出手段、関心を向ける対象のバリエ

ーションが少なく、受動的な学習になりがちであることに指導・対応上の困難を感じており、児童

Ａからの発信が増えることや、身近な大人とのやりとりが成立することなどを今年度の重点目標と

して捉えていた。 

教員Ｂが担当する児童Ｂは、姿勢の変換、座位の保持、支持歩行などが可能であり、昨年度末よ

り短い距離であれば独歩もできるようになった。物を握り続けることは難しいが、上腕の可動域に

制限はない。発声はほとんどなく、大人からの働きかけに対する反応も乏しいが、関心のあるもの

には視線を向け、注視することができる。意に沿わないことに対して、嫌がるような声を出したり、

身体を動かして拒否反応をしたりする。要求行動については、教員の手に触れることで意思表出を

するという学習を積み重ねてきている。教員Ｂは、児童Ｂの意思を把握しにくい現状に対して指導・

対応上の困難を感じており、要求行動や関心を示す対象のバリエーションを増やすことを今年度の

重点目標として捉えていた。 

(2) 研究の流れ 

  教員Ａ及び教員Ｂの両事例ともに、外部専門家活用の流れはＡ校における外部専門家の活用シス

テムに沿った形で行われた。それは、相談内容の校内での共有、外部専門家による指導・支援、支

援後の校内での指導実践及び評価という PDCA サイクルに沿ったものであり、概して以下のような

流れで行われた。まず、対象教員はそれぞれ同じクラスを担当する他の教員（以下、「クラス担任」

とする）と児童の実態や相談したいことについて検討し、外部専門家活用シート（以下、「シート」

とする）に相談内容を記入した。次に校内のコーディネーター役である自立活動専任教員が事前に

シートを外部専門家と共有し、外部専門家は実際の授業に介入して対象教員に対する指導や支援を

行った。外部専門家による支援の後、対象教員はクラス担任とともに情報を共有して助言内容を生

かした取組を始めた。この間、対象教員やクラス担任は助言内容に沿った指導・支援の方法の検討、

及び児童の実態に関する協議を適宜実施しながら指導実践を展開していった。教員Ｂは校内支援会

議に参加しクラス担任以外の教員による助言も受けた。これらの指導実践と並行して、シートの作

成、個別の指導計画の見直しが行われた。 

データ収集については、外部専門家による支援を受ける前後の対象教員の意識や指導の変容と途



表３ インタビュー調査日及び所要時間 

 対象教員 調査日及び所要時間 

活
用
前 

教員Ａ ６・20（37分） 

教員Ｂ ６・20（52分） 

指
導
経
過 

教員Ａ ７・12（40分） 

教員Ｂ ７・12（38分） 

活
用
後 

教員Ａ ９・21（43分） 

教員Ｂ 11・28（68分） 

 

中経過を捉えるために３回のインタビュー調査を行った。また、外部専門家による支援を受けてど

のように授業改善がされたのかを把握するために、指導場面の動画撮影を２回行った。外部専門家

による助言内容、対象教員とクラス担任との検討会における協議内容は、その場に同席することで

把握し、概要をまとめた。 

以下に、教員Ａ、Ｂそれぞれの指導実践の流れについて示す（表１、表２）。 

  表１ 指導実践の流れ（教員Ａ） 

 日付 指導場面 介入／支援 協議内容 

プレ評価授業 ６・20 個別学習 ― ― 

外部専門家に 

よる支援 

７・５ 個別学習 
ST 

自立活動専任教員 
― 

７・12 生活単元学習 
OT 

自立活動専任教員 
― 

校内検討会 
７・28 ― クラス担任 助言内容の振り返り 

８・３ ― クラス担任 個別の指導計画の見直し 

ポスト評価授業 12・５ 個別学習 ― ― 

 

  表２ 指導実践の流れ（教員Ｂ） 

 日付 指導場面 介入／支援 協議内容 

プレ評価授業 ６・20 個別学習 ― ― 

外部専門家に 

よる支援 

７・５ 個別学習 
ST 

自立活動専任教員 
― 

９・19 生活単元学習 
ORT 

自立活動専任教員 
― 

校内検討会 

８・３ ― クラス担任 助言内容の振り返り 

９・19 ― クラス担任 ２学期の取組 

10・５ ― クラス担任 記録の分析と教材の検討 

ポスト評価授業 12・５ 個別学習 ― ― 

(3) インタビュー調査 

   教員の意識・指導の変容を捉えるために、教員Ａ、Ｂ 

に対して個別に半構造化面接によるインタビュー調査を 

３回実施した（表３）。その内容は、外部専門家を活用す 

る前は教員の現状認識に関するもの、指導経過時には外 

部専門家による支援を受けて気付いたことや指導実践に 

生かしていく計画など、外部専門家を活用した後は助言 

内容を生かして行った指導実践の振り返りに関するもの 

であった。インタビューは、全て ICレコーダーで音声記 

録し発言内容のデータを収集した。 

(4) 分析方法 

対象教員の意識・指導の変容過程と周囲からの支援の関係性を検討するために、インタビュー調

査における対象教員の発言内容を逐語録化し、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（以

下、「M-GTA」とする）に準拠する方法で分析した。M-GTAとは、木下（2007)によれば「データの解

釈から説明力のある概念の生成を行い、そうした概念の関連性を高め、まとまりのある理論を作る



方法」と説明されている。発言内容の解釈を通して概念が生成され、そして、類似または関連して

いる概念は、カテゴリー化されるといった手順で継続的分析を行うものである。 

本研究では、対象教員２名の共通項である「外部専門家による支援を受けた教員」として解釈を

行うこととし、誰の発言であるかは区別せずに分析した。なお、発言内容の解釈は研究者を中心に

行ったが、生成された概念やカテゴリー化については共同研究者２名による検討も加えた。発言内

容の分析を通して、教員の意識・指導の変容過程、その変容と周囲からの支援との関係性を捉えた。

解釈の方向性が妥当であるかを確認するために、発言内容の再分析、活用前後の指導における行動

分析、シートや協議で用いられた資料などの内容分析を行った。 

 

４ 結果 

  インタビュー調査における M-GTAを用いた分析の結果を、本研究では以下のように示す。発言内容

例を表に示し、生成した概念は【 】、類似または関連している概念をまとめカテゴリー化したもの

は『 』で示す。 

(1) 現状認識から相談内容の検討に至る過程 

対象教員２名は、現状について表４のように困難を感じている状況を語っていた。これらの発言

は、対象教員２名の現状認識であると解釈され、語られている内容から【難しさ】、【見通しがない】、

【混乱・戸惑い】といった概念が生成された。これら三つの概念は、対象教員２名が感じている困

難を表すものであることから、『指導・対応上の困難』としてカテゴリー化された。 

  表４ 困難を感じている状況に関する発言内容 

発言内容例 概念 カテゴリー 

「日常のいろいろな場面での、当たり前のように定着をしてほしい、そういう事柄

の定着が難しいお子さんだなという、悩みがあります。」 

「〇〇君の、すごく好きな物を見付けるのが・・・何が好きなのか分からない。」 

【難しさ】 
『
指
導
・
対
応
上
の
困
難
』 

「どういうふうに教えて定着させたらいいのか、よく分からない。」 

「〇〇さんが、どう動くのか分からない。」 

【見通しが 

ない】 

「引継ぎでは、お腹に手を当ててこうしたら座るよと。（中略）でも、それが、体を

反って、なかなか座れないのです。」 

「〇〇君、褒めても喜んでいるように見えないので。伝わっているのかな？と思う。」 

【混乱・ 

  戸惑い】 

対象教員２名は、自身が感じている困難について語りながら、困難の要因として考えられること

について、表５のように発言していた。その内容から、要求行動や離席行動などの【児童の行動】、

感情や体調などの【児童の内的要因】、学習形態の違いなどの【指導環境の違い】という概念が生成

された。これらの概念は『困難の要因の明確化』としてカテゴリー化された。 

    表５ 困難の要因として考えられることに関する発言内容 

発言内容例 概念 カテゴリー 

「なかなか教材がヒットしなくて。途中で寝たり、椅子を後ろに引いてやめようと

したりするんです。集中が 10分くらいで切れるみたいで。」 

「抱っこは喜ぶかな？“抱っこして”みたいに両手を出したりするので。」 

【児童の行動】 『
困
難
の
要
因
の
明
確
化
』 

「心地よく疲れるくらいに体をしっかり動かせば、彼は落ち着いています。」 

「暑さに弱くて、イライラしているところもあるし、飽きたとかもあると思う。」 

【児童の 

内的要因】 

「児童のやりたいことを把握するのが難しいです。だから、活動を設定するときに、

これでいいのか不安になります。」 

「得意な分野で（中略）作業学習のポジションを決めたりしていた。でも集団があ

ったでしょ？今は、そんな大きな集団がないので。」 

【指導環境の 

違い】 



外部専門家に相談したいことに関しては、表６のような発言があった。具体的な指導場面や指導

目標を想定して相談内容を検討していると解釈される内容と、自身の現状認識に対して理解を求め

ていると解釈されるような内容があった。そこから【具体的な相談の検討】、【共感を求める態度】

という概念が生成され、『支援を受ける態度』としてカテゴリー化された。 

   表６ 外部専門家に相談したいことに関する発言内容 

発言内容例 概念 カテゴリー 

「個別学習の中心課題は、目と手の協応ですかね。どのような教材があると

か、今使っている教材もこれでいいのか、その辺りのことも聞けたら。」 

「教材を使ったやりとりの仕方、聞いてみたいです。」 

【具体的な 

相談の検討】 

『
支
援
を
受
け
る 

 
 

 
 

 

態
度
』 

「一年生の時からずっと毎日毎日取り組んできたにも関わらず、本当にこの

ままいってしまうのかな？どうしたらいいのかなといろいろな場面で困る。」 

「すごい歩けているってことですね。〇〇PTも上等と言ってくれました。」 

【共感を 

求める態度】 

生成された概念は『指導・対応上の困難』、『困難の要因の明確化』、『支援を受ける態度』の三つ

のカテゴリーにまとめられた。それらを指導実践の時系列に並べると、対象教員２名が外部専門家

への相談内容の検討に至った過程が図２のように示された。現状認識から相談内容の検討に至るま

での過程全体を捉えた上で、全ての発言内容を振り返って再分析したところ、【児童の行動】に着目

して困難の要因を捉えている場合には【具体的な相談の検討】につながることが多かった。一方で、

【児童の内的要因】に関連付いた発言が多い場合には【共感を求める態度】につながりやすいパタ

ーンが見出され、それぞれの概念間のつながりが捉えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 現状認識から相談内容の検討に至る過程 

 

(2) 助言を受けた後に意識・指導が変容する過程 

外部専門家による支援を受けた後に、対象教員２名のインタビュー調査を２回行った。外部専門

家による支援、対象教員２名とそれぞれのクラス担任との検討会に同席し、支援内容や協議内容を

把握した。対象教員２名は、外部専門家による支援を受けた後、助言内容をクラス担任へ伝達した。

助言内容を正確に理解できている場合には記録や伝達が円滑に行われるが、記憶や理解に曖昧な部

分がある場合には、外部専門家による支援に同席した校内の教員による理解や伝達の手助けが必要

となる。Ａ校においては、主に自立活動専任教員がその役割を担っている。自立活動専任教員によ

『支援を受ける態度』 

『指導・対応上の困難』を認識 

【具体的な相談の検討】 【共感を求める態度】 

『困難の要因の明確化』 

【指導環境の違い】 【児童の行動】 【児童の内的要因】 



る支援については、対象教員２名も表７のように発言しており、その内容から【助言内容の理解や

整理に対する支援】という概念が生成された。 

対象教員２名からクラス担任に伝達が行われると、クラス担任間での共通理解が促され、協力し

て取組が行われたり、協議する機会が増えたりしたことが以下のように語られている。この発言内

容からは【協力体制の中での取組】という概念が生成され、【助言内容の理解や整理に対する支援】

と合わせて『複数の教員による助言内容の共有』としてカテゴリー化された。なお、【協力体制の中

での取組】は複数の教員による共通理解が基盤になっていることが、対象教員２名の発言内容から

示された。 

表７ 周囲の教員による支援に関する発言内容 

外部専門家による支援を受けた後の取組に関する発言内容からは、【情報の整理】、【関わりの見直

し】、【習得した知識に基づく試み】、【効果の実感】という四つの概念が生成された。これらは、外

部専門家の助言を活用した指導実践に関する内容であることから『助言内容を生かした実践』のカ

テゴリーとしてまとめられた。具体的な発言内容は表８に示す。【効果の実感】については、外部専

門家による支援の直後（２回目のインタビュー調査時）に語られる場合と、支援を受けて時間が経

過した後（３回目のインタビュー調査時）に語られる場合があった。 

表８ 支援を受けた後の取組に関する発言内容 

発言内容例 概念 カテゴリー 

「外部専門家活用シートは記入するので、それを振り返りに使います。」 

「支援会議の議事録を見返したりしています。」 
【情報の整理】 

『
助
言
内
容
を
生
か
し
た
実
践
』 

 

「〇〇君の行動を待って、増やしていくことが大事かな？と思って。」 

「教材も、いろいろ試してみるのも大事だなと思いました。」 

「学習中の活動自体が、彼のストレスになっていたかなと思うようになった。」 

【関わりの 

    見直し】 

「玉落としの教材でゴルフボールを多めにしました。」 

「好きなおもちゃを使えるように活動を工夫してみました。」 

「おもちゃを、たくさん用意して選べるようにしました。」 

【習得した知識

に基づく試み】 

「ゴルフボールを自分で選んで、入れて。最後にピンポン玉だけになると、も

う遊び始めるので、ゴルフボールがいいんだなって分かります。」 

「１学期と比べて、〇〇君、自分で動いていることが多いなって思います。」 

「自信はないけど、“終わり”を嫌がることは減ってきたように思う。」 

【効果の実感】 

３回目のインタビュー調査では、対象教員２名は外部専門家を活用した取組について表９のよう

に振り返った。発言内容から生成された【助言内容の活用の広がり】という概念には、助言内容を

生かす指導場面の広がりだけでなく、他のクラス担任にも助言内容が生かされるといった協力体制

の広がりに関する内容も含まれている。シートの活用や【協力体制の中での取組】によって、自身

発言内容例 概念 カテゴリー 

「〇〇先生（ST）がくれた資料を〇〇先生（自立活動専任教員）からもらって読

ませてもらった。」 

「活用シートや〇〇先生がくれた資料、支援会議の内容を基に話をしています。」 

「〇〇先生に言ってもらって、思い出すこともあって。」 

【助言内容の 

理解や整理に 

対する支援】 

『
複
数
の
教
員
に
よ
る 

 
 

 
 

 

助
言
内
容
の
共
有
』 

「教材を、〇〇先生と〇〇先生に相談しながら作りました。」 

「クラスで共通理解してないと、私だけできてもいけないので。」 

「クラスで観察していって、気付いたことを報告し合うようにしました。」 

「支援会議の中で、いろいろな先生のアドバイスがあるので、それをもち帰って

クラスで検討することが増えました。」 

【協力体制の 

 中での取組】 



のこれまでの児童への関わり方を振り返るような発言からは【自身のこれまでの取組への着目】と

いう概念が生成された。この二つの概念は『教員の意識・指導の変容』としてカテゴリー化された。 

表９ 取組を振り返った発言内容 

発言内容例 概念 カテゴリー 

「ダンスの時に、〇〇君の腕を強めに振ってみたら、途中で座り込むこ

とがなくなったし、表情も違うので、今までは刺激が弱かったんだなと

思います。」 

「〇〇先生が担当している時も給食袋を見てもスムーズに移動につなが

らなくて“もっとやりたい”ということかなと思って対応したと言って

いました。」 

【助言内容の活用の 

広がり】  

『
教
員
の
意
識
・
指
導
の
変
容
』 

「活用シートをまとめたことで、助言内容だけでなく、自分が助言を受

ける前はどうだったのかを振り返ることもできました。」 

「彼の立場で考えていなかったなということに気付きました。声掛けと

か教材の見せ方とか。」 

【自身のこれまでの     

    取組への着目】 

『複数の教員による助言内容の共有』と『助言内容を生かした実践』のカテゴリー内の概念を指

導実践の時系列に並べることによって、対象教員２名が助言を指導実践に生かし、意識・指導の変

容に至った過程が捉えられた（図３）。その過程を把握した上で、全ての発言内容を振り返って再分

析を行なったところ、【効果の実感】と【協力体制の中での取組】によって、【助言内容の活用の広

がり】が起こるという概念間のつながりが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 考察 

本研究では、Ａ校のコミュニケーションに関する指導において外部専門家を活用する事例を通して

教員の意識・指導の変容過程を明らかにすることを目的とし、２名の教員から得られた発言内容の分

析を行った。結果より、現状認識から相談内容の検討に至る過程と、外部専門家による支援を受けた
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【助言内容の活用の広がり】 

図３ 助言内容の理解から意識・指導の変容に至る過程 

【情報の整理】 

【関わりの見直し】 

【習得した知識に基づく試み】 

【効果の実感】 

【助言内容の理解や整理に対する支援】 

【協力体制の中での取組】 

助言内容の理解 

助言内容を 

伝達する 
共通理解ができる 



後に意識や指導が変容する過程が示された。ここでは、主に、外部専門家の効果的な活用を実現する

ために鍵となる項目について考察していく。 

(1) 効果的に外部専門家を活用するための鍵となる項目 

 ア 児童の行動への着目 

    活用前の発言内容の分析から、【具体的な相談の検討】に至る前の意識について、二つのパター

ンがあることが示された。一つは【児童の行動】に着目している場合であり、もう一つは【児童

の内的要因】に着目している場合であった。前者の場合に【具体的な相談の検討】に至ったこと

から、主訴の明確化である【具体的な相談の検討】は、【児童の行動】への着目と関連があること

が示唆される。この【児童の行動】と【児童の内的要因】への着目の違いについては、児童の実

態を客観的事実として捉えることができるかどうかの違いが大きいと考えられる。【児童の内的要

因】への着目は感情面などに関する見立てを示すことから、教員や状況によって左右されること

もあり得る。外部専門家の指導・助言は、子どもの実態に合わせた支援・指導方法に関する内容

であり、それは子どもが示す「行動」に沿って検討される。したがって、相談に当たって【児童

の内的要因】が主訴の中心になっていると教員の「感じ方」の確認を行う必要が生じ、協議が円

滑に進まない場合もあり得るだろう。その一方で、【児童の行動】はその回数や頻回に起こる場面

を教員が客観的に把握することができ、外部専門家へ来校前に伝えることも可能である。児童の

様子を長時間見学する必要はなくなり、初回の相談から子どもの実態に合わせた支援・指導方法

の提案が可能となる。外部専門家は事業の制度上、来校回数や相談時間に制約がある。そのよう

な状況の中でより効果的に外部専門家を活用するためには、活用の起点である相談内容が焦点化

されていることが望ましい。高知県の「巡回相談員派遣事業」を対象とした先行研究では、主訴

が明確でない場合、明確化するために協議の時間を要し本来の協議の時間が十分に確保できなく

なることが指摘され、相談開始の時点で主訴が明確になっている重要性が示されている（佐藤，

2014）。 

本研究の結果から、【児童の行動】へ着目することによって【具体的な相談の検討】につながる

過程が示された。様々な制約がある外部専門家の活用において限られた機会や時間をより効果的

に活用するためには相談内容が焦点化されている必要があり、【児童の行動】への着目は、それを

可能にする。このことから、効果的な活用のための鍵となるのではないかと考えられた。 

  イ 効果の実感 

本研究では、『助言内容を生かした実践』の中で【効果の実感】を得ることと【助言内容の活用

の広がり】とのつながりが示された。そして、『助言内容を生かした実践』は外部専門家からの助

言によって対象教員２名が自身のこれまでの児童への関わりを見直し、改善や新たな工夫を試み

るといった過程で進められたことが明らかになった。その試みに対して児童の様子に変化が見ら

れると、助言内容を生かすことに関して【効果の実感】が得られ、さらに他の指導場面において

も助言内容を生かして考えてみようと意欲が増し、【助言内容の活用の広がり】が生じていた。 

霜田ら（2008）の外部専門家と特別支援学校との連携に関する事例においても、外部専門家の

助言に基づいた支援・指導の効果が、支援を受けた教員に認識されると、その後の積極的な指導

実践の展開につながる可能性が示されている。これは本研究における結果と同様の『教員の意識・

指導の変容』であり、【効果の実感】が効果的な外部専門家活用の鍵となることが示唆される。 

また、その効果を早い時期に認識することの重要性についても併せて示されている（霜田

ら,2008）。本研究における結果について、【効果の実感】が語られた時期に着目すると、早い時期

に効果を実感した場合には、助言によって得られた視点などを他の指導場面において活用したエ

ピソードが多く語られていた。 

本研究では【効果の実感】がその後の指導実践を積極的なものにすることが示され、これは外

部専門家の効果的な活用のための重要な鍵となる項目と考えられる。併せて、短期間で【効果の



実感】ができることによって、より積極的な助言内容の活用が行われる可能性についても示唆さ

れた。このことから、できるだけ短期間で助言内容の理解・整理をし、スムーズに授業改善を行

うことの必要性も示唆され、その認識を教員間に広げることも、より効果的な活用の実現につな

がるのではないかと考えられた。 

ウ 理解につなげる 

    本研究では、『助言内容を生かした実践』や『複数の教員による助言内容の共有』を通して『教 

   員の意識・指導の変容』が起こっていることが示された。そして、この過程における起点に着目 

すると、助言内容の理解が基盤になっている。 

支援を受ける教員の理解につなげるために、外部専門家が助言の仕方を工夫している様子も見

られた。外部専門家は専門的な用語による説明を避け、教員に対して分かりやすくなるように配

慮していた。このことは、特別支援学校の教員が特別支援学級などへの支援を行う際にも生かす

ことができる工夫であろう。 

しかしながら、外部専門家による支援は指導場面において実施されることが多く、支援を受け

る教員は児童の指導や対応をしながら助言を聞くことになる。外部専門家によって助言の仕方が

工夫されたとしても、記録が取れないことなどによって助言内容の記憶や理解に曖昧さが生じる

ことも起こり得る。本研究においても、助言内容の理解に手助けが必要な場合があり、自立活動

専任教員による【助言内容の理解や整理に対する支援】が行われた。この支援が【協力体制の中

での取組】につながり、『教員の意識・指導の変容』が起こっていた。助言内容を理解することに

よって、それを整理したり活用したりすることが可能になる。したがって、確実な理解につなげ

るために周囲の教員が支援を行うことは、効果的な外部専門家活用の鍵となることが考えられた。 

エ 協力体制の中での取組 

本研究では、自立活動専任教員による【助言内容の理解や整理に対する支援】の効果だけでな

く、クラス担任や他の教員による協議が活性化するなど【協力体制の中での取組】が『教員の意

識・指導の変容』につながることが示された。 

山根(2015)は、巡回相談におけるコンサルテーションには３段階の支援があることを指摘して

いる。その中の一つに「日々の支援や関わりの中から実行可能な方策を共に考えること」が挙げ

られる。山崎(2008)は、通常学級への巡回指導型コンサルテーションを実施した事例研究におい

て、外部機関の介入は１回から数回の不定期な来校では効果を上げにくいことを明らかにした。

これらの先行研究は、外部専門家が効果的に活用されるためには、日常的かつ継続的な支援が必

要であることを示唆している。先述のように、外部専門家の来校回数や相談時間には制約がある

ため、日常的かつ継続的な支援を外部専門家に求めることは難しく、校内の教員がこの支援の役

割を担うことが求められる。本研究においては【協力体制の中での取組】と【助言内容の活用の

広がり】のつながりが明らかとなり、校内の教員が自らの知識や技術を生かして対象教員２名へ

の支援を行ったことによる効果が示された。【協力体制の中での取組】は校内の教員の専門性が活

用され、そのことによってさらに専門性が向上することも期待できる。このことから、【協力体制

の中での取組】は、外部専門家の活用を効果的なものにするために欠かせない鍵の一つとなるこ

とが考えられた。 

(2) 円滑に進めるための方法 

本研究においては、教員間の共通のツールとして、「学習到達度チェックリスト」(徳永,2014）や

「外部専門家活用シート」、個別の指導計画、協議内容をまとめた資料や記録、文献を参考に作成し

た「コミュニケーションに関する学習内容表」などが活用されていた。そして、これらのツールは

児童の実態把握や助言内容の整理と振り返り、指導実践の振り返りに用いられるとともに、指導を

進める上で教員間の共通理解を図る目的でも利用された。これらは外部専門家の活用を効果的なも

のにするための鍵となると考えられる。 



高田(2008)は、特別支援学校におけるケース会議でのコンサルテーションを実施した事例におい

て、チームでの取組のためには「教員間のコミュニケーションの充実」と「コミュニケーションの

過程と内容を見える形にするツール」が有効であることを指摘している。本研究においても、ツー

ルを用いることによって教員間の協議が活性化し、協議内容の記録を残したことで振り返りに活用

することなどができており、このことが複数の教員による協力体制の中での取組を可能にしていた。 

これらのことから、効果的な外部専門家の活用を円滑に進めるためには、教員間で共通のツール

を使用することが有効であると考えられる。近年では、チームでの取組において共通して使用でき

るツールの必要性や、協議内容を可視化することなどの必要性が認識されつつあるが、Ａ校の教員

間で使用されているツールはその具体例として参考になることが期待される。しかしながら、検討

会を実施することやそのための資料を作成することは教員の負担感につながることも考えられるた

め、使用するツールについては新たな様式を作成するよりも、個別の指導計画など既存の資料を活

用する必要があると考える。 

 

６ 成果と課題 

本研究から、効果的に外部専門家を活用する指導実践の過程が示され、さらに、その実現のための

鍵となる項目が示唆された。高知県では、研修などの機会に「自立活動充実事業」や「実践交流事業」

について説明し、周知が図られているが、具体的にどのように指導実践に生かしていくのかという参

考例を知る機会は少ない。そこ

で、本研究において明らかにな

った教員の意識・指導の変容過

程、効果的な外部専門家活用の

鍵となる項目について図示し、

「外部専門家を活用した指導実

践に関する仮説モデル」として

提案する（図４）。この図を示す

ことにより、外部専門家による

支援を受ける教員の指導実践過

程や校内支援体制の具体的な役

割が取組の参考になると考えら

れる。仮説モデルを参考にした

実践が広がることによって、高

知県における外部専門家の活用

を現状よりも効果的なものにし、

教員の専門性の向上の一助とし

たい。 

しかしながら、このモデルは 

Ａ校における２事例を基にした 

仮説であり、今後多くの教育現

場において実践を経て検証され

る必要がある。この検証は特別

支援学校内だけでなく小・中学

校などにおける外部専門家の活

用の場でも行われる必要がある

だろう。例えば、Ａ校以外の特 

 

 

図４ 外部専門家を活用した指導実践に関する仮説モデル 



別支援学校や小・中学校などでは、自立活動専任教員は配置されておらず、指導形態にも違いがある

ため、【協力体制の中での取組】について説明の追加や新たな提案が必要になることも考えられる。 

インクルーシブ教育システムの構築に向けて、特別支援学校内での指導・支援の充実に加え、特別

支援学校のセンター的機能の向上も目指していく必要がある。本研究の成果を「実践交流事業」や「巡

回相談事業」の事例においても活用し、実践を経た検証を行うことでセンター的機能の向上にもつな

げていきたい。 

 

【参考・引用文献】 

文部科学省(2012)：共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告） 

 高知県教育委員会(2016)：第２期高知県教育振興基本計画 

高知県教育委員会事務局特別支援教育課(2017)：高知県の特別支援教育に関する施策の一覧抜粋版 

 高知県立Ａ校(2014,2015,2016)：「自立活動充実事業」実施報告書 

加藤哲文・大石幸二(2004)：特別支援教育を支える行動コンサルテーション－連携と協働を実現するためのシステムと 

技法―、学苑社 

木下康仁(2007)：ライブ講義 M-GTA、弘文堂 

坂口しおり(2006)：障害の重い子どものコミュニケーション評価と目標設定、ジアース教育新社 

坂口しおり(2008)：障害の重い子供のコミュニケーション評価と支援の考え方、肢体不自由教育 No.183、pp12-17 

霜田浩信、星野常夫、須田孝、高田豊、阿部和彦(2008)：外部専門家による特別支援学校との連携の効果、文教大学 

教育学部『教育学部紀要』第 42集、pp103-113 

徳永豊(2014)：障害の重い子どもの目標設定ガイド―授業における「学習到達度チェックリスト」の活用―、慶應義塾 

大学出版会 

柳本雄次(2012)：外部専門家の活用による特別支援学校教員の専門性の向上、科学研究費助成事業研究成果報告書 

山根隆宏(2015)：巡回相談における専門性と他職種協働に関する一考察、奈良女子大学心理臨床研究第２報、pp47-54 

佐藤京子(2014)：特別支援学校のセンター的機能に関する研究―巡回相談におけるアドバイスとその効果―、高知県 

教育委員会事務局教育政策課 HP、平成 27年度実践研究報告書 

高田麻里(2008)：特別支援学校におけるケース会議へのコンサルテーション臨床研究―チーム力を活かした支援のため

に―、神奈川県立総合教育センター長期研修員研究報告６、pp121-12 

山本洋平(2017)：特別支援教育における外部専門家の活用についての研究～子どもたちの可能性をチームで伸ばすため

に～、平成 28年度高知県教育センター研究紀要、pp82-93 

山崎有子(2008)：通常学級に在籍する特別な教育的支援を要する児童の問題行動改善を目的とした巡回指導型コンサル

テーションモデル、新潟大学大学院修士論文 

 



 

  開発的生徒指導を基盤とした学級（学校）経営の在り方についての研究 

～生徒のリソースを尊重した SSTの実践を通して～ 

 

津野町立東津野中学校  教諭   田中 美輪  
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本研究の目的は、社会的スキル・トレーニング（social skills training；以下、SST）のプログラ

ムを通して、生徒の社会的スキルを獲得することへの意欲を高め、生徒にとって実際に機能する行動の

ための SSTの手法の一方策を検討することである。 

本研究では、生徒自身が身に付けたい社会的スキルに関するアンケート調査を実施し、それを基に生

徒のリソースを尊重したプログラム展開で SSTを行った（リソースとは解決志向アプローチに由来した

ものである）。このプログラムに対して、生徒による授業評価を実施した。 

実践研究の結果、本プログラムが生徒にとって機能する行動を学ぶ SSTとして受け止められ、社会的

スキル獲得への意欲の向上が確認された。また、共同体感覚、自尊感情も有意に高まる結果が得られた。 

 

＜キーワード＞リソース、ニーズ調査、生徒による授業評価、SST、解決志向アプローチ 

 

１ 研究目的 

  少子化や核家族化、情報化など、急激な社会情勢の変化は子どもたちの健全な発達や生活にも少な

からず影響を及ぼし、他者との円滑なコミュニケーションを取ることに困難さや苦手意識を感じてい

る子どもが増加しているように思える。特に、本県の中山間地域の学校においては生徒数の減少が著

しく、就学前から人間関係の固定化が見られ、このことに起因して人間関係や学校生活に困難や不安

を抱えている生徒も少なくない。 

研究協力校であるＡ中学校もまた、校区に小中各１校だけの単級の小規模校である。人間関係の固

定化も見られ、良好に見える既存の人間関係でも、実際には一方が我慢をして付き合う場面があるな

ど、互いにとって居心地の良い関係とは言えない現状もある。また、道徳意識調査の質問項目「自分

にはよいところがあると思いますか」についても、年度末に低下する生徒がおり、手立ての必要性を

感じている。 

このような現状から、人間関係や学校生活の困難や不安を軽減するために社会的スキルを身に付け

る必要性があると考えた。学校現場では、これらの問題への対応策として、SST や構成的グループエ

ンカウンター（structured group encounter;以下、SGE）が行われている。 

SST や SGE を用いた様々な実践はこれまでにも多く行われており、その効果が報告されている。例

えば、渡辺・山本（2003）は、中学校及び適応指導教室での SSTが、中学生の向社会性及び自尊心の

中でも社会的場面での不安軽減の効果があることを報告している。小野寺・河村（2005）は、SGE を

継続的に行うことで生徒の学級生活への満足感を高めることを示している。高橋・小関（2011）は、

学級単位の SSTの効果について検討し、小学１～３年生で最も効果が得られやすいと述べている。 

しかし、これまでの研究で以下のような課題も指摘されている。 

１点目は、SST での標的スキル（ターゲットスキル）の選択についてである。嶋田・石垣（2016）

は、これまでの SSTについて、教師が望ましいと考えるスキルや保護者のニーズなど教育的意義が優

先されたものが多かったことを指摘し、「大人が『こうしてほしいと考える』行動ではなく、『環境に

対して効果的に機能する』行動が選択されることが期待される」と述べている。 

ここでいう「機能する行動」とは、単純にスキルがないから身に付けさせる（行動の型を学習させ

る）というわけではなく、環境との相互作用を重視しながら、そのスキルがどのような環境でどのよ



 

うに機能する（生徒の日常にとって役に立つ）かという観点を踏まえて実践される行動を指している

（嶋田・石垣、2016）。 

また、「小学校高学年以降は、文脈（場面）を踏まえない『行動の型』の指導のみでは不十分であ

る場合が多くなってしまい、年長の児童・生徒を対象とした、機能的アセスメントを踏まえていない

SST が、全体としての効果を低めてしまっている可能性がある」と、小学校高学年以降の SST におい

ては機能面を考慮した標的スキルの選択の必要性について論じている。 

２点目も標的スキルの選択に関連することである。嶋田・石垣（2016）は、佐藤・佐藤（2006）が

示した、ソーシャルスキルの基本的性質を踏まえた上で、「『社会的スキルの実行は社会的強化を最大

にするものである』ことを前提にした場合、選択した標的スキルの使用によって、遂行の相手から本

人の望むような反応が得られる可能性があるかどうかという観点が十分に考慮されている必要があ

る」という課題も指摘している。 

以上の課題を踏まえ、本研究では次の３点を行うこととした。 

１点目は、「行動の機能」に着目し、生徒を対象に、生徒自身が身に付けたいスキルに関するアン

ケート調査を実施する。この調査結果を基にして、標的スキルを選択することで、「環境に対して効

果的に機能する行動」を選定する一つの方法を検討することができると考える。 

２点目は、プログラムの展開において、生徒のリソースを尊重することである。ここでいうリソー

スとは、解決志向アプローチに由来したものである。解決志向アプローチの第一人者である黒沢は、

リソースについて、解決志向アプローチにおける「ものの見方・考え方（発想の前提）」の一つとし

て、「クライエントは、彼らの問題解決のためのリソース（資質・資源）をもっている。クライエン

トが、（彼らの）解決のエキスパート（専門家）である」と述べている（森・黒沢、2002）。 

本研究では、生徒自身を、機能する行動について知っている「学級内外の人間関係づくりの専門家」

と位置付け、生徒たちからリソース（スキル実行の工夫や方法、今までに実行してうまくいったやり

方や考え方など）を引き出すプログラム展開を用いた SSTを行うこととした。 

３点目は、生徒自身による授業評価を取り入れることである。金山・中台・江村・前田（2005）は、

SST の効果等の評価について「これまでの研究では、プログラム実施者からの視点でソーシャルスキ

ル教育の効果や有用性が語られており、プログラムの利用者である生徒の評価が見えてこなかった」

と問題点を指摘している。そのことから、プログラムの利用者である生徒による授業評価を求めるこ

とで、プログラム利用者の視点での効果や有用性を検討することとした。 

本研究では、上記のプログラムを行うことで、生徒の社会的スキルを獲得することへの意欲を高め、

生徒にとって実際に機能する行動のための SSTの手法の一方策を検討することを目的とする。 

さらに、金山・片岡・金山（2017）は解決志向アプローチの研修プログラムが大学生の自尊感情を

向上させることを明らかにしており、そのことを踏まえると、本研究で生徒たちのリソースを尊重し

た、解決志向アプローチの視点を活かした SSTのプログラムを実施することは、生徒たちにとって「自

分はこれでいいんだ」「自分にもいいところがある」と自分の良いところを再確認したり、学級の仲

間の良いところに気付いたりすることができる機会となり、生徒の自尊感情や学級適応に影響を及ぼ

すことも考えられる。 

そこで、本研究では、この手法で生徒の共同体感覚や自尊感情の向上についても検討したい。さら

に、個別の活動の有効性はもとより、学校教育における取り組みやすさの観点から活動の有用性につ

いても着目していきたいと考える。 

 

２ 研究仮説 

生徒自身が身に付けたいスキルに関するアンケート調査（以下、ニーズ調査）や、生徒のリソース

を尊重したプログラム展開での SST等を実践することで、生徒の社会的スキル獲得への意欲を高める

ことができる。また、子どもたちの共同体感覚が醸成され、自尊感情を高めることができる。 



 

なお、７月の「社会的スキルとは何か」を周知しニーズ調査を実施する介入時期を検証１期、８月

下旬から 11月上旬に行う SSTを実施する介入時期を検証２期とする。 

 

３ 研究方法 

(1) 基礎研究 

ア 自尊感情について 

  中間（2016）は、「自尊感情という概念自体はとても曖昧で広い概念であり、広い意味でとらえ

れば『自分っていい』『自分はそんなに悪くないな』と感じることに関係するあらゆる感情や認知

を含んでいる」と、自尊感情について理論的にいろいろな区別や分類が提唱されていることを論

じている。また、自尊感情の捉え方について、ローゼンバーグの見解を例に挙げ、自己を評価す

る在り方として「とてもよい（very good）」と「これでよい（good enough）」と二つに区別した

上で、ローゼンバーグ自身は、後者の「これでよい」という感覚に基づくところが自尊感情であ

るとしていることを述べている。本研究では自尊感情を、他者との関わりの中で自己を認めると

いう感覚に近い、岡林・西森（2015）の「他者との関わりの中で育まれるものであり、自分をか

けがえのない存在として認め、欠点を含めた自分自身を好きだと思う気持ち」と定義することと

した。そして、東京都教職員研修センター（2011）の作成した自尊感情測定尺度を用いて検証の

効果を検討する。 

イ 共同体感覚について 

アルフレッド・アドラーを創始者とするアドラー心理学において最重要とされている概念であ

る。共同体感覚について、高坂（2011）は、学校適応、劣等感、心理的ストレス反応との関連を

明らかにし、中学生という学齢において、「共同体感覚と友人関係が強く関わっている」ことを示

している。本研究では、生徒の学級適応の状態の一端を検証するために、「所属感・信頼感」「自

己受容」「貢献感」の下位尺度で構成され、高坂（2011）が作成した共同体感覚尺度を活用する。 

ウ 解決志向アプローチについて 

米・ミルウォーキーの BFTC（Brief Family Therapy Center）発祥の心理療法の一つで、最も

シンプルで学習しやすく、臨床心理学の基礎知識が不要（森・黒沢、2002）とされる方法である。 

   日本の第一人者である森（2015）はこのアプローチについて、「『問題』や『原因』に焦点を当

てない、そもそも『問題』から出発しないという発想に基づいたやり方のことで、人々が『解決

（より良き未来）』を手に入れることに役立つものだけに焦点を当てる方法」であり、「人々が『解

決（より良き未来）』を手に入れることに役立つものとは、『リソース（資質・資源）』『解決像（良

い未来像）』『アクション（何かすること）』の三つだとするやり方のこと」と述べている。 

解決志向アプローチの視点を活かしたプログラムを活用することで、本研究の二つ目の課題「対

象とする子どもが、ソーシャルスキルを使ったときに、本人の望むような反応が相手から得られ

るかどうか」という点にも応えることができると考えている。 

 (2) 実践研究 

  ア 研究対象 

Ａ中学校２学年の生徒（男子 11名、女子６名、計 17名） 

  イ 実施期間 

2017年５月～2017年 11月 

  ウ 研究の全体実施計画（図 1） 

 

 

 

 



 

図１ 研究の全体実施計画 

 

  エ 検証１期の概要 

「社会的スキル改善意欲をもつことによる社会的スキル改善が可能（久木山、2005）」との先行

研究を受け、生徒に社会的スキル改善意欲をもたせてから SSTを行うことが、ソーシャルスキル

の般化につながると考えた。 

そこで、検証１期では、「ソーシャルスキルとは何か」について検証授業（１回）を実践した。

授業では、その場で効果を感じやすい「⑭イライラしたりドキドキしたりした気持ちをコントロ

ールする」スキルについて授業を行い、生徒に、ソーシャルスキルという考え方を周知し、その

必要性を考える機会となるように配慮した。 

また、同時に、生徒が学びたいと考えるスキルについて「ニーズ調査」を実施した（表１）。嶋

田・石垣（2016）の指摘する「環境に対して効果的に機能する行動」、つまり生徒が学びたいと欲

するスキルをターゲットスキルとして選定するために、基本ソーシャルスキルの 14項目について、

それぞれ５件法で学んでみたい度合いを答える形式で実施した。 

 

 表１ 社会的スキル教育で中学生が学びたいスキルと中学校教員が学ばせたいスキル 

項目 
中学生 17名 中学校教員 13名 

平均 順位 平均 順位 

① 上手にあいさつをする 3.00 13 4.23 10 

② 上手に自己紹介をする 3.71 2 3.92 11 

③ 上手に相手の話を聞く 3.41 6 4.31 5 

④ 上手に質問をする 3.71 2 4.31 5 

⑤ 遊びなどの仲間に入れてもらう 3.00 13 3.62 14 

⑥ 遊びなどの仲間にさそう 3.29 9 3.92 11 

⑦ はげまし、なぐさめなどのあたたかい言葉をかける 3.71 2 4.31 5 

⑧ 相手の気持ちを考えて行動する 3.29 9 4.62 1 

⑨ 自分のしてほしいことなどを上手に頼む 3.06 12 3.77 13 

⑩ 自分にとっていやなことやできないことを上手に断る 3.35 8 4.31 5 

⑪ 自分の意見や考えをはっきりと伝える 3.41 6 4.38 3 

⑫ きちんと謝る 3.71 2 4.54 2 

⑬ 誤解や意見のくいちがいなどのトラブルを上手に解決する 3.76 1 4.38 3 

⑭ イライラしたり、ドキドキしたりした気持ちをコントロールする 3.24 11 4.31 5 
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  オ 検証２期の概要 

検証１期のニーズ調査の結果（表１）を基に、生徒の学びたいスキルで第１位だった「⑬誤解

や意見のくいちがいなどのトラブルを上手に解決する」と２位の「⑫きちんと謝る」を取り上げ

た。その後、教員の学ばせたいスキルで第１位の「⑧相手の気持ちを考えて行動する」をターゲ

ットスキルとして選定し、全５回の検証授業を計画・実践した（表２）。なお、生徒の２位は複数

あるが、その中でも教員のニーズの高いものを選定した。教員のニーズを取り入れる理由として

は、実際に生徒を見ている教員が客観的に生徒に必要だと感じているスキルであるということ、

また、教員自身の人生経験を踏まえ、生きていく中で重要だとするスキルとも言えるからである。 

検証授業では、SST の基本要素（金山、2014）を意識しながら、毎回、①何を学ぶか確認し(イ

ンストラクション)、②生徒が自己のリソースとなる、スキルの活用法・場面の乗り越え方につい

て考え、③グループで発表し合うなどの活動を通して、自分にできそうなスキルや効果的なスキ

ルを知る。それによって、④生徒が自他の良さに気付いたり再確認したりできるよう、振り返り

などの機会を設け（フィードバック）、解決志向アプローチの視点を活かし、生徒のリソースを尊

重したプログラム展開での SSTになるように授業構成した（表２）。また、⑤生徒の活動の様子や

感想を通信としてまとめ、次の授業の前に生徒に返した（定着化）。介入内容によって毎回は行え

なかったが、モデリング、リハーサルに準じた活動も取り入れた。 

表２ 検証２期の検証授業の概要 

回数 実施日 ターゲットスキル ねらい 内容 

１ 10月４日

（水） 

⑬誤解や意見の

くいちがいなど

のトラブルを上

手に解決する 

アクティビティを通して、楽しく仲間との心的

距離を縮め、次回の授業への意欲をもつ。また、

問題解決のために、多くの視点をもつことが大

切なことを知る。 

ニーズ調査結果発表 

パントンパンパン 

ブレーンストーミング 

振り返り 

２ 10月５日

（木） 

⑬誤解や意見の

くいちがいなど

のトラブルを上

手に解決する 

アクティビティを通して、問題解決のために多

くの視点をもとうとし、意欲的に活動できる。

また、楽しく仲間との心的距離を縮め、次回の

授業への意欲をもつ。 

前回の振り返り 

ブレーンストーミング 

『私の髪を伸ばす方法』 

振り返り 

３ 10月 18日

（水） 

⑫きちんと謝る 楽しい雰囲気の中で、自分の謝れなかったとき

の原因やそのときの心境について振り返り、再

認識する。また、ペア活動などを通して、自他

の考え方や感じ方に違いがあることに気付く。 

前回の振り返り 

“ごめんね”が言えないと

きの落とし穴 

聞き方の魔法 

振り返り 

４ 10月 23日

（月） 

⑫きちんと謝る 互いの「きちんと謝る」スキルに関するリソー

スを認め合う活動を行うことで、いろいろな方

法があることに気付くだけでなく、自他の良さ

や新たな一面に気付くことができる。 

前回の振り返り 

インタビュー“あなたの大

切にしている謝り方のコ

ツは？” 

振り返り 

５ 11月１日

（水） 

⑧相手の気持ち

を考えて行動す

る 

クラスの仲間のことを考えて発言したり、感謝

を伝えたりし合うことを通して、仲間とともに

活動することの良さや楽しさを味わい、自他の

良さを認め合うことができる。 

前回の振り返り 

クラス会議 

Thank you‼の花束 

振り返り 

(3) 検証方法及び検証時期（図１） 

調査は以下の尺度アンケートを用い実施する。共同体感覚尺度・自尊感情測定尺度・基本ソーシ

ャルスキルについての調査は同時に行う。実施回数については複数回事前テスト法に基づき行う。 



 

ア 生徒のニーズ調査（中台ら、2003：相川・佐藤、2006を参考に作成）５件法 

検証１期の検証授業時に実施した。基本ソーシャルスキル 14項目を用いて、生徒の学びたいス

キルについてニーズを調査した。また調査では「基本ソーシャルスキル 14項目に関わることでも、

そうでないことでも構いません。今までに、こういうとき、どうしたらいいのだろう…と、人間

関係で困ったことはありませんでしたか？こんなときの乗り越え方を知ってみたい、ということ

を教えてください」という教示文で自由記述欄も設けた。 

イ 共同体感覚尺度（高坂、2011）８件法 

対象学年の生徒の Q-Uを分析したところ、学級生活満足群が多い親和的なまとまりのある学級

集団（河村、2017）であり、天井効果が起きることが予想された。そこで、より細かい状態をつ

かむために、高坂の４件法から８件法に変更してアンケート調査を行った。 

ウ 自尊感情測定尺度（東京都版）（東京都教職員研修センター、2011）４件法 

エ 基本ソーシャルスキルについての調査（自己評価）５件法 

  上記アのニーズ調査と同じ 14項目のスキルを列記した。 

オ 生徒による授業評価 （金山・中台・江村・前田、2005）４件法 

検証授業の有用性について検討するために、プログラムの利用者である生徒による授業評価ア

ンケートを実施した。本アンケートの構成は、生徒の「受容度」、授業に対する「理解度」、生徒

がそのスキルを身に付けたいかという「必要度」、生徒が実際に日常に役立てられるスキルだと感

じているかの「実用度」を問うものである。授業評価は各ターゲットスキルの授業終了後（全５

回の授業の２・４・５回目）に回答を求めた。また併せて、生徒には全５回の授業ごとに、記述

による授業の感想や振り返りの回答も求めた。 

 

４ 結果と考察 

(1) ニーズ調査 

  検証１期の授業後に、基本ソーシャルスキルを用い、生徒に学びたいスキルについてニーズ調査

を実施した（表１）。生徒の学びたいスキルランキングの１位の「⑬誤解や意見のくいちがいなどの

トラブルを上手に解決する」や２位のスキルを見ると、生徒は、自分を主張するスキルよりも相手

にいやな思いをさせないようなスキルを選ぶ傾向があった。「②上手に自己紹介をする」を選んでい

るところなどから、身近な友人関係だけでなく、新しい人間関係の構築にも広く関心をもっている

ことがうかがわれた。教員側の学ばせたいスキルとして高いニーズがあったものを見ると、生徒と

同じように相手との関係性をより良くするスキルを選ぶ傾向が見られたが、教員は「⑪自分の意見

や考えをはっきりと伝える」など、生徒自身の主張も大切だと考えており、人間関係を構築する上

で、相手を尊重するだけでなく、自他ともに尊重し合えるスキルを身に付けてほしいという思いが

感じられた。また、生徒の２位である「②上手に自己紹介をする」が教員では 11位、教員の１位で

ある「⑨相手の気持ちを考えて行動する」は生徒では９位と、互いの考える重要度に大きい差が見

られた。 

このように生徒と教員の学びたい・学ばせたいスキルには違いが表れることが考えられる。つま

り、これまでのように教師が生徒に教えたいスキルを選定する SSTでは、いかに生徒のためを思っ

て選定しても、教員と生徒のニーズにはズレが生じることがある。 

中台・金山・斉藤・新見（2003）は、このようにズレがある場合、「授業場面において生徒の動機

づけの低下という形で示される。…中略…この点を予測し、事前に対策を検討しておく必要がある」

と述べている。こういった点からも、今回行ったニーズ調査を基にターゲットスキルを決定し SST

を実施することは、生徒の授業評価の結果（後述）からも、生徒の学びに対する動機付けの低下を

防ぎ、久木山（2005）の言う社会的スキル改善意欲を高める一方策として提示できると思われる。 

 



 

 (2) 生徒による授業評価アンケート（４件法） 

検証２期に実施した、生徒による授業評価アンケートの結果を、理論的中間値（2.5）に対する１

サンプルのｔ検定で検証した。その結果（表３）から、すべてのターゲットスキルの授業において、

受容度、理解度、必要度、実用度、すべての項目に有意な差が確認された。ニーズ調査を基にター

ゲットスキルを選定した上で、生徒のリソースを引き出す解決志向アプローチの視点を活かした

SST を行うことが、生徒にとってある一定有効な手段であることが考えられた。また、各項目の変

容についても図２～５に記した。 

表３ 評定に関する平均値、標準偏差と検定値 2.5 に対する１サンプルのｔ検定の結果（N=17） 

番号 項目内容  

一つ目 

トラブルを上手に解決する

（全２回） 

二つ目 

きちんと謝る  

（全２回） 

三つ目 

相手の気持ちを考える 

 （全１回） 

1・受容度 
今回の「田中presents２年生Ａ中タイム」

は楽しかったですか？ 

Ｍ 3.941 3.765 3.941 

SD （.2425） （.4372） （.2425） 

ｔ値 24.500*** 11.926*** 24.500*** 

2・理解度 
今回の“人間関係づくりのコツ”がわかり

ましたか？ 

Ｍ 3.471 3.647 3.882 

SD （.5145） （.4926） （.3321） 

ｔ値 7.778*** 9.601*** 17.162*** 

3・必要度 
あなたは、今回の“人間関係づくりのコツ”

のしかたを身につけたいと思いますか？ 

Ｍ 3.647 3.882 4.000 

SD （.6063） （.3321） （.0000） 

ｔ値 7.800*** 17.162***  

4・実用度 
あなたは、今回の“人間関係づくりのコツ”

のしかたを使えると思いますか？ 

Ｍ 3.353 3.412 3.647 

SD （.4926） （.5073） （.4926） 

ｔ値 7.139*** 7.410*** 9.601*** 

     ***ｐ<.001 

質問項目１（受容度）(図２)の「今回の『田中 presents２年生Ａ中タイム』は楽しかったですか？」

の問いに対しては、いずれの回も７割以上の生徒が「とても楽しい」と答えており、また、すべて

の回において全員が肯定的回答を選択していた。このことからすべての生徒が本研究での SSTを「楽

しい」と好意的に受け止めていたことが分かった。佐藤・金山（2006）は、「小学校と中学校で大き

く異なるのは、SSE¹に対する児童と生徒の動機づけ…中略…中学生は SSEに動機づけるのが最もむ

ずかしい年齢」と述べており、さらに中学生の SST 実践における動機付けの留意点として「楽しい

雰囲気の中で行う」ことの必要性を指摘している。それを受けて、本研究では、各検証授業での題

材設定や資料など、生徒が楽しく、心地よくできる活動になるよう心掛けた。そのことが社会的ス

キル改善意欲の持続、向上として表れたと考える。 

質問項目２（理解度）（図３）の「今回の“人間関係づくりのコツ”がわかりましたか？」の項目

では、「とてもよくわかった」と答えた生徒が、初回では半数程度だったが、最終回には９割近くに

増えた。最初の二つのスキルはそれぞれ、一つのスキルにつき２回にわたる授業でじっくり取り扱

った。また、「ねらいに基づいて、自己のリソースを考え、友人と共有する、その後授業の振り返り

をする」という授業の流れを毎回統一した。このように授業を行う上で無理のない時間配分、統一

された学習過程を採用することが、学習の流れを予測できるなどの学びやすさにつながり、理解度

の向上につながったと考えられる。また、生徒がスキルの必要度を感じたことで学習意欲が増し、

理解度が上がった可能性も考えられる。 

質問項目３（必要度）（図４）の「あなたは、今回の“人間関係づくりのコツ”のしかたを身につ

けたいと思いますか？」の問いに対しては、検証授業を重ねるごとに評価が高くなり、初回に「あ

まりそう思わない」と考えていた生徒も含め、最後には全員が「そう思う」と答える結果となった。

¹  社会的スキル教育(social skills education) 



 

つまり、生徒全員が「ソーシャルスキルがあるといいものだ」という感覚や、社会的スキルを獲得

することへの意欲をもてたことがうかがえた。 

質問項目４（実用度）（図５）の「あなたは、今回の“人間関係づくりのコツ”のしかたを使える

と思いますか？」の問いについても、肯定的な回答ばかりであった。 

このように、全ての質問項目について効果が見られたことから、本研究における SSTが生徒にと

って有用なものであったことが確認された。 

さらに注目したいのは、教員の学ばせたいスキル１位の「⑨相手の気持ちを考える」を取り入れ

た検証授業（全５回のうち５回目）についてである。生徒のニーズは低いスキルであったが、授業

終了後、生徒全員が質問項目４（必要度）の「身につけたいと思いますか」の問いに「とてもそう

思う」と答えた。この結果は生徒のニーズが高いスキルを扱った授業のアンケートよりも高い結果

である。このことから、生徒のニーズの高いスキルを取り入れた SSTを行い、生徒の社会的スキル

改善意欲を高めた上で、教員のニーズの高いスキル学習をすると、大人が「こうしてほしいと考え

る」行動も、生徒が「環境に対して効果的に機能する」行動として受け止められるようになるので

はないかと考えられた。嶋田・石垣（2016）が、スキルが単に「行動の型」としてではなく実際に

「機能する」スキルとなる必要性があるとして指摘した SSTでのターゲットスキルの選択について、

解決の一方策となるのではないかと考える。 

また、生徒のニーズが９位のスキルが４点満点という形で生徒に受け入れられたということは、

生徒自身が気付いていなかったスキルの必要性に気付いたとも考えられる。今回のように生徒のニ

ーズが低いスキルの中には、生徒自身はまだ気付いていないが、生徒にとって重要なスキルが含ま

れている場合もある。生徒のニーズの低いスキルについても、生徒の気付きを促すという視点や取

り組みが必要だと考えられる。 

しかし、課題として、個人差があることも考慮しておかなければならない。例えば、謝るスキル

について、過去にうまくいかない経験があった生徒は、他のスキルに比べて実用度のポイントが下

がっていた。また、教師評定においてソーシャルスキルが全体的に高いとされる生徒は、「謝るとい

う場面になかなか出くわしたことがない」とし、実用度が「たぶんできると思う」に留まるなど、

その生徒の背景によって効果に差が表れると思われる。このように、今後の課題として、個人の差

異によって表れる効果についても検討する必要がある。 

 
図２ 授業に対する感想(受容度)     図３ 授業に対する感想(理解度)   図４ 授業に対する感想(必要度)   図５ 授業に対する感想（実用度） 

(3) 共同体感覚と自尊感情の相関関係 

子どもたちの共同体感覚が醸成され、自尊感情が高くなるという仮説を検証するために、二つの

尺度に相関関係があるかどうか調べることにし、共同体感覚尺度の 22 項目と自尊感情測定尺度の

22項目について、Spearman の積率相関分析を行った。その結果、共同体感覚尺度と自尊感情測定尺

度には非常に高い正の相関が認められた（p=.708）。 

(4) 検証１期 

検証１期の検証授業（１回）の効果を検討するために、共同体感覚（８件法、22 項目）、自尊感

情（４件法、22項目）、基本ソーシャルスキル（５件法、14項目）について合計得点を用い、それ

ぞれ事前（１回目）・介入前（２回目）・介入後（３回目）の結果について分散分析を行った。 



 

その結果、「共同体感覚(F(2,32)=1.171,ns)」、「自尊感情(F(2,32)=2.100,ns)」となり、いずれも

有意差は見られなかった。 

これは、検証１期の介入内容が、生徒の変容を求めるものではなく、“ソーシャルスキルとは何か”

について生徒に周知することを目的としたものであったからだと考える。 

(5) 検証２期 

検証２期に実施した検証授業（全５回）の効果を検討するために、検証１期と同様に、共同体感

覚、自尊感情、基本ソーシャルスキルについて、事前（４回目）・介入前（５回目）・介入後（６回

目）のデータについて分散分析を行った。 

その結果、「共同体感覚(F(2,32)=3.899,p<.05)」、「自尊感情(F(2,32)=4.255,p<.05)」、「基本ソー

シャルスキル(F(2.32)=5.313,p<.05)」と有意な主効果が見られた（図６～８）。また、多重比較

(Bonferroni法・５％水準)を行ったところ、すべてにおいて４回目と６回目の間で有意な差が認め

られた。介入前の４回目と５回目の間には体育祭もあり、大きく変動することも予想されたが、そ

こでの変化以上に５回目と６回目における検証授業の効果が見取れる結果となった。以上の結果か

ら、共同体感覚、自尊感情、基本ソーシャルスキルのすべてにおいて、ニーズ調査を用いてのター

ゲットスキルの選定、解決志向アプローチに由来する生徒のリソースを尊重したプログラム展開で

の SSTの効果があったと考えられた。 

相関関係の認められた共同体感覚と自尊感情について向上が見られた。解決志向アプローチにお

ける「クライエントは、彼らの問題解決のためのリソース（資質・資源）をもっている。クライエ

ントが、（彼らの）解決のエキスパート（専門家）である」（森・黒沢、2002）という前提を考えた

とき、今回行った生徒のリソースを尊重したプログラム展開での SSTは、生徒のリソースに焦点が

当たる SSTとも言える。つまり、生徒は SSTを通して自分の中にある力（リソース）に気付き、ま

た、それを仲間から承認される機会が得られると考えられる。金山・片岡・金山（2017）が、SFA²

研修として「リソース」に焦点を当てた体験学習を行うことで大学生の自尊感情の向上を明らかに

していることからもその効果が認められる。今回の調査結果をより詳細に検討したところ、共同体

感覚の下位尺度「所属感・信頼感(F(2,32)=3.404,p<.05)」「自己受容感(F(2,32)=3.463,p<.05)」「貢

献感(F(2,32)=3.923,p<.05)」、自尊感情の下位尺度「自己評価・自己受容(F(2,32)=3.658,p<.05)」

「関係の中の自己(F(2,32)=3.299,p<.05)」においても、有意差が認められ、解決志向アプローチの

視点で、生徒のリソースを尊重したプログラム展開で SSTを実施することは、互いに認め合う風土

をつくり、この仲間たちに受け入れられているという自己受容感や所属感・信頼感（共同体感覚）

が高まり、自分はこれでよいという自尊感情の向上につながると考えられた。 

次に基本ソーシャルスキルの自己評価について考察する。本研究における SSTの実践において、

教員は具体的な行動を生徒に指導していない。生徒は、グループの中で自他のやり方を共有したり、

通信を通して全体から出たいろいろな方法を知ったりするのみであった。それにも関わらず、基本

ソーシャルスキルは介入後、有意な得点増加が確認された。生徒のリソースを尊重したプログラム

展開での SSTは、生徒それぞれが、自分に必要、若しくは自分にとって使いやすいと考えるスキル

を吸収することができる有用な手法であったと考えられる。しかし、選定したターゲットスキルに

ついて向上したとは今回の結果からは判断できない。授業の５回目の授業のターゲットスキルは「⑧

相手の気持ちを考える」であったが、クラス会議を通して「皆の前で悩み事を言うのは恥ずかしい

と思うけれど、自分の悩み事をみんなの前できちんと言えていて凄いなと思った」と、主張性のス

キルに注目した生徒もいた。また、流れの中で、「③上手に相手の話を聞く」スキルについて教員か

ら触れた回もあり、その回の生徒による気付きでは「相づちをうって聞いてくれたから話しやすか

った」と、聞くスキルについて注目する生徒もいた。このような結果から、ターゲットスキルのみ

の向上を検討する場合、余り効果の見られない生徒もいると考えられた。嶋田・石垣（2016）は、

集団の SSTについて「集団の『平均値』のみならず、個々の児童生徒にとっての利益をあらためて

²  解決志向アプローチ(Solution-Focused Approach) 



 

考える必要がある」としており、個人差について今後の検討が必要である。 

さらに、三つの尺度すべてを通した課題として、介入終了後の効果の維持について、量的なアン

ケート調査を実施できていないことが挙げられる。 

 
図６ 検証２期変容(共同体感覚)     図７ 検証２期変容(自尊感情)   図８ 検証２期変容(基本ソーシャルスキル) 

(6) 質的資料 

ア 振り返り用紙の生徒記述より 

検証２期には、全検証授業において、フィードバックのために、学んだ内容について確認でき

る１枚にまとめた振り返り用紙を配付した。その用紙に生徒は、毎授業後、“友だちのことで気付

いたこと”“感想”を記入し、生徒のコメントには、授業者が毎回コメントを書き込み、振り返り

の一環として次の検証授業で返した。生徒の気付き・感想からは、「○○さんが自分の意見をうな

ずきながら聞いてくれた」と社会的スキルを実行されて嬉しかったことや、「やっぱり避けられる

というのは誰でもいやなんだ」と価値観を再認識する記述、また、「自分の人生を見返してみると

かなりの失敗（謝れなかった経験）をしていました。これからも失敗しても、きちんと謝るよう

にしたいです」と自己を振り返ったり、スキル実行への意欲が見られたりする記述があった。他

にも「謝らないでいいという理由を出していて優しいと思った」と仲間の新たな一面に気付いた

ことなどの記述が見られた。中には、こういうときはどうしたらいいのだろうという質問の記述

もあり、授業者がコメントを返したり声をかけたりすることで対応ができた。またここで得られ

たコメントは、フィードバックのために通信としてまとめ、生徒に配付した）。 

イ 教員による他者評価 

アセスメントの留意点として戸ヶ崎（2006）は「１つのアセスメント方法や尺度で明らかにな

ることは、生徒の特徴の一部分にすぎないということである。SSE の実践に必要な生徒の情報を

しっかりと得るためには、複数のアセスメント方法や尺度を用いる必要がある」とし、生徒対象

に行う自己評定尺度法で得られた回答が「周囲の者からみた生徒の実態と一致しないことも起こ

りうる」と指摘している。このことから、より客観的な実態把握のために、教員に他者評価アン

ケートと聞き取り調査を行った。 

聞き取り調査の結果は、介入前に比べて介入後は「学級全体の雰囲気が柔らかくなった」「男子

にきつい言葉遣いが見られたが、言葉にトゲがなくなってきた」「一人になりがちな気になる生徒

がいたが、その生徒を上手に受け止めて付き合える生徒ができて、気になっていた生徒も一緒に

楽しそうに過ごす姿が見られるようになった」「学級全体が男女関係なく仲良かったが、より和気

あいあいとしたものになった」と、介入の効果が見られた。 

また、検証の前後によって効果の平均値に差があるかどうかを検証するために、14項目のスキ

ルを、相川・佐藤（2006）を参考に「関係開始」「関係維持」「主張性」「問題解決」の四つに項目

分けし、その４項目と「総合点」について、担任教員の回答に対し、対応のあるｔ検定を行った。

その結果、「問題解決スキル」の平均値間に統計的に有意な差が認められ(t(16)=2.51,p<.05)、問

題解決の介入後は介入前に比べて有意に高まった結果となった。「問題解決」スキルは５回の検証

授業のうち、４回取り上げており、その効果が表れた結果とも考えられる。 

介入後から最後の調査までの間には学校行事などもあり、そういった面で効果が高まったこと



 

も考えられるが、担任の語る学級の変容の様子やアンケート結果から見ても、SST の効果が少な

からず影響していることが考えられる。 

  

図９ 振り返り用紙へのコメント記入の一部 

 

５ 成果と課題 

 (1) 成果 

   本研究の目的は、生徒の社会的スキルを獲得することへの意欲、自尊感情や共同体感覚の向上に

ついて検討すること、また、活動の有効性だけでなく、取り組みやすさなど活動の有用性について

も検討することであった。 

検討の結果、社会的スキルについてのニーズ調査・解決志向アプローチに由来した生徒のリソー

スを尊重したプログラム展開での SSTを行うことで、社会的スキル獲得への意欲を向上させる効果

が認められた。そして、生徒のニーズを基にプログラムを実施し、生徒の社会的スキルの改善意欲

が高まった状態で、教員の学ばせたいスキルについて学習すると、その意欲が高い状態のまま授業

を行うことができた。生徒のリソースを尊重したプログラム展開での SSTの実施が、プログラムの

利用者である生徒にとって、機能するスキルを学ぶ SSTになると受け止められ、社会的スキルを獲

得することへの意欲の向上につながったと考えられる。このことから、事前に生徒のニーズをアセ

スメントすること、生徒のリソースを尊重したプログラム展開で SSTを行うことは、中学生で最も

難しいとされる動機付けの面で高い評価が得られたと考えられる。中学生を対象とした SSTを行う

上で、参考になる実践的資料となるだろう。 

さらに、分散分析の結果、共同体感覚が醸成され、自尊感情も高まる結果となった。解決志向ア

プローチの視点で、生徒のリソースを尊重したプログラム展開で SSTを実施することは、互いに認

め合う風土ができ、この仲間たちに受け入れられているという自己受容感や所属感・信頼感（共同

体感覚）が高まり、自分はこれでよいという自尊感情の向上につながると考えられた。 

   最後に、多忙な学校現場でも実施しやすいプログラムであるかという有用性については、実施回

数が初回の授業も含め全６回と少ない回数で行うことができ、所要時間についても 30分前後を目安

に行うことで放課後の時間を使うことができたことから、回数や実施時間においての有用性は高い

と考えられる。 

(2) 課題 

本研究では、学んだソーシャルスキルがその後、般化・維持されているか、また、高まった共同

体感覚や自尊感情が維持しているか追加調査ができなかった。SSTに関する多くの論文でも、般化・



 

維持の必要性について指摘されている（佐藤、1996）。今後、本研究で得られた効果について追加調

査を含めての実践が必要である。 

次に、生徒のニーズの高いスキルの SSTをどの程度行うと社会的スキルの改善意欲が向上するか

についても本研究だけでは明らかにすることはできなかった。また、学級集団の状態によって効果

の表れる回数などについても検討する必要がある。今後、いろいろな学級集団での実践を重ねたい。 

そして、本研究は学校での取り組みやすさの観点から有用性についても検討した。本研究で行っ

た SSTは、実施する回数や１回の授業時間は少なくても効果が出るという結果が得られたが、授業

の計画・準備、フィードバックのために従来の SST 同様程度に時間を必要とする。 

また、本研究では授業例を提示することができたが、この内容はどの学級にも適応できるもので

はなく、学級集団の状態や改善意欲の高低によって、活動に対する受容感は大きく変わることが予

想される。また、SST 実施上のポイントとして「学級の人間関係が乱れている場合は個別対応から

とりかかること」や「教師と子どもの関係が良好であること」も國分ら（1999）によって上げられ

ており、授業内容は生徒のニーズや学級の雰囲気によって検討する必要がある。 
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観察・実験を通し、科学的思考を育む理科の指導と評価の在り方についての研究 

～ジグソー法によるメタ認知活動の促進を通して～ 
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 本研究の目的は、中学校理科において、ジグソー法の手法を取り入れた観察・実験活動が、生徒の

メタ認知の活性化及び科学的思考の育成に及ぼす効果について検証することであった。この目的を実

現するために、中学校理科第１学年の「身の回りの物質とその性質」と「状態変化」の単元において、

ジグソー法の手法を取り入れた理科授業の事例を開発した。そして開発した事例を用いて、公立中学

校 1年生を対象に検証授業を行い、生徒のメタ認知の活性化及び科学的思考の育成に及ぼす効果につ

いて検証した。生徒の発話記録などを用いて分析した結果、ジグソー法の手法を取り入れた理科授業

は、生徒のメタ認知を活性化させ、科学的思考を育むことが示唆された。 

 

＜キーワード＞中学校理科、観察・実験、ジグソー法、メタ認知、科学的思考、学習評価 

 

１ 研究目的 

 (1) 今、求められている理科教育 

現行学習指導要領の成果と課題を踏まえた理科の目標の在り方について、「幼稚園、小学校、中

学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について」の答申（文

部科学省中央教育審議会、2016）では、「理科の学習を通じて身に付ける資質・能力の全体像を明

確化するとともに、資質・能力を育むために必要な学びの過程についての考え方を示すこと等を通

じて、理科教育の改善・充実を図っていくことが必要」としている。資質・能力については、三つ

の柱として整理を行っており、その内訳は「知識・技能」の習得、「思考力・判断力・表現力等」

の育成、「学びに向かう力・人間性等」の涵養である。中学校学習指導要領解説理科編（文部科学

省、2017）においては、三つの柱の一つである「思考力・判断力・表現力等」とは、「観察、実験

などを行い、科学的に探究する力」とあり、自然の事物・現象に関わり、それらの中に問題を見い

だし見通しをもって観察、実験などを行い、その結果を分析して解釈し表現するなど、科学的に探

究する活動を通して、科学的な思考力、判断力、表現力等を育成することが求められている。平成

27年度に実施された全国学力・学習状況調査の結果（国立教育政策研究所、2015）から、中学校理

科での指導改善のポイントとして「知識・技能」の活用や、「思考力・判断力・表現力等」の育成

が挙げられていることからも、科学的思考を育成するための学習指導や評価の在り方がますます注

目されている。 

 (2) 研究の背景（Ａ中学校の現状と課題より） 

平成28年度高知県学力定着状況調査の概要(高知県教育委員会、2017)の中学校理科の分析結果を

見ると、実験結果や観察記録を基に説明することや、性質を基に目的を説明することなど、「科学

的な思考・表現を評価の観点とする問題」に課題があると考えられる。このような課題の解決のた

めには、小学校での学習を生かし、条件を意識させて実験方法を検討させるなどの指導を充実させ

ることで、科学的に探究する能力の基礎となる力を育成することが重要である。 

そして、Ａ中学校での平成28年度高知県学力定着状況調査の結果においても、「科学的な思考・

表現を評価の観点」とする記述式問題の正答率が低く、無解答の生徒も見られた。不正解の解答を

分析してみると、誤答の多くは内容が不足していることによるもので、論理的な考え方やそれを表

現する力に課題があると考えられる。これらの現状を踏まえ、Ａ中学校ではワークシート等を活用



して考察を表現させたり、考察したことを発表し合うことでより考えを深めさせたりするなど様々

な取組を行っている。取組を進める中で、Ａ中学校の生徒には、自分の考えを深めたり、分かりや

すく伝えたりする意欲が低い傾向があることが分かってきた。 

 (3) 科学的思考の育成するために 

では、中学校理科において科学的思考を育成するためには、どのような能力が必要であろうか。

平成27年度全国学力・学習状況調査の結果によると中学校理科での指導改善のポイントとして、「予

想や仮説を設定し、検証する実験を計画できるようにする」、「自らの考えや他者の考えを、検討

して改善できるようにする」とある。これは、理科の観察・実験において、生徒が結果を予想した

り、見通しをもって課題を設定したり、また情報や結果などを整理し総合的にまとめたりしていく

中で、課題に正対した客観性のある内容に考察を修正していく能力と捉えることができる。このよ

うな能力は「メタ認知能力」と呼ばれるものである。 

以上のことから、科学的思考に影響を与えるものとして、メタ認知に注目した。メタ認知とは認

知心理学の用語で、「認知についての認知（木下・松浦・角屋、2005）」と定義付けされる、人が

自分の行動や考え方、性格などを客観的に把握し、認識をすることである。三宮（2008）は、メタ

認知の定義や分類には不統一的な部分があるとしながらも、メタ認知の概念定義は「メタ認知的知

識」と呼ばれる人の認知過程についての知識と、「メタ認知的活動」と呼ばれる認知活動を統制す

る過程とに区別・整理されると述べている。具体的なものとして、「メタ認知的知識」には、人間

の認知特性、課題、方略についての知識、また「メタ認知的活動」には、認知についての気付き、

感覚、予想、点検、評価、認知についての目標設定、計画、修正などがある。福島・蒲生・玉野井

(2014)は、課題解決のために科学的知識を活用する学習指導によれば、中学生のメタ認知が活性化

されること、そしてその産物である科学的思考力が育成されることが示唆されたと報告している。

このようにメタ認知の活性化が学習に与える影響が徐々に解明され、メタ認知を活性化するために

様々な実践が行われており、理

科授業においても生徒のメタ認

知を効果的に育成するための実

践的研究が進み、着実に蓄積さ

れてきている。 

 (4) メタ認知の活性化を目指して 

次に、生徒のメタ認知活性化

を図るための手段の一つとし

て、本研究では「ジグソー法」

に着目した。ジグソー法とは、

協同学習を促すために編み出さ

れた学習法（Aronson,E.ら、

1978）である。ジグソー法は、

「ホームグループ（ジグソーグ

ループ）」と「エキスパートグ

ループ」という２種類のグルー

プを作り、皆が同じ資料を読む

のではなく、各メンバーが異な

る部分を読み、それをグループ

で総合することで各自の学習を

進めていくグループ学習であ

る。活動の流れの基本は、まず、

（出典 ）

第一段階 生徒たちがホームグループで集まる。 

第二段階 生徒たちがエキスパートグループで集まる。 

第三段階 生徒たちがホームグループに戻り（ジグソーグループ）、互いに教え 

合う。 

図１ ジグソー法の基本形 



共通課題が提示され、それについての資料が複数用意される。それをホームグループのメンバーで

分担して読んだり理解したりするためにエキスパートグループを形成し、そこで理解を深めておく。

それをホームグループで他のメンバーに伝える仕組みである（図１）。 

ジグソー法による理科の授業研究はいくつかあり、例えば山下・川野（2003）では、中学生のジ

グソー法の話合いの場面で現れる会話の質的な相違点を調査している。ジグソー法を行ったクラス

では、通常のグループ活動を行ったクラスより他の意見を修正したり、理由を追及したりする会話

が多く現れ、その会話によって他のメンバーに気付きをもたらしたり、自らの誤りに気付いたりす

る機会を生み出していたとしている。この「意見の修正」や「気付き」を生む過程でメタ認知が働

いているものと考えられる。このことからジグソー法の、自分の言葉で説明したり、他者との相互

作用の中で自分の考えを変えたりするといった一連の活動が、三宮が示す「意見の異なる他者との

討論」となり、生徒のメタ認知の活性化が期待される。またそのことにより、自己や他者からの評

価を踏まえて実験結果を科学的に探究する力が高まり、科学的思考が育成されると考えた。 

 そこで本研究の目的は、ジグソー法により課題を解決する学習指導の事例を開発し、それをＡ中

学校で実践することで、メタ認知の活性化と科学的思考に及ぼす影響を検証することとした。 

 

２ 研究仮説 

理科の観察・実験活動においてジグソー法を用いることにより、生徒同士の議論が促され、他者と

の相互作用の中で自分の考えを変えたり、自分の考えを振り返ったりするなどの活動が活発になり、

メタ認知が活性化していくであろう。また、メタ認知が活性化することによって、自己や他者からの

評価をより客観的に分析できるようになり、そのことによって実験結果を踏まえて事象を科学的に探

究する力が高まり、科学的思考が育まれるであろう。 

 

３ 研究方法 

(1) 本研究におけるジグソー法のデザイン 

  本研究では、理科の学習でのジグソー法の基本形は、次のようなものとした。 

ア クラスで共通課題を確認し、それを解決する手がかりとなる三つほどの小課題に対して、学習

班（理科室の一つの机に座る通常の班などの学習の基本となる班）の中で、それぞれ担当者を決

める。 

イ それぞれの小課題ごとの担当者が集まってグループ（エキスパートグループ）を構成し、小課

題の解決に向けて取り組む。 

ウ それぞれの小課題の担当者は、元の学習班（ジグソー班）に戻って、各小課題で学んだ内容を

報告し合い、それをもとに共通課題について班内で議論し、考えた内容をクラス全体で発表し合

って共有する。 

エ 共有した内容を踏まえて、もう一度個人で考察し、共通課題に対する結論を出す。 

  この学習をすることで、以下のようなことが期待できる。 

(ｱ) イで分担した小課題を通して学んだことをウで報告しなければならないことから、生徒の主

体性や責任感が高まる。 

(ｲ) ジグソー班で、それぞれの小課題について学んだ者同士が集まり、それぞれがもつ知識や技

能を出し合い議論するために、自分だけがもつ知識を他者に分かりやすく説明しようとするこ

とで、他者意識や客観性が高まり、メタ認知が活性化される。 

(ｳ) もたらされる内容について理解しようと意識したり、集まった情報や内容をもとに要点を整

理したり総合的な判断をしようとすることで、メタ認知が高まり、科学的思考が深まる。 

(2) メタ認知の分析方法 

   中学校理科の観察・実験場面において、生徒のメタ認知が活性化される学習指導を検討するため 



に、主に生徒の発話記録や振り返り

シートなどに記述された内容を質的

なデータとして分析し、メタ認知の

高まりを捉えるようにした。特に、生

徒の行動や考え方、性格などを客観

的に把握し、認識するような発話や、

認知についての気付きや修正を意図

するような発話に注目した。分析は

山下・川野が行った方法を参考に、三

宮のメタ認知の定義や本研究で設定した科学的思考の定義（３(3)を参照）から、発話内容を表１の

ようにカテゴリーに分類して、カテゴリーに当てはまる発話を集計した。ただし、一つの発話が複

数のカテゴリーに当てはまる場合は、重複してカウントした。なお、この七つのカテゴリーの中で、

メタ認知についての三宮の定義から「予想」「修正」「気付き」「評価」「振り返り」の五つのカテゴ

リーに注目して集計することとした。 

また、山中・鈴木・草場（2017）が作

成した自己評価項目（表２）によって、

各検証授業の前後に質問紙調査を実施

し、中学生のメタ認知の変容を捉えるよ

うにした。回答方法は自己評価によって

行い、６件法（「６．非常によくあては

まる」、「５．あてはまる」、「４．少しあ

てはまる」、「３．あまりあてはまらな

い」、「２．あてはまらない」、「１．全く

あてはまらない」）で回答を求め、評定

値をそのまま得点とした。これを量的な

データとして分析した。質問紙調査は、

検証授業を行うクラス（処遇群）と、行

わないクラス（対照群）の両クラスに、

単元①検証授業前（６月）と単元②検証

授業後（12月）に実施した。なお、統計

解析には、IBM SPSS Statistics 23を

用いた。 

(3) 科学的思考の分析方法 

本研究においては、科学的思考を「生徒一人一人が経験等や科学的根拠をもとに予想や仮説を立

てたり、関連に気付いたり、探究の過程における妥当性を検討しながら、与えられた課題に対して

論理立てて説明できること。また、他者からの意見や評価、新しい情報等を踏まえて考察を総合的

に振り返り、修正すること」とした。つまり、本研究で扱うジグソー法により、生徒が対話を通し

て得た多様な情報を取捨選択したり精錬をしたりしていきながら、科学的な根拠を明確にしたうえ

で、課題について説明できるようになることを検証する。そして有効であったかどうかを詳細に検

討するために、ジグソー活動における生徒の発話記録を分析データとした。分析はメタ認知の分析

と同様、発話内容を表１のようにカテゴリーに分類して、カテゴリーに当てはまる発話を集計した。

ただし、一つの発話が複数のカテゴリーに当てはまる場合は、重複してカウントした。また、生徒

が記述したワークシートや振り返りシートの内容も集計し、内容の分析を行った。なお、この七つ

のカテゴリーの中で、科学的思考についての本研究における定義から「予想」「修正」「気付き」「評

表１ 発話内容のカテゴリー 

「予想」 科学的根拠や経験等をもとに予想や仮説を立てているもの 

「修正」 考えを修正しているもの 

「気付き」 気付きがあったと思われるもの 

「評価」 評価しているもの 

「振り返り」 考察を総合的に振り返っているもの 

「妥当性」 探究の過程における妥当性を検討しているもの 

「説明」 課題に対して論理立てて説明しているもの 

表２ 理科の観察・実験場面におけるメタ認知の 

自己評価項目（山中・鈴木・草場、2017） 

メ

タ

認

知

的

知

識 

１ 

私は、理科の実験は、自分なりに課題意識をもって取り組むこ

とで、より多くの知識や技能が身に付くことを知っている。 

２ 
私は、理科の実験の結果を図や表に示すと、自分の考えがより

整理できることを知っている。 

３ 
私は、理科の実験結果について、班（グループ）でしっかり話

し合うことで、自分の理解がより深まることを知っている。 

４ 
私は、理科の実験では、予想を立てて取り組むことで、より深

い考察ができることを知っている。 

メ

タ

認

知

的

活

動 

５ 
私は、理科の実験では、今まで習ったことを振り返り、予想を

立てるようにしている。 

６ 
私は、実験活動中に、大事なところはどこかを確認するように

している。 

７ 
私は、理科の実験で得られた結果は、図や表で整理して、考察

するようにしている。 

８ 
私は、実験が終わった後、自分には何が理解できたのかを整理

し、新たな課題を設定するようにしている。 



価」「振り返り」「妥当性」「説明」の七つのカテゴリーに注目して集計することとした。 

(4) 検証授業 

ア 調査協力者 

高知県内のＡ中学校第１学年５組 28名（男子 15名、女子 13名） 

イ 実施単元及び実施日時 

  単元①「身の回りの物質とその性質」 平成 29年７月６日（木）５、６時限目 

単元②「状態変化」         平成 29年 10月 25日（水）３時限目 

ウ 学習指導計画 

(ｱ) 単元① 

本検証授業は、中学校理科第１学年の「物質を性質の違いによって区別する方法」の授業と

して、名前を伏せた５種類の白い粉末（砂糖、食塩、小麦粉、クエン酸、重曹）を区別するた

めの実験を計画し、立てた計画をもとに実験を行い、それぞれの物質を特定する活動を行った。

この授業の目標は、「身近な物質の性質に関心をもち、物質の分類について計画を立て、実験を

行い、物質がそれぞれ何かを調べる。」とした。単元の指導計画等、詳細は別添の資料１に示す。 

この授業の内容について、教科書では、砂糖、食塩、小麦粉の３種類の白い粉末を区別する

方法を予想し、それぞれ実験で確認していくことで性質を学習するようになっている。しかし

本検証授業では、生徒が協力して共通課題に向かい、議論をすることを通して他者の意見と自

分の考えとの関連に気付くといったメタ認知が働くことを期待し、次のように授業を構成した。 

生徒が共通課題を解決するために、まず５種類の白い粉末それぞれの性質を調べる実験を行

った。各班で一つの粉末につき、その性質を調べる担当者を一人割り当て、担当者ごとに集ま

って実験を行い、性質を確認していった（エキスパート活動）。その後、元の班に戻りエキスパ

ート活動での実験結果をもとに、５種類の白い粉末を区別するための実験計画を立てた（ジグ

ソー活動）。各班の実験計画をクラスで発表して共有しつつ、他の班の計画を参考にし、計画の

修正を行った。作成した計画をもとに実験を行う予定であったが、検証授業内では時間が足り

ず、別の日に行った。 

この授業で、メタ認知が働く場面を展開することでメタ認知活性化を図り、より効率的で妥

当な実験方法や手順を考えたり、その方法や手順について根拠をもって説明したりするという

科学的思考が働くようになると考えた。 

(ｲ) 単元② 

本検証授業は、中学校理科第１学年の「状態変化によって起こる現象」の授業として、丸底

フラスコの内側に膨らむ風船をどのようにして作るかを話し合いながら、その原理の説明をす

る活動を行った。本時の目標は「フラスコの内側で風船が膨らむ仕組みを、状態変化の原理を

もとに説明することができる。」とした。単元の指導計画等、詳細は別添の資料２に示す。 

この授業の内容は教科書で直接取り扱っておらず、次の単元「身近な物理現象」の気圧につ

いての内容を含んでいる。この未習事項（気圧の概念や水蒸気によって空気が容器内から追い

出されること）と状態変化とを合わせて現象を説明するという共通課題を設定した。ジグソー

班での話合いにおいて、未習事項の内容があることでより意見交換が活性化し、その議論の中

で他者の考えに触れたり、他者に自分の考え方について指摘されたりすることが増えることで、

生徒のメタ認知がこれまで以上に働く状況になり、活性化するのではないかと考えた。また、

ジグソー活動において、他者からもたらされる情報や知識をもとに予想を立てたり、他者の考

えと自分の考えとの関連に気付いたり、自らの考えを修正したりする機会をもつことで、生徒

のメタ認知が働くことをねらって授業を構成した。 

本検証授業では、個人思考をさせた後、エキスパート活動では状態変化の既習内容に加えて、

新しい概念を獲得させた。次にジグソー活動として元の班に戻り、各自がエキスパート活動で 



得た個別の情報をもとに共通課題について話し合わせた。 

このような活動を通してメタ認知を活性化させ、論理的な説明ができるようになったり、そ

の説明について妥当性を検討したりすることで、科学的思考が働くようになると考えた。 

 

４ 結果と考察 

(1) ジグソー法がメタ認知に及ぼす影響 

ア 発話記録より 

   (ｱ) 単元①について 

発話記録を表３に示す。まず A2 や C2 の発話は、BTB 液とリトマス紙の両方の特性を理解し

たうえで、リトマス紙の方が自分自身も含めてより多くの人が分かりやすくイメージしやすい

のではないかと評価したことで、最初の手順としてリトマス紙によって、物質を見分けること

を提案している。D3 も C2 の発話を受けて、周りの人により分かりやすいと考えられるリトマ

ス紙の方に同意しているように、理解している内容について評価する発話が見られることから、

Ｄもメタ認知が働いていると考えられる。 

さらに C3の発話は、直前の B5の発話を踏まえ、これまでの議論をもとに、ある操作で物質

を特定できると、他の操作は必要ないこと（今回でいえばヨウ素液は小麦粉にしか反応しない

ためこの手順で小麦粉が特定できること）に気付いたことでなされたとみられる。このように、

議論を振り返ることでより効率的な手順に気付いていることから、メタ認知が働いていると考

えられる。 

これらのことから、ジグソー法で協力して共通課題に向かい、議論をすることを通して他者

の意見と自分の考えとの関連に気付き、メタ認知が活性化したと考えられる。 

(ｲ) 単元②について 

エキスパート活動でそれぞれ学んできたことを出し合って共有し、それぞれが予想を立てな

がら共通課題に対する答えを模索していく様子が見られた。このジグソー活動の議論の中から、

丸底フラスコ内が真空に近い状態になることが今回の現象を引き起こすことに、多くの班が気

表３ 単元①のジグソー活動における生徒の発話事例 

（エキスパート活動で学んだことを伝え合った後から） 

A1「まず何からいく？」 

B1「BTB液かリトマス紙やない？」 

C1「BTBでやったらどうなる？」 

B2「黄色になるのがクエン酸で、青になるのが重曹で、残り三つ 

は変わらん。」【説明】 

D1「黄色って何性やったっけ？」 

B3「酸性やね。青がアルカリ性。」【説明】 

D2「へー。」 

A2「リトマス紙の方が分かりやすくない？」【妥当性】 

C2「小学校でもやっちゅうき、そっちの方がみんなが分かるかも 

ね。」【評価・妥当性】 

D3「僕はそっちの方がいい。」【評価】 

B4「じゃあリトマス紙で。青が赤になるのがクエン酸で、赤が青 

になるのが重曹で、残り三つは変わらんき中性ってことね。」 

【説明】 

D4「クエン酸と重曹って、これだけ実験したらえいが？」【妥当性】 

B5「どれかがはっきり分かったんやったらえいがやき、リトマス 

紙で分かるきもうえいろう。」【妥当性・説明】 

C3「それで言うたら、ヨウ素液も小麦粉しか反応せんがやき、分 

かるろう。」【予想・気付き・妥当性】 

A3「じゃあこれで三つが分かるってことね。あとは砂糖と食塩 

か。」 

D5「なめたら分かる。」 

B6「それはせられんって言われたろう。」 

A4「何したら砂糖と食塩がうまいこと分かれる？」 

C4「水に溶かしたら？」【予想】 

B7「どっちも溶ける」【説明】 

C5「それに電気が流れるかどうかをやってみるとか。」【予想】 

B8「食塩が流れて砂糖は流れんね。」【説明・妥当性】 

A5「じゃあそれでいこうか。」 

（合計発話数＝23） 

Ａ～Ｄは生徒の発話を示す。なお、【 】は分析者による分類を示す。 



付くようになった。また、この検証授業の前に学習したアンモニアの噴水実験を思い出して、

噴水が起こる原理が今回の検証授業での風船が丸底フラスコの内側に膨らむ原理と同じである

ことに気付き、さらに思考を深めていこうとする生徒が見られた。このように、他者からもた

らされる情報や知識をもとに予想を立てたり、他者の考えと自分の考えとの関連に気付いたり

している様子が見られ、メタ認知が働き、科学的思考が深まっていることが考えられる。 

また、表４は見本用に渡してあった装置の風船が外れてしまったときに「ポン」と鳴った音

から、丸底フラスコ内が真空状態に近い状態であったことや、風船が外れることで空気がフラ

スコ内に入っていったことに気付いていく様子（F13）が見て取れる。ただ、Ｆはここまでに丸

底フラスコの中にある水蒸気が風船を引っ張りこむと予想しており、F14 でもそのように発話

しているが、G10 の説明を受けて周りの空気が風船をフラスコの内側に押すことに気付き、考

えを修正している様子（F15）が見て取れる。このように、他者の考えと自分の考えとを比較し、

自らの考えを修正したりする様子も見られることから、メタ認知が働いていると考えられる。 

 (ｳ) カテゴリー分類した発話から 

各検証授業におけるカテゴリーごとの発話数と割合を表５に示

す。ジグソー活動での話合いの時間は、いずれの授業も 12分程度

であったが、合計発話数を見ると単元①が 23 であるのに対し、単

元②は 54 に増えたことから、単元①に比べ単元②の方がより議

論が活発であったことが分かる。 

この中で、メタ認知が働いていると考えられるカテゴリー（「予

想」「修正」「気付き」「評価」「振り返り」）ごとの発話数と

割合（表６）を見ると、単元①ではメタ認知が働いているとみら

れる発話は、合計発話数の 26.1％であったが、単元②では 50.0％

であった。単元①より単元②の方が、メタ認知が働いたとみられ

る発話が多くなったことが分かる。これは、単元①では共通課題

に対する答えの選択肢が幅広く、どのような手順で始めても良か

ったことから、議論になりにくかったことに加え、共通課題がそれほど難しくなく、すぐに結

論が出やすかったためと考えられる。その点について単元②では、未習事項をエキスパート課

題に入れることで難易度が高くなったことに加えて、共通課題に対する答えの選択肢が狭く、

共有した情報から適切な答えを導き出すために、様々な意見を出し合いながら内容を精緻化し

ていく必要があったことで議論が活性化し、そのことでメタ認知が働きやすくなるのではない

かと考えられる。 

イ 質問紙（自己評価）調査より 

  質問紙（自己評価）調査の結果を表７、および図２に示す。単元①検証授業の前（６月）と、 

表４ 単元②のジグソー活動における生徒の発話事例（抜粋）No.１ 

（丸底フラスコに装着してあった風船が外れた後から） 

F13「でもめっちゃポンって言ったってことは、空気が一気に入っ 

たってことやろ。」【予想・気付き】 

G9「だから空気は逃げようとして逃げれんかったき、上の方に来 

て、で、下の方に何もなくなって、下の方の風船が膨らんだ 

ってことやろ。」【説明】 

F14「簡単にいったら水蒸気が風船を引っ張ったがやないが？」 

【予想】 

H10「ごめん僕はついていけんなった。」【評価】 

G10「なんでついていけんが？だから水がフラスコにはいっちゅ 

うやん。加熱するやん。沸騰するやん。水が水蒸気に変わる 

やん。体積が 1700倍になるやん。その水蒸気でフラスコ内に 

あった空気を出すやん。で今水蒸気しかフラスコ内にないや 

ん。そこにゴムを置いたらそれから水蒸気が 1700分の１に 

なるがよ。やき、中に押す。」【説明】 

F15「あー、中に押すがか。」【修正・気付き】 

Ｆ～Ｈは生徒の発話を示す。 

表５ カテゴリーごとの 

発話数 

 単元① 単元② 

「予想」 3 9 

「修正」 0 2 

「気付き」 1 8 

「評価」 2 5 

「振り返り」 0 3 

「妥当性」 6 4 

「説明」 6 18 

合計発話数 23 54 



単元②検証授業後（12月）に実施したもので、処遇群

のメタ認知的知識に注目すると有意に高くなってい

ることが分かった。対照群では、有意な変化は見られ

なかったことから、検証授業によってメタ認知の特に

メタ認知的知識に影響を与えた可能性が示唆された。

このことから、ジグソー法がメタ認知の活性化やメタ

認知能力を高めるのに有効であると考えることがで

きる。 

(2) メタ認知が科学的思考に及ぼす影響 

ア 発話記録より 

(ｱ) 単元①について 

表３にあるとおり、班員がそれぞれのエキスパー

ト活動で学んだことを伝え合った後、得られた情報

をまとめて整理したものを説明して共有していこ

うとする発話が見られた。その後もＢは内容を整理

して説明していく発話が続き、このジグソー活動においてすべての説明を担っていた。これは、

Ｂが他者からもたらされる内容をしっかりと理解し、それをもとに要点を整理するなどして、

科学的思考を働かせているものと考えられる。Ｂの一連の発話に注目すると、活動の目的を理

解したうえで、五つの白い粉末のそれぞれの性質を、固有の性質に注目して説明したり、実験

手順を適切に組み立てたりしている様子が見られ、科学的思考や判断力が深まっているものと

考えられる。 

また、Ｃは、４(1)ア(ｱ)でも述べたようにメタ認知が働いていると考えられるが、表３の C4

以降の発話で、「水に溶かしたら？」や「それに電気が流れるかどうかをやってみるとか」と、

本人が手順や結果を予想し、それを班の話合いの中で発話したことをきっかけに、共通課題に

対するこの班の答えが導かれていく様子が見られる。班の話合いの中で提案するような動きで、 
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表６ カテゴリーごとの発話数と割合 

あああ（メタ認知に関するものの抽出） 

 

単元① 単元② 

発

話

数 

発話の 

割合 

（％） 

発

話

数 

発話の 

割合 

（％） 

メ

タ

認

知 

「予想」 3 13.0 9 16.7 

「修正」 0 0.0 2 3.7 

「気付き」 1 4.4 8 14.8 

「評価」 2 8.7 5 9.3 

「振り返り」 0 0.0 3 5.5 

計 6 26.1 27 50.0 

合計発話数 23  54  

発話の割合（％）＝（発話数÷合計発話数×100） 

表７ メタ認知の自己評価得点の平均値（標準偏差）及びｔ検定結果 

構成要素 

処遇群 対照群 

単元①検証授業前 単元②検証授業後 
ｔ値 

(23) 

単元①検証授業前 単元②検証授業後 
ｔ値 

(23) 平均値 
標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 

メタ認知（知識＋活動） 4.40 0.73 4.65 0.81 1.73* 4.48 0.75 4.49 0.71 -0.04 

 
メタ認知的知識 4.46 0.90 4.77 0.79 2.10* 4.58 0.82 4.71 0.79 -0.99 

メタ認知的活動 4.33 0.64 4.52 0.88 1.12* 4.39 0.79 4.26 0.85 -0.71 

（*p<.05） 

図２ メタ認知の自己評価得点の平均値の比較 

処遇群 対照群 

* 
（*p<.05） （*p<.05） 

単元①検証授業前 

単元②検証授業後 

単元①検証授業前 

単元②検証授業後 



このことによってＣ本人はもちろんのこと、班員も思考が促されている。このように、ジグソ

ー活動を行うことで生徒の発話数が増え、それぞれの発話が相互に影響を及ぼし合い、科学的

思考が深まるよい状況が生み出されていると考えられる。 

(ｲ) 単元②について 

表８からは、ジグソー班の話合いで内容がまとまりかけていたところに、Ｈが疑問をぶつけ

ていく様子が見取れる。Ｈは水が少量入った丸底フラスコの口に、予め風船を付けておいてフ

ラスコを熱していくと考えていたようで、その考えを説明しているが、Ｇから誤りを指摘され

ていく（G11～G14）。このＧのように、誤りに気付き指摘していくことは、科学的思考が働か

ないとできないことである。またＧは、Ｈの説明をよく聞いたうえでＨが伝えたいことを理解

し、Ｈの考え方の誤りに気付き、Ｈがその誤りに気付けるような言葉を考えて指摘している。

これは、メタ認知が働くことでできることでもある。このような議論を通してメタ認知が活性

化され、科学的思考も深まっていると思われる。このような議論は、内容が核心に迫る際の内

容の精緻化であり、ジグソー法によってこの精緻化が励起されたのではないかと考えられる。 

 (ｳ) カテゴリー分類した発話から 

各検証授業における科学的思考についてのカテ

ゴリーごとの発話数と割合（表９）を見ると、ほぼ

すべてのカテゴリーで発話の割合が上昇し、七つ

のカテゴリーの合計で見ても、単元①は 78.2％で

あったのに対し、二回目は 90.8％で増えていた。

このことから、単元①に比べ単元②の方がより科

学的思考が促されていたことが見て取れる。これ

は前述のとおり、単元②の方が難易度が高く、議論

が活発に行われやすい教材であったことで、メタ

認知を働かせないと課題解決に至りにくい状況で

あったことに加え、他者に伝えて理解してもらう

ように考えながら、根拠に基づいた論理的な説明

をすることで、科学的思考を働かせる場面が多か

ったためではないかと考えられる。 

表８ 単元②のジグソー活動における生徒の発話事例（抜粋）No.２ 

H12「ゴムがふたの役割をして、で水蒸気が空気を押し出す働きが 

あるから、で、その空気を押し出したのが出ていけんくて上 

に集まるやん。で上に集まって下の方の風船が水蒸気？で空 

気があったところを埋めようとして風船が膨らむのかなと 

思ったんですよ。」【予想・説明】 

G11「中に膨らむのが？」 

H13「そう、やから、空気が上の方に行くやん。下の方は何もない 

やん。で、水蒸気で、元々空気があったところやん。その空 

気があったところを埋めようとして風船が膨らんだのかな 

と。」【予想・説明】 

G12「説明に全然ついていけん。言ったことを聞きよったら、内側 

に膨らまさなきゃいけないのに俺の中ではこう膨らみゆう 

ね。」【妥当性・評価】 

H14「マジで？逆…」【気付き】 

G13「最初から風船つけちょったらいかんやん。もとの空気が抜け 

るわけでもないし。」【妥当性】 

H15「やけどさ。空気って上に行くやん。」【説明】 

G14「そこで風船にたまるやん。」 

H16「そう。だから水が底にあるやん。水蒸気になったってことは 

さ、空気が上に押し出されて、上に集まるわけやん。で下の 

方にこうあった風船がここだけが埋めようとして…バーン 

と。」【予想・説明】 

F17「爆発したやん。(笑)分からん。」 

H17「ごめん。僕じゃ説明不足やね。良く分からんがって。何か聞 

きよったらお前の方が合っちゅうと思うがよね。」【気付き・ 

評価・振り返り】 

F18「そうやね。」【評価・振り返り】 

表９ カテゴリーごとの発話数と割合 

あああ（科学的思考に関するものの抽出） 

 

単元① 単元② 

発

話

数 

発話の 

割合 

（％） 

発

話

数 

発話の 

割合 

（％） 

科

学

的

思

考 

「予想」 3 13.0 9 16.7 

「修正」 0 0.0 2 3.7 

「気付き」 1 4.4 8 14.8 

「評価」 2 8.7 5 9.3 

「振り返り」 0 0.0 3 5.5 

「妥当性」 6 26.1 4 7.4 

「説明」 6 26.1 18 33.3 

計 18 78.2 49 90.8 



イ ワークシートより 

単元②のワークシートの記録に注目した。この授業では、最初にゴム風船が丸底フラスコの内

側に大きく膨らんだ装置を見せて、どのようにすればこのような状態になるのかをエキスパート

活動に入る前に予想（個人思考）させた。ジグソー活動で各班からの発表を聞いた後、改めて各

自で内容をまとめて整理するために考察（個人思考）させた。 

ワークシートの記述内容について、エキスパート活動前での記述とジグソー活動後の記述を比

較する（表 10）と、エキスパート活動前の記述は 26人中 10人しか予想を記入できておらず、方

法の記述はあっても原理についての記述がない、もしくは記述できていても内容が薄弱な生徒が

多かった。しかし、ジグソー活動後では予想を記入している生徒が 15人に増え、そのほとんどに

ジグソー活動で得た知識や他の班の発表を参考にした記述が見られた。また記述内容についても、

得た知識を活用して、順を追ってより具体的に書かれているものが増えた。このように他の人の

発表内容を聞いて参考にし、客観性や論理性が向上した考察を記述できるようになっていること

からも、科学的思考が働いていると考えられる。 

ウ 振り返りシートより 

振り返りシートには、授業を通して生徒自身が何を学んだのかが具体的に記述されていた。ま

ず単元①では、「（実験結果等の）根拠をもって説明すること」、「見分けがつきにくいものも、

見分けるための方法があること」についての記述が多く、これらのことから、理科の学習におい

て実際に確かめることができる実証性、条件を同じにすると同じ現象を起こすことができる再現

性、また誰もが納得し理解できる客観性のある方法によって得た結果を他者に説明することの大

切さを学んだ生徒が多いことが読み取れる。また、感想欄には「協力するとうまくまとめること

ができた」という記述もあった。これらのことから、ジグソー法による授業によってメタ認知が

働いたことがうかがえる。 

そして単元②では、「水蒸気は空気を追い出す」、「状態変化を利用してこの現象を起こして

いる」のような内容の記述が多いことから、授業での重要なポイントを捉えようとしている様子

が見られる。また、これまでの学習の中からアンモニアの性質を振り返り、気体として存在して

いたものがなくなることで、そこに埋め合わせるように別のものが入ろうとすることを利用して

風船を膨らませているというような内容を記述している生徒も見られた。これはアンモニア噴水

実験を参考にしているものと思われる。このようにこれまでに学んだことを取り上げ、関連性を

検討したり、共通点等に気付いたり、その共通点を参考にしながら目の前の現象を説明しようと

表 10 単元②における生徒のワークシートへの記述事例 

 エキスパート活動前の記述 ジグソー活動後の記述 

方法 原理 方法 原理 

Ｊ 水を入れた丸底フラス

コを熱する。 

水蒸気で膨らむ。 水を入れたフラスコを熱する。湯気が

出ているときに風船をはめる。そうし

たら余熱で膨らんでいく。 

水を液体から気体に変えると体積が大

きくなる。気体から液体に変えると体

積が小さくなる。 

Ｋ フラスコに水を入れて

風船を入れる。フラス

コを熱する。 

（未記入） フラスコに水を入れて熱する。風船を

はめる。 

熱することで水が水蒸気になる。その

水蒸気がフラスコの中の空気を追い出

していく。そのため風船に圧力をかけ

るものがなくなるので、風船が膨らむ。 

Ｌ 風船の中に水を入れ

て、それを加熱によっ

て風船の中の液体を蒸

発させる。 

ガスバーナーを

使って風船の中

の液体を蒸発さ

せる。 

水を加熱して水蒸気にして、中の空気を減らして、そこに風船をはめると出続け

ている水蒸気が風船を上に持ち上げようとするので、フラスコの上へと風船が１

回上がった。その後中の空気が冷えると中の空気が下へと下がっていくために、

風船もそれと一緒に下へ引っ張られた。 



する生徒も見られた。このことからも科学的思考が働いていると考えられる。 

 

５ 成果と課題 

 (1) 成果 

発話記録より、ジグソー法の特にジグソー活動中において、もたらされる情報について理解しよ

うと意識している様子や、伝えたい相手が分かるように意識した発話や判断などから、メタ認知が

働いていることがうかがえた。また、集まった情報や内容をもとに要点を整理して総合的な判断を

しようとする発話も見受けられることから、メタ認知が活性化されていることが分かった。そして、

その発話を軸に周りの生徒も影響を受けて、自らの考えを見直して修正したり、まとめたりするな

ど、科学的思考につながったと見られる。これらのことから、ジグソー法による授業によって生徒

のメタ認知が活性化され、それにより生徒の科学的思考につながったと考えられる。 

また質問紙調査から、ジグソー法による授業を実施することで、メタ認知の、特にメタ認知的知

識が活性化される可能性があることが分かった。このことや発話記録の分析から、ジグソー法で扱

う題材について、メタ認知を働かせないと課題解決に至らないものを設定することで、メタ認知の

活性化につながるのではないかと考えられる。 

(2) 課題と今後の取組 

課題は主に三つと考える。 

一つ目は、ジグソー法がメタ認知の活性化につながる原因をより詳細に検討することである。こ

のことを解決するための方法として、例えば発話の分析について、ジグソー法を実施した処遇群の

発話を分析するだけではなく、ジグソー法を実施せずに同じ課題で授業を展開した対照群の発話も

分析し比較することによって、ジグソー法によって起こり得る生徒の発話の特徴や傾向を明らかに

することができるのではないかと考えられる。 

二つ目は、メタ認知の評価について妥当性を検討することである。本研究で採用した質問項目は、

生徒が日頃意識したり取り組んだりしていることを問う内容になっていた。本研究では半年間での

メタ認知の変容について検証をしたが、その半年間で行われる様々な授業などもメタ認知に影響を

与え得ることも考えられる。ジグソー法による理科授業がメタ認知の活性化にどのような効果があ

るのかを検証するには、検証授業ごとにメタ認知の変容を捉えることができるような質問項目の開

発が必要ではないかと考えられる。そして、発話の比較による質的な分析と、質問紙調査による量

的な分析を、検証授業ごとに織り交ぜて多角的に分析していくことで、ジグソー法がメタ認知に影

響を与えることをさらに詳しく分析できたり、質的な分析結果の妥当性をより担保できたりするの

ではないだろうか。そのためにも、検証授業ごとにメタ認知の変容を見取ることができるように、

質問項目の内容の開発に取り組みたい。 

三つ目は、ジグソー法の授業デザインの精緻化である。本研究で、ジグソー法の手法を取り入れ

た理科授業は、生徒のメタ認知を活性化させ、科学的思考を育むことが示唆されたが、研究の対象

とした単元は中学校１年の化学領域で、この領域における事例である。他の領域や単元における事

例にもジグソー法の授業デザインが適合するかどうか、検証する余地があると考えられる。すべて

の領域や単元でジグソー法を採用できるわけではないが、ジグソー法を採用しようとする際に、メ

タ認知の活性化及び科学的思考の育成に好影響が期待できる教材や単元等の選択肢があれば、ジグ

ソー法による授業を実施しようと考える教員が増えるのではないだろうか。そのために今後も研究

に取り組み、実践事例を増やしていくことで、授業デザインの精緻化を目指していきたい。 
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平成 29年度高知県教育公務員長期研修生（研究生Ⅰ・留学生）研究体制 

 

研究課題 氏名・所属・職名 
アドバイザー及び 

留学生指導教員 

児童の保育所・幼稚園等の経験を生かした小

学校教育の指導の在り方についての研究 

－幼児教育の特性を生かした学びの連続

性がある指導の工夫－ 

元木 加奈子  香美市立片地小学校 教諭 

難波江 明美 高知県教育センター 指導主事 

岡林 律子  高知県教育センター チーフ 

（幼保研修担当） 

鳴門教育大学 

教授 木下 光二  

主体的・対話的で深い学びの指導と評価の在

り方についての研究 

－英語でまとまりのある文章を書く力を

伸ばすために「どのように学ぶか」に焦

点を当てた授業改善－ 

津野 賀名子 高知県立安芸中学校 教諭 

竹本 佳奈  高知県教育センター 指導主事 
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教授 長﨑 政浩   

カリキュラム・マネジメントの視点による教
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－組織的に協働して進める教育活動に向
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斉藤 竜夫  高知県教育センター 指導主事 

高知大学 

講師 横山 卓 

高等学校における多様な進路希望の実現に関

する研究 

－数学の基礎学力の定着と向上を目指し

た学力定着把握検査の活用－ 

西村 知子  高知県立伊野商業高等学校 教諭 

上村 辰彦  高知県教育センター 指導主事 

山中 史裕  高知県教育委員会事務局高等学校課 

       チーフ 

高知工科大学 

准教授 鈴木 高志 

特別支援教育における外部専門家の活用につ

いての研究 

－コミュニケーションに関する指導事例

における教員の意識・指導の変容－ 

吉村 栄里香 高知県立高知若草養護学校 教諭 
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講師 鈴木 恵太 

開発的生徒指導を基盤とした学級（学校)経営

の在り方についての研究 

－生徒のリソースを尊重した SST の実践
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観察・実験を通し、科学的思考を育む理科の
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－ジグソー法によるメタ認知活動の促進

を通して－ 

山中 孝一  土佐市立高岡中学校 教諭 

足達 伸司  高知県教育センター 指導主事 

【留学生指導教員】 

高知大学 

講師 草場 実 

○全体指導   高知大学教育学部 准教授 古口 高志 

 

○高知県教育センター 研究生・留学生担当チーム 
   学校支援部長              岡本 美和 

   チーフ（研究開発・グローバル教育担当） 別役 千世 

   指導主事                竹本 佳奈 

   指導主事                中井 佳恵 

   指導主事                上田 妙 



国際バカロレアによる中高６年間の教育課程の研究 

～IBプログラムによる自律的な学習者の育成を目指した授業研究～ 

 

高知県立高知南中学校 教諭 重森 健介 

高知県立高知西高等学校 教諭 森澤 史和 

高知県立高知西高等学校 教諭 中野 千恵 
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１ 平成 28年度の研究概要  

平成 28年度の同研究では、本県の公立校における IBプログラムの導入に向けて、「概念」を取り 

入れた授業による理解の深まりと、教科横断的に概念を扱うことによって多面的にものごとを捉える

仕組みを提示した。 

その結果、IBプログラムに基づく授業設計の在り方が、現在検討されている次期学習指導要領が目 

指す「主体的・対話的で深い学び」の実践と大きく重なることを確認した。このことから、IBプログ

ラムの枠組みを活用した授業の設計が、今後多くの学校が目指す教育にも通ずるものであると示すこ

とができた。 

 

２ 昨年度の課題に対する今年度の研究 

(1) 高知県内中学校における IBの授業実践について 

         昨年度の研究では、授業設計の段階において「概念」を軸とすることで学びに深まりをもたせる

ことを示すことができたが、個々の授業において、教員及び生徒がどのような指導や学習に取り組

むかの具体的な実践を示すことができなかった。そのため、今年度の研究では、高知県内の中学校

において IBプログラムに基づく授業及び評価課題の設計とその実践に取り組んだ。 

ア 国際バカロレアにおける指導と学習 

 国際バカロレア機構の「MYP：原則から実践へ」（2014）では、IBにおける指導と学習では、「意 

味を構築し、世界を理解するために人々がさまざまな方法で協力し合う」ことを重視すると述べ

ている。すべての学習は、この構成主義的な考え方に基づいて行われ、生徒は課題に取り組む中

で自分が考えたことを、教員とまたは生徒同士でやり取りする。生徒は、自分と異なる多様な視

点を学ぶことにより、課題に対するより深いレベルの答えを追究していくこととなる。この学び

において、生徒はどの教科においても探究（inquiry）、行動（action）、振り返り（reflection）

のサイクルを通して、生涯学び続ける姿勢や態度を身に付けていく。 

また、IBの授業では、コミュニケーションスキルや、人と協働して取り組むスキル、批判的に 

物事を考えるスキルなど、すべての教科において生徒が様々な問題を主体的に解決する力を育成

本研究は、平成 30年４月に開校する高知県立高知国際中学校・高等学校において導入を検討してい

る国際バカロレア(以下、「IB」という)のプログラム導入に向けた取組についてまとめたものである。

昨年度に引き続き、高校で導入を検討しているディプロマ・プログラム（以下、「DP」という）を見据

え、中学校１年生から高校１年生において実施を検討している中等教育プログラム（以下、「MYP」と

いう）の理解及び実践に向けた研究を行ってきた。 

今年度の研究では、昨年度の取組を継続し、IB に基づく指導及び学習の具体的な実践例を示すとと

もに、IB の手法を活用して教科横断的なスキルの育成を目指した総合的な学習の時間の設計を行うこ

とで、自律的な学習者の育成を目指した授業の提示を行うことができた。 

 

<キーワード> IB、MYP理科、授業実践、総合的な学習の時間、自律的な学習者、評価 



することが求められている。これらのスキルは、学習の方法（Approaches to learning: 以下、

「ATL」という）として、あらゆる学習において「学び方を学ぶ」上で重要なスキルであるとされ

ている。教員は各単元で重視する ATLスキル（表１）を選び、授業を設計する。また、生徒はそ

れぞれの学習場面にふさわしいスキルを実践し、単元後にどのスキルをどのように活用したかを

振り返ることで自身の学びを客観的に把握していく。「MYP：原則から実践へ」（2014）では、生徒

がこの ATLスキルを実践し、様々なスキルを伸ばすことによって、自立的で自発的な学習に取り

組み、自身で振り返りを行うとともに、自分に合った学び方を効率よく身に付けていくことがで

きるとしている。 

今年度の研究では、これらの要素を取り入れた IBに基づく具体的な授業の展開を示すととも 

に、ATL スキルを活用することで、生徒が自らの学習状況を客観的に把握し評価する、自律した

学習者となることを目指して授業を設計した。 

              表１ ATLスキルの一覧 

ATLスキルのカテゴリー 身に付けたい ATLクラスター 

コミュニケーション 1. コミュニケーション 

社会的 2. 協働 

自己管理 3. 組織 

4. 情動 

5. 振り返り 

リサーチ 6. 情報リテラシー 

7. メディアリテラシー 

思考 8. 批判的思考 

9. 創造的思考 

10.転移 

 イ IBの授業実践報告 

(ｱ) 授業実践の目的 

今年度の研究における、県内中学校での授業実践には大きく二つの目的がある。一点目は、

先進校で学んできた IB に基づく授業や評価方法を本県で実践することである。IB 校ではな

いため、公立校で実践される評価規準と整合性をもたせながら、どのように IBの授業を設計

し、評価するかを検討することが必要である。 

二点目は、ルーブリックを用いた評価を行い、どの教員であっても一貫した評価を行う方

法の研究である。県内中学校の教員と協働で、授業設計、実践、評価に取り組むことで、評

価の際に教員間の視点にズレが生じないか、教員間の差をなくすためにはどのようなシステ

ムが必要であるかについて検討を行った。 

(ｲ) 授業設計 

授業を計画するにあたって、授業実践校の理科教員と協働で授業設計を行った。その際、

３時間という限られた授業の中で、生徒の実態に合わせた IBの授業スタイルを提示する必要

があった。そこで、全体計画を立て、実施する総括的評価について IBの評価規準と国立教育

政策研究所(以下：国研)が提示している「評価規準の作成、評価方法等の工夫改善のための

参考資料 中学校理科」の評価規準と照らし合わせて考えた。また、単元全体の計画につい

ては、IBの単元計画書(別添資料１)を用いて作成した。 

IB のルーブリックはどの分野でも使えるように、抽象度が高く示されている。そのため、

評価課題を生徒に課す際に、生徒が理解できるようにルーブリックを具体的に示した。また、

学習指導要領の内容をカバーできるルーブリックを作成した。 



表２ 総括的評価における IBと国立教育政策研究所の評価規準比較表 

 

この章における単元設計に関して、表２のように評価規準を示した。この表は、総括的評

価課題における比較のため、形成的評価は載せていない。IBでは、形成的評価は成績に反映

されないため日々の授業の中で、総括的評価課題に向かうための手立てとしている。今回の

授業実践において、評価を意識し、授業設計において学習を深めるために重視したことは次

の二つである。一つ目は、ATLスキルを活用し、批判的に物事を捉えるということである。

今回は、中学２年生の「動物のなかま」(新版理科の世界１ 大日本図書)の単元の、セキツ

イ動物・無セキツイ動物の分類に関する授業実践を行った。この単元は、一般的には、各セ

キツイ動物の分類が決まっていることを前提に内容が進んでいく。しかし、その「決まって

いる」ことに対して、本当にそうなのかと考えることにより、批判的に物事を捉えることが

でき、生徒一人一人の思考が深まっていくと考えた。 

二つ目は、実験デザインである。高知県の生徒は実験をデザインする力が弱いという分析

がある。そこで、実験デザインをさせる授業を組み込んだ。その際、仮説、実験方法、必要

な道具の選択等について、各グループで異なった実験方法をデザインし、共有することで、

他のグループのアイデアを知り、さらに自分たちのアイデアと比較検討することで、思考の

幅を広げることが可能になる。さらに、自分たちと他グループの検証方法と比較することも、

批判的に考えることにつながると考えた。 

この他に、３時間の授業の中で意識した ATLスキルは、「思考スキル」、「コミュニケーショ

ンスキル」である。１時間目の授業で行った「カモノハシは本当にほ乳類でよいか」という

ディスカッションでは、生徒が既習事項を用いて自分で思考し、さらに自分の意見を伝える

ことを重視した。２、３時間目に行った「ダンゴムシを茹でて赤くする方法をデザインする」

という授業では、どのような実験方法がふさわしいか、生育環境等の様々な視点から実験を

デザインする中で、各グループのメンバーとコミュニケーションをとることが必要とされた。

これらの ATLスキルを活用することで、生徒が主体的に学習に参加することを目指した。 

(ｳ) 評価について 

今回の授業では、授業実践の目的の一つである IBの評価規準を用いた評価を行っているが、

「MYP：原則から実践へ」(2014)によると、IB における評価では「あらかじめ周知されてい

る明確な基準によって導かれ、評価の透明性を確保」することと、教員はこの決められた評

価規準に沿った評価課題を作成することが必要とされている（表３）。 

 そのため、本来であれば IBが示している評価規準をそのまま使用し、生徒に提示すること

が求められているが、今回は限られた時間での授業実践だったことや生徒の実態を考慮し、

IBのルーブリックから各項目を抜粋して評価を行った(別添資料２)。 

授業では、課題を課す前にルーブリックを提示し説明することで、生徒たちがどのように

実験計画書を作成したらよいかを理解できるようにした(別添資料３)。全ての授業終了後、

規準A

知識と理解

規準B

探究とデザイン

規準C

手法と評価

規準D

科学的影響の振り返り
関心・意欲・態度 思考 技能・表現 知識・理解

1

(1時間目)
セキツイ動物の分類と特徴

1 無セキツイ動物の観察

無セキツイ動物の分類

ダンゴムシを赤くするには？ 〇 〇 〇

1 節足動物と軟体動物

1 イカの解剖

2

(2、３時間目)

評価規準(IB) 評価規準(国立教育政策研究所)

学習内容時数

単元：動物の生活と生物の進化　４章　動物の仲間



生徒の課題を県立中学校理科教員と一緒に評価した。その際、教員間で共通したルーブリッ

クを使用して評価を行うことで、教員の主観によらない、客観的な指標を用いた評価を行う

ことができた(別添資料４)。 

表３ MYPにおける評価の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｴ) 振り返り 

１時間目の授業では、生徒は次のような振り返りを行っていた。 

・カモノハシの分類も DNA的観点から導き出せばいいと思う。 

・カモノハシの分類について、当てはまるグループがなかったので、考えるのが難しかっ

たです。 

・今日の授業の動物の分類は、いろいろな特徴のある動物がいて、きちんと分けるのは難

しいけど、「違うんじゃないか」、「こうかな？」とかを考えることができたので良かった。 

・カモノハシがほ乳類ということは知っていたけど、今日の授業で分からなくなりました。 

１時間目のディスカッション後のこれらの振り返りから、基準に当てはまらない動物に対

してどのように考えるのか、「決まっている」ことに対して、それで本当に良いか批判的に考

えようとする意見が見られた。「カモノハシがほ乳類である」ということを知っている生徒も

多くいたが、本当にほ乳類でよいのかについて考えることで、新たな視点に気付いたことが

読み取れた。この授業を通して、生徒が一般的に決まっていることに対して疑問を持つとと

もに、既習事項と自分の思考を統合し、表現することを通して、学習内容の理解だけでなく、

批判的思考スキルを活用したと考えられる。 

また、２、３時間目の授業では、次のような振り返りが得られた。 

・仮説の根拠が変わりそうだ。アスタキサンチンという植物性プランクトンをダンゴムシ

に与えると、茹でて赤くなるのではないかという仮説までたどり着いた。班の中で、面

白い実験方法が浮かんできた。 

・同じ甲殻類なのに、エビとダンゴムシを茹でても同じ変化をしないと考えたことがなか

ったので、視点が面白かった。 

・今日、ダンゴムシを赤くさせる方法をみんなで調べて、アスタキサンチンが入っている

食べ物を食べさせるとダンゴムシは赤くなるのではないかという答えになりました。他

にも植物にアスタキサンチンを含ませた水をあげ、その葉っぱをダンゴムシに食べさせ

るという考えがあった。 

・ダンゴムシはエビやカニと同じ甲殻類だけど、アスタキサンチンは含まれていないこと

が分かった。今日この授業を通して、ダンゴムシにアスタキサンチンを食べさせても、

本当に赤くなるのかなと思いました。 

・食生活が違うだけで、色やにおいが変わるのは不思議だなと思った。食物連鎖はどこに

・学習プロセスでフィードバックを行うことにより生徒の学習を支援・奨励する。 

・指導プロセスを報告し、向上させ、改良する。 

・「パーソナルプロジェクト」や学際的単元の評価などにおいて、教科を横断したスキルを転移する機会を生 

徒に提示する。 

・学習に対する生徒の前向きな態度を奨励する。 

・実社会の文脈に基づいた探究において生徒をサポートし、科目の内容の深い理解を促す。 

・批判的、創造的思考スキルの発達を促す。 

・多様な文化的、言語的状況での評価を可能にすることにより、プログラムの国際的な視野を反映する。 

・生徒の全体的な発達を重視するというモデル原則を取り入れることにより、プログラムの全人的な特質を具

現化する。 



でも出てくるキーワードなのだなと思った。 

実験デザインでは、検証の可能性については問わず、根拠を明確にすることを徹底した。 

生徒の振り返りでは、他のグループのアイデアに共感したり、アイデアについて批判的に考

えたりすることができたという意見が多くあった。また、仮説や実験方法、予測される実験

結果について、ほぼすべてのグループのアイデアが異なっていたため、他のグループとの交

流を通して、自分たちの視野を広げることができたと考える。 

３時間の授業実践を通して、生徒の中には主体的に考え行動したり、グループにおける コ

ミュニケーションに貢献したりする等、学習への取組が多様化することで、新たな一面を見

せる場面があった。また、授業のフィードバック等からも生徒が学習において ATL スキルを

活用していたことが読み取れた。 

  

(2) 教科横断型の学習の計画 

教科横断型の学習について、今年度の研究では、昨年度の「概念」を取り入れた授業設計をさら

に発展させ、探究、行動、振り返りのサイクルを活用して生徒が各教科の枠を超えた学習にどのよ

うに取り組んでいくかを検討し、３年間を通した総合的な学習の時間の設計を行った。 

これらの検討により、自律的な学習者の育成を目指す教科横断型の学習の計画に向けた研究を行

った。 

ア IBの探究のサイクルに基づくプロジェクト学習 

先に示したように、IBの指導と学習では、探究、行動、振り返りのサイクルを繰り返すことを

重視している。生徒は、あらゆる学習の場面において、このサイクルを回していく。各教科の学

習はもちろんのこと、総合的な学習の時間においても、生徒はこの探究、行動、振り返りのサイ

クルを活用し、各教科の枠を超え現実社会で起きていることについて学習を行っていく。そのた

め、すべてのプロジェクト学習は、生徒自身が取り組むテーマを発見し（探究）、目標の達成に向

けて計画を立て、実際に行動を起こし（行動）、その活動の成果や影響を客観的に考察する（振り

返り）ことを目指している。 

このプロジェクト学習では、生徒自身が全ての活動に責任をもって取り組むことが求められて

いる。教員の役割は、生徒の取組について助言をしたり、活動の進捗を確認したりすることとな

る。そのため、プロジェクトで取り組む内容やテーマに関して、教員が方向性を決めたり、生徒

の行動を指示したりするのではなく、生徒が自身のプロジェクトに応じて必要な場面で教員にア

ポイントを取り、相談するなど、自分たちで計画し、行動することが求められている。 

また、プロジェクト学習では、よい学習結果を示すことだけでなく、自分たちの計画、行動が

どのような点で良かったか、よりよいものにするためにはどのような改善が考えられるか、あら

ゆる視点から考え、記録していく。この繰り返しにより、次のプロジェクトをより良いものにす

るためのスキルを身に付けることを重視している。総合的な学習の時間では、育成したい資質に

向けてこれらのスキルを身に付けていく。 

イ プロジェクト学習の集大成としてのパーソナルプロジェクトとその評価について 

MYPではプログラムの最終学年において、パーソナルプロジェクトの実施が必要とされている。

パーソナルプロジェクトでは、自分の興味のある分野について掘り下げる中で、生徒がこれまで

に学んだ学習内容を統合し、ATLスキルを高める機会となっている。 

また、生徒は、中学１年次から取り組んできたプロジェクト学習でのリサーチスキルを活かし、

現実社会で起きていることについて、自分たちで取り組むテーマを決定し、目標の達成に向けて

計画を立て、実際に行動を起こしていく。 

パーソナルプロジェクトでは、「調査」、「計画」、「行動」、「振り返り」の四つの目標が示されて

いる。この四つの目標は、そのまま四つの評価規準に対応しており、絶対評価で評価される仕組



みとなっている。また、リサーチスキル、自己管理スキル、コミュニケーションスキル、社会的

スキル、思考スキルの ATLスキルの活用が評価規準に含まれており、生徒が実際にスキルを活用

することが評価される（図１）。 

これらのプロジェクトの成果を示すために、生徒は   

プロジェクトに取り組む過程を記録したジャーナル、  

作品、レポートを作成し、提出する。これらの評価規 

準は、各教科の授業と同様に事前に生徒に提示される  

ため、生徒は明確な到達目標に沿ってプロジェクトに 

取り組むことができる。 

このように、パーソナルプロジェクトでも、最終的  

な到達度を事前に生徒と教員で共有することにより、 

教員は生徒に対してどのような力を付けてもらいたい 

か具体的に明示することができる。また、生徒が評価 

規準を活用することにより、到達目標に向けてより効 

率的に取り組み、課題の質を向上させるとともに、評 

価について十分に理解し、自分たちで、計画、行動、 

振り返りを行うことができる自律した学習者に向かう 

と考える。したがって、パーソナルプロジェクトでは、 

生徒が自身の関心に基づき、目標を設定し、調査、計画、行動、振り返りを行うとともに、その 

結果を明らかに示すことで、生徒のプロジェクトに対する評価が行われるようになっている。 

ウ 総合的な学習の時間において育てたい力 

(ｱ) 本校で育てたい力 

これらのパーソナルプロジェクトの成功に必要 

とされる力は、国際的な大学入学資格の取得を目 

指す高校での DPに取り組む上でも非常に重要な 

力である。中学校段階から、パーソナルプロジェ 

クトに取り組むための「プロジェクトを成し遂げ 

る力」の育成が必要となる。 

その一番の土台となる ATLスキルは幅広い分野 

にわたるため、すべての教科の学習でも取り組ん 

でいく。 

また、問題解決型の学習に取り組むために、そ 

の取組過程に沿って１.課題設定、２.計画、３.調 

査・記録、４.整理・分析、５.まとめ・表現、６.振り返りの六つの段階に整理した（図２）。

これら六つの段階を１サイクルとして、１年間で１回以上実践することにより、プロジェク

ト学習に関わる全てのスキルを経験するよう授業を設計した。 

それぞれにおいて、外部講師等による専門的な視点からの助言を頂く等、学校外の人的、

物的リソースを効果的に活用しながら、これらの取組を進めるよう３年間の計画を作成した。 

(ｲ) 本校における総合的な学習の時間の取組 

各学年での総合的な学習の時間では、生徒の発達段階を考慮しながら、自分たちでプロジ

ェクトを進めるための力を育てていく。学年ごとの最終的な到達目標を生徒と教員間で共有

し、取り組む活動のレベルを段階的に引き上げるようにした。（表４） 

まず、中学１年生では、活動のレベルを「Beginning」と位置付け、人間関係づくりと並行

しながら新たな学習の方法を学ぶ。プロジェクト学習への導入としては、インタビューに向

プロジェクト

を成し遂げる力

課題設定・計画

調査記録・整理分析

まとめ表現・振返り

ATL

図２ 取組の構造

図１ パーソナルプロジェクトの目標 

（「プロジェクトガイド」(IBO, 2014) 



けて概念を軸とした質問づくりやグループワークでの協働やコミュニケーションのスキルを

身に付ける。また、学校紹介ビデオの作成を通して、プロジェクト学習に必要な基本的な方

法やスキルを学びながら、「調査」「計画」「行動」「振り返り」のサイクルを体験する。 

中学２年生では、活動のレベルを「Training」と位置付け、実際に生徒が主導したプロジ 

ェクト学習に取り組む段階とした。そのため、生徒は自分の興味のあるコンテストやコンク

ールなど校外ですでに設定された目標を立て、その目標に向けて計画し、行動する中でプロ

ジェクトに必要な基本的なスキルを実践する。また海外研修では台湾の現地校を訪問し、日

本と台湾における身近な問題について同世代の生徒と英語を使ってディスカッションするこ

とを目指す。生徒は異文化理解や英語でのコミュニケーションに取り組むと同時に、台湾に

ついて理解するために各教科での学びを統合し、新たな知識も獲得していく。その際に、幅

広い ATLスキルを実践することにもつながっていく。 

中学３年生では、活動のレベルを「Adventure」と位置付け、個人的な興味や関心を研究の 

レベルまで発展させる。パーソナルプロジェクトでは、これまで身に付けた方法やスキルを

示すとともに、高校で取り組むさらに学術的な研究に向けた素地を養う。 

 

    表４ ３年間の総合的な学習の時間の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 成果と課題 

(1) 成果 

今年度の研究では、昨年度に引き続き IB のプログラムに基づく授業研究に取り組む中で、IB に

基づくルーブリックを取り入れた指導及び学習をより具体的に示すことができた。 

評価については、ルーブリックを活用し、教員と生徒間で評価について情報を共有することで、

学習の目的を明確化するとともに、教員間における評価の視点のズレを減らし、評価を標準化する

ことができた。また、授業設計については、ATL スキルを学習活動の視点として組み込むことで、

生徒が自身の考えを言語化するためのコミュニケーションスキルや他者の意見について批判的思

考力を必要とする場面を設定するなど、生徒の主体的な学習を促す仕組みを提示することができた。 

総合的な学習の時間については、計画の段階であるため、実際の運用では修正や調整が必要とな

るが、パーソナルプロジェクトを学習の集大成と位置付け、生徒が主体的にプロジェクトを成し遂

げるために必要な取組を、学年縦断的に計画することができた。最終的な到達目標を明確化し、教

員と生徒でゴールを共有することにより、同様に生徒のプロジェクトの質を高める計画とすること

ができた。  

(2) 課題 

今回の研究では、IBが提示する評価規準を実際に評価課題で活用した際、ルーブリックの活用に 

よって得られた学習成果物の分析や効果の検証までは至っていない。 

これらは今後、単元を通して授業を実践し、振り返りを行うことで検証していく必要がある。ま 

た、教員間で評価の視点における差異を無くすためには、教員間での綿密な協働設計や振り返りの 

時間が必要である。これらの継続的な取組及びさらなるルーブリックの活用に取り組むことが今後 

時期 活動のレベル 活動内容 

中３ Adventure パーソナルプロジェクト 

中２ Training 
プレ・パーソナルプロジェクト 

～海外研修・チャレンジカップ～ 

中１ Beginning 
プロジェクト学習導入 

～インタビュー・学校紹介～ 



の課題であると考える。 

 (3) 今後の取組 

今後は、さらに研究と修養に努め、４月から開校される県立中学校での授業において、IBに基  

づく指導及び学習の実践に取り組んでいく。全ての教科での実践が必要とされることから、さら 

なる教員間の協働設計や振り返りを行うために、バディーシステムの導入を検討している。一貫 

した指導と学習に取り組むために、学校全体としてカリキュラムマネジメントに取り組んでいく。 

     

 

【参考・引用文献】 

国立教育政策研究所 (2002) 「評価規準の作成、評価方法等の工夫改善のための参考資料 中学校理科」 

文部科学省大臣官房国際課 (2017)：国際バカロレア認定のための手続き（ミドル・イヤーズ・プロ 

グラム編） 

IBO（2014）： MYP 原則から実践へ 

IBO（2014）: 国際バカロレアの教育とは 

IBO (2014)： プログラムの基準と実践要綱 

IBO（2016）： MYP：学校のための認定ガイド 

IBO (2014)： Application for candidacy: Middle Years Programme 

IBO（2014）： MYP Sciences guide 

山田明美・中野千恵・森澤史和 (2017)：平成 28年度研究紀要  国際バカロレアによる中高６年間の 

教育課程の研究～IBの理念に基づいた MYPの導入に向けて～, 高知県教育センター, pp130-139  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添資料１ 

   授業実践における単元計画書 

別添資料２ 

評価規準Ａ 知識と理解（MYP Sciences） 

成績レベル レベルの説明 

0 この生徒は以下の説明に記載された基準に達していない。 

1–2 

この生徒は以下のことができる。 

i. 科学的知識を選択する。 

ii. 科学的知識と理解を選択し、見慣れた状況下で起きた問題の解決策を提案する。 

iii. 完全とは言えないが、情報を応用し、判断を下す。 

3–4 

この生徒は以下のことができる。 

i. 科学的知識を想起する。 

ii. 科学的知識と理解を応用し、見慣れた状況下で起きた問題の解決策を提案する。 

iii. 情報を応用して判断を下す。 

5–6 

この生徒は以下のことができる。 

i. 科学的知識について述べる。 

ii. 科学的知識と理解を応用し、見慣れた状況下で起きた問題を解決する。 

iii. 情報を応用し、科学的に裏付けられた判断を下す。 

7–8 

この生徒は以下のことができる。 

i. 科学的知識の概要を述べる。 

ii. 科学的知識と理解を応用し、見慣れた状況下で起きた問題を解決する。見慣れな

い状況下で起きた問題の解決策を提案する。 

iii. 情報を解釈し、科学的に裏付けられた判断を下す。 



別添資料３ 

授業実践において使用したルーブリック 

評価 評価規準 

５ 

①根拠を明確にして仮説を立てている。 

②ダンゴムシを茹(ゆ)でて赤くする方法について、他の甲殻類(こうかくるい)の性質などを比較し、生

息環境や生態系、食べ物なども考慮(こうりょ)して詳細に説明している。 

③複数(ふくすう)のデータの取り方を詳細に示している。 

４ 

①根拠を明確にして仮説を立てている。 

②ダンゴムシを茹でて赤くする方法について、他の甲殻類の性質などを比較して、詳細に説明している。 

③複数のデータの取り方を簡単に示している。 

３ 

①根拠を簡単に示して仮説を立てている。 

②ダンゴムシを茹でて赤くする方法について、他の甲殻類の性質などを比較して、簡単に説明している。 

③１つのデータの取り方を詳細に示している。 

２ 

①根拠は不十分であるが仮説を立てている。 

②ダンゴムシを茹でて赤くする方法について、ダンゴムシの生息環境を考えて、説明している。 

③一つのデータの取り方を簡単に示している。 

１ 

①根拠がなく、仮説になっていない。 

②ダンゴムシを茹でて赤くする方法について簡単に説明している。 

③データの取り方を説明していない。 

 

別添資料４ 

生徒の成果物(個人提出物左、グループ提出物

右) 

 



平成 29年度高知県教育公務員長期研修生（研究生Ⅱ）研究体制 

 

研究課題 氏名・所属・職名 

国際バカロレアによる中高６年間の教育課程

の研究 

－IBプログラムによる自律的な学習者の

育成を目指した授業研究－ 

重森 健介   高知県立高知南中学校 教諭 

森澤 史和  高知県立高知西高等学校 教諭 

中野 千恵  高知県立高知西高等学校 教諭 

○高知県教育センター 研究生・留学生担当チーム 
   学校支援部長              岡本 美和 

   チーフ（研究開発・グローバル教育担当） 別役 千世 



 

 

 

 

 

 

 

所内研究報告 

 
 

第２部 



表２ 探究型学習３カ年の計画 

グローバル人材の育成を図るための教育プログラムの開発・実践 

～高知南中高における探究型学習プログラム～ 

高知県教育センター 学校支援部 研究開発・グローバル教育担当 

 

１ 研究目的 

  高知県教育センター（以下、「教育センター」という。）の研究協力校、高知県立高知南中学校・高

等学校（以下、「高知南中高」という。）ではグローバル教育に取り組んでおり、平成 27年度から「探

究型学習プログラム」と「英語学習プログラム」の開発・実践を行っている。 

同校では、「探究型学習」を「生徒が自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的・協働的に取り

組む学習」と定義し、「気付く」・「考える」・「表現する」をキーワードに、「思考力」・「判断力」・「表

現力」の育成や主体的・協働的な学びの実現、課題発見・解決の力の育成を目指して、全教職員がア

クティブ・ラーニングの視点からの授業改善に取り組んできた。そして、その具体的な手法として、

「協調学習（知識構成型ジグソー法）」を用いた。 

本研究は、高知南中高において「協調学習」を中心に、「主体的・対話的で深い学び」を実現するた

めの教材研究・授業実践を組織的に進めることで「探究型学習プログラム」を開発・実践し、その成果 

を高知県内の県立高等学校及び中学校に普及させることを目的として行う。               

 

２ 研究体制及び研究方法 

(1) 研究体制 

本研究は、高知南中高に常駐する教育センター

指導主事と学校の研究推進体制が一体となって進

めてきた。 

校内では、主に管理職、各校務分掌の部長等で

構成された「グローバル教育校内委員会」の指導

のもと、「探究型学習推進チーム」や「教科会」で

授業改善等に取り組んだ。  

「探究型学習推進チーム」は、教頭、主幹教諭、

研究主任、教科主任、若年教員研修対象者と初任

者研修教科指導員で構成される。また、校外では、

県内外の学識経験者等で構成する「高知県グロー

バル教育推進委員会」の指導・助言を受けたり、

「東京大学 高大接続研究開発センター 高大連

携推進部門 ＣｏＲＥＦユニット（略称ＣｏＲＥＦ）（以下、「ＣｏＲＥＦ」という。）」が中心となっ

て組織した「新しい学びプロジェクト」に高知県教育センターが平成 28年から加盟し、連携したりし

ながら研究を進めてきた（表１）。 

 

(2) 研究方法 

高知南中高では、「授業力向上・授業改善自

己プラン」に基づき、全教職員が授業改善に

取り組み、年間１回以上の授業公開を行った。

探究型学習の方法として、ＣｏＲＥＦが提唱

する「協調学習」に着目し、協調学習を引き

起こしやすい手法の一つである「知識構成型

ジグソー法」を用いた教材づくり、授業づく

 表１ 研究体制   



表３ 平成 27 年度グローバル教育研究報告会研究授業（探究型） 

 

りに取り組んでいる。 

「探究型学習」については、平成 27年度から３カ年計画（表２）で、「探究型学習推進チーム」を中

心に「協調学習」に関わる教材研究、学習指導案検討、授業実践、評価の在り方等について協議・検討

を行ってきた。 

 

３ 研究内容（３年間の概要） 

 表２に示したとおり、高知南中高では３年間の研究計画を作成し、研究を推進するようにした。以下、

年度ごとの概要を記す。 

〔27年度〕 

 研究初年度にあたり、協調学習の取組については、国語科と地歴公民・社会科を推進教科とし、教材

研究と授業づくりを行うこととした。授業づくりに関する教科会に常駐指導主事も参加し、指導方法に

関する研修や事例紹介、学習指導案の検討などを行った。 

 また、探究型学習推進チーム会を年間６回開催した。研究を開始した直後ということもあり、授業を

実践するために協調学習の理論や事例を研究するために６月には CｏＲＥＦから講師を招聘し、チーム

研修会を行った。 

 11 月５日には、「平成 27 年度グローバル教育研究報告会」において、研究授業が行われた（表３）。

参観者からは「多くの生徒が積極的・意欲的に学習していた。すべての生徒に出番があることは、ジグ

ソー法の良さだと思った。（現代文Ｂ）」、「生徒が主体的・協調的に学習を行うことができるレベルの高

い授業であった。一人一人の生徒が自分の考えを持ち、とりわけジグソー活動で、自分の言葉で話して

いた。（現代社会）」などの感想が聞かれた。 

 協調学習を用いて、生徒の話し合いを中心として授業スタイルについては教職員にも理解は広がった

が、その一方で、教科の本質に迫る「学習課題」を設定し、生徒の思考力・判断力・表現力を高めるよ

うな「学び」が達成できたかどうかにつ

いては、研究の余地も残り、「習得・活用・

探究」の学習プロセスの中で「問題設定・

解決」を念頭に置く、「深い学び」につな

げていく視点を持ち、指導方法を改善し

ていくことを次年度以降の研究とした。 

〔28年度〕 

 研究２年目の推進教科は、前年度の国

語科、地歴公民・社会科に加え、数学科

と理科が取組を推進することとなった。

推進教科の教員は、年間１回以上の協調

学習による授業づくりを行うこととし、

教材研究、指導方法の研究、そして学習

指導案の検討などを教科会で行うように

した。 

 探究型学習推進チーム会は年間９回開

催し、グローバル教育研究報告会の学習

指導案検討等を、校種、教科を超えて取

り組んだ。 

また、７月には、新しい学びプロジェクトの協力を得て、広島県（理科・道徳）と埼玉県（数学）よ

り「協調学習マイスター」を招へいし、校内研修として研究授業と研究協議を行い、教科会やチーム会

のほかに、全教職員で取り組む授業改善の研究の視点で、取組を進めることができた。 

表４ 平成 28年度グローバル教育研究報告会研究授業（探究型） 

 



11 月 22 日には、「平成 28 年度グローバル教育研究報告会」を開催し、探究型学習では８つの研究授

業を実践した（表４）。参観者からは「エキスパートの三つの問いがよく考えられていて、ねらいとする

ところへ自然に導かれるようになっていると感じた。（国語総合）」、「『深い探究』とは、どのような授業

なのかを生徒自身が気付ける授業として、価値の高い学びであると感じた。（生物基礎）」などの感想が

聞かれた。 

協調学習が広がる中で、生徒たちからも「協力して話し合ったりすると分からないところが分かるよ

うになるし、お互いの意見を混ぜ合わせたりするともっとよい答えが出たりして、ジグソー活動のすば

らしさが分かった。（高 1）」、「自分とは違うものの見方、考え方が聞けてわくわくする。自分から課題

に取り組もうという意識ができる。(高 1)」のような肯定的な意見も見られた。 

協調学習の授業づくりを通じて、「主体的・対話的で深い学び」の視点での授業づくりについて多く

の教員の意識が高まるようになり、授業づくりについても教科会やチーム会などでの協議・検討の機会

も増え、組織的な取組が展開されるようになったことなども成果として挙げられる。その一方で、公開

授業以外の日々の授業づくりにつながるような取組の視点や、生徒の学習意欲を高める学習課題の設定

や、学習目標や評価規準の設定、生徒の学びの見取りについては研究の余地が残り、次年度への課題と

なった。 

〔29年度〕 

 当初の３年間の計画に従い、平成 29

年度は探究型学習を全教科で実施した。

チーム会の人員が増えたため（32名）、

「国、社、数、芸」、「理、体、技家、

情、英」の２チーム編成とした。チー

ム会は年間８回行った。特にチーム会

では、昨年度の課題であった「生徒の

学びを適切に見取ること」を研究の柱

と位置付け、年間を通じて取り組むこ

ととした。 

 教科会については、２月に実施する「平成 29年度グローバル教育研究発表会」における公開授業の授

業案を各教科で検討することとし、９月以降、月に１回、中高合同の教科会が開催でできるように時間

設定を行った。 

 ７月には、グローバル教育校内研修会として研究授業を実施し、探究型学習では、「中学校２年生 社

会」、「高等学校１年生 化学基礎」、「高等学校２年生 数学Ａ」で協調学習による授業を公開した。ま

た、授業後の研究協議には、鳥取県教育センターの指導主事を招へいし、「主体的・対話的で深い学びの

中で、協調学習をどのように効果的に活用するか」、「協調学習を通して、普段の授業を見直す」という

視点での助言があった。 

 また、７月研究授業の授業者（高等学校籍２名）が、８月の全教職員対象の校内研修会において、研

究授業の授業づくりの中で、「生徒にどのような力を付けようと考えたか」、「実際の授業では生徒はどの

ように学んでいたか」、そして「授業の生徒の学びをどのように見取ったか」について、研究発表を行っ

た。同研修会では、その後、各教科で「生徒の学びをどのように見取るか」について協議を行い、２学

期以降の授業実践に生かしていくように確認をした。 

 ２月９日には、３年間の研究の成果を発信する、「平成 29年度グローバル教育研究発表会」を開催し

た（表５）。参観者からは、「生徒にとって、自らが考えて展開できる授業だったと思う。教員の適切な

教材づくり、本時の設定に至るプロセスには通常の業務をこなしながらということを考えると本当にす

ばらしいと感じた。（数学Ⅰ）」、「生徒が授業で何をするのか明確に理解し活動ができていたことに驚い

た。ここに至るまでの学校側の努力に頭が下る。（家庭基礎）」、「生徒が、何をすればよいか、どこに向

表５ 平成 29年度グローバル教育研究報告会研究授業（探究型） 



かえばよいかを教員がしっかり示しながら、それでいて学習そのものは生徒が主体的に進めていく理想

的な授業だった。（中学校社会）」など、特に、生徒が主体的に学習している様子に感心したという感想

が聞かれた。 

 

４ 研究の成果と課題 

(1) 成果 

この３年間の研究成果について、平成

29 度末に行った、各教科会で協議した結

果を記す（表６）。 

まず、生徒の思考力・判断力・表現力

を育成するために「探究型学習」に取り

組んできたことについては、「生徒の思考

が深まる場面が見られた」等、「生徒に考

えさせる授業」への取組を目指している

ことがうかがわれた。この件については、

本年度 12 月に実施した、「探究型学習に

関する教職員アンケート（以下、「アンケ

ート」という。）においても、「日々の授

業において、生徒に考えを持たせるよう

に工夫している」という項目に対し、全

教職員の 94.5％が肯定的評価（「４とても

あてはまる」、「３あてはまる」の合計。

以下同じ）を回答しており、教職員の意

識の高まりが見られた。また、「教科会や

チーム会で授業づくりについて協議する」

という視点に対しては、「アンケート」で

も、「教材研究や授業づくりについて、校

内の他の教員と相談し合っている」では、

83.5％が肯定的評価を回答しており、授

業づくりについて組織的・協働的に取り    

組むことが定着しつつあることがうかが

われた。 

(2) 課題 

 課題については、「探究型学習での授

業づくりに多くの時間を費やす」ことが多くの教科から指摘された（表７）。「アンケート」では、「探

究型学習に取り組むことで、以前より教材研究を深めるようになった」の肯定的評価が 68.5％、「探

究型学習に取り組むことで、教科の特性を踏まえた本質的な問い」を生徒に考えさせるようになった」

の肯定的評価が 57.5％であり、「深い学び」を実現させるための「問い」の設定の難しさや、授業方

法の工夫について課題が見られた。 

 ３年間の研究において、今後、育成を目指すべき資質・能力や、それを実現させるための具体的な

授業方法の在り方については、多くの教員の理解が深まったと言える。一方で、生徒の思考力・判断

力・表現力を適切に見取る評価の在り方については、まだまだ実践的な研究が必要であると思われる。 

 高知南中高が、高知県内の探究型学習のモデルとしてさらに授業改善に取り組み、「たくましく生

き抜く生徒」づくりを実現する研究校となる取組をさらに継続させたい。 

① 探究型学習に取り組むことでどのような成果があったか。 

個人やグループでの課題解決学習を通じて、生徒の思考を深めら

れる教材を考えることができた。 

いろいろな考え方があることに気付くとともに、考えていくこと

がおもしろいという生徒も出てきたことで、多面的にとらえる力

が身に付くことを実感した。 

生徒のつまずきに気付き、授業展開や注意すべき点などを授業の

中や、授業に振り返ることができ、次の授業での改善につなげる

ことができた。 

生徒の学習に対する発見や考え、驚きにうまく対応することがで

き、生徒の自主性や仲間との関りをうまく引き出すことができ

た。 

② 協調学習の授業づくりについて、教科会やチーム会で協議するこ

とでどのような成果があったか。 

教科で指導案検討等を行うことで、考え方や授業展開の方法など

について、新しい気付きや発見があった。教員間での連携を取る

こともできた。 

時間をかけて練り上げていくことで、身に付けてほしい力、ねら

いが明確になった。 

チーム会では、他教科の授業展開などを知ることで、自分の授業

づくりに生かせる良い刺激になった。他教科の指導案を共有する

ことで大変参考になった。 

チーム会は、教科外の取組や工夫などを知る機会となり、参考に

なることが多かった。また、複数教科の先生方の視点が加わるこ

とで、改善点を見出すことにもつながった。 

表６ 探究型学習についての成果（各教科で協議） 

① 探究型学習の取組に対する課題はどのようなことか。 

教材研究に多くの時間が必要となり、探究型学習が学期に一回程

度しか行うことができなかった。 

グループでの学習が、理解の早い生徒に頼ってしまう傾向が見ら

れた。課題の内容や授業の進め方を改善する必要もある。 

どの単元の、どのタイミングで探究型学習を取り入れるとより効

果的かについてさらに検討する必要がある。 

生徒の学びについて、教員がこの授業で「何を見取るのか」につ

いて十分に理解できていないところもあり、評価規準の設定につ

いて課題が残った。 

教科全体で話し合う機会が限られており、取組が遅れることもあ

った。教員間連携を円滑にすることも課題である。 

表７ 探究型学習についての成果（各教科で協議） 



 

グローバル人材の育成を図るための教育プログラムの開発・実践 

～高知南中高における英語教育プログラム～ 

 

 高知県教育センター 学校支援部 研究開発・グローバル教育担当 

１ 研究目的 

  社会や経済の急速なグローバル化に伴い、高度な英語運用能力とともに、論理的思考力や課題解決

能力、コミュニケーション能力等を備えた人材育成が必要とされている。そして、「グローバル化に

対応した英語教育改革実施計画（文部科学省、2013）」、「高知県英語教育推進のためのガイドライン

（高知県教育委員会、2015）」においても、英語によるコミュニケーション能力を確実に養うことが

求められているところである。そこで、「生徒が授業や課題研究に取り組む中で、論理的思考力や判

断力、表現力を身に付けるとともに、英語運用能力の向上を図り、将来グローバル人材として活躍で

きる資質を育成する」ことを目的とし、平成 27 年度から３年間英語教育プログラムの開発・実践を

行った。 

 

２ 研究体制及び研究方法 

  本研究は、平成 26年度に高知県教育センターと研究協力校である高知県立高知南中学校・高等学校 

（以下、「高知南中高」という）が、中高一貫校の特色を生かした系統性のある指導を目指し作成し 

た「６年間のイメージ」、「６年間のシラバス」を活用した英語教育プログラムの開発・実践である。 

平成 27年度中学校１年生からスタートさせた。 

「６年間のイメージ」には、グローバル人材のイメージと、主に話すこと、書くことについて、「高 

 校卒業時に英語を用いて～ができる」というゴールに向かって、高３から中１へと逆向きに設定した

各学年の学習到達目標等を、そして、「６年間のシラバス」には、その学習到達目標を達成するため

の各学年の学期ごとの学習内容、到達目標、パフォーマンステスト等を示している。この二つにより、

中高英語科担当教員が全学年で付けたい力と学習内容を把握し、指導に生かすことができると考えた。 

高知南中高では、グローバル教育校内委員会、英語教育推進チーム会を設置し、進捗状況を確認し 

 ながら研究を推進した。そして、高知南中高に常駐する教育センター指導主事とその他の教育センタ 

ー指導主事が連携・協働し、指導・助言を行った。また、「高知南チーム」として取り組めるよう、

教科会を実践内容やその結果を共有し次の方向性を確認する場として位置付け、PDCAサイクルを機能

させた。研究成果を検証するため、全生徒を対象に「英語学習への意識・実態把握調査」（以下、「生

徒意識調査」という）を平成 27 年度から年２回、英語科担当教員を対象に「英語教育プログラム意

識調査」（以下、「教員意識調査」という）を平成 28 年度から年１回実施した。そして、高知県グロ

ーバル教育推進委員会（年３回開催）で進捗状況を報告し、グローバル教育推進委員からの助言を研

究に生かした。 

 

３ 研究内容（３年間の概要）                                    

〔27年度〕 

   研究初年度に当たり、高知南中高英語科では、学校のグローバル教育目標「貢献的行動力をもっ 

た国際人の育成」を受け、生徒の現状等を明らかにしたうえで、中学校は「主体的に考え、積極的 

にコミュニケーションを図る生徒の育成」、高等学校は「自国の文化を理解し、国際的な視点で物 

事を考え、積極的にコミュニケーションを図る生徒の育成」を研究主題とし、授業を通してその実 

現を目指すこととした。そこで、「６年間のシラバス」を学習指導要領の指導事項と研究主題に関わ 

る視点から見直し、効果的に言語活動を計画した。また授業で生徒が英語を使う機会を増やし、生 

徒が「英語を用いて～することができた」と実感できる授業づくりをすることを共通理解した。 



教科会では、全員が研究授業の成果と課題を、「授業実践記録」（表１）にまとめ、実践交流会を

行った。成果として、単元及び本時の目標の生徒との共有、ペアやグループ活動の効果的な設定に

よる主体的・協働的な学びの工夫、興味・関心を高める学習活動やタブレット端末等 ICTの活用等

による学習意欲の向上等が挙げられた。 

 

 

 生徒意識調査第１回（７月）と第２回（２月）の結果からも、「英語の授業では、課題に対して自 

分の考えを持っている」と回答した中学生 74.9%→74.8%、高校生 53.1%→64.4%、「英語の授業では、 

積極的に英語を使っている」と回答した中学生 66.5%→72.9%、高校生 42.2% → 50.2%とおおむね 

上昇し、教員一人一人に任されがちな授業を、高知南チームとして、ねらいに応じて、生徒ができ 

るだけ英語で言語活動を行うという学習指導を共通して取り入れたことにより、生徒の英語学習へ 

の意識を高めることができたと考えた。ただ、英語運用能力の向上という点からは、「CAN-DOリス 

ト」の形での学習到達目標（以下、「CAN-DOリスト」という）を一層意識した指導が必要であると 

感じ、次年度に向けて「CAN-DOリスト」との関連を図った「６年間のシラバス」を作成した。 

〔28年度〕 

２年目は、計画的・組織的に研究を進めていくことができ   

るよう、「６年間のイメージ」、「６年間のシラバス」、前年度               

の研究実践、指導方法や評価方法に関する資料を冊子にまと 

めた「英語教育プログラム冊子」を作成し、研究のベクトル 

を合わせる一助とした。そして、総合的なコミュニケーショ 

ン能力を高めることができるよう、授業改善の視点を、中学 

校では「自分の考えや気持ちを伝え合う力」、高校では「情報 

や考えを的確に理解したり適切に伝えたりする力」とし（図 

１）、英語科担当教員全員が、「CAN-DOリスト」との関連を図 

り、英語を用いて「～することができる」という単元の目標を設定し、研究授業を実施した。その

後、前年度に引き続き、教科会で「授業実践記録」を用いて、実践交流会を行った。交流会では、

授業者の悩みに対して助言し合ったり、今後生徒にどんな力を身に付けさせたいか、どんな力が必

要かを話し合ったりした。「授業や指導について自分を振り返って考える機会を得ることで向上でき

ていると思う」、「授業について話し合う時間がもっとほしい」などの声が聞かれた。 

   また、学習到達目標が達成できたかどうかを見取ることができるよう、１年目はペーパーテスト、

２年目はパフォーマンステストについて研修をした。以前のペーパーテストでは、表現力や理解力

　単元名
（中心となる
言語活動）

単元目標
積極的に

コミュニケーションを
図る

　　　　　　　　　　　　成果と課題（○成果　●課題）

生徒の姿（この単元で生徒ができるようになったことや、次は目指したい姿や指導し
たいこと）、指導方法、アンケート等

Unit８
ナンシー
に会いに

「話す
こと」
（ウ）

○単元のゴール
「疑問詞を用いて、ある
人物について質疑応答が
できる。」

・疑問詞や代名詞を用い
て、人物について質疑応
答ができる。
・積極的に友だちに話し
たり、質問に答えたりす
る。
・疑問詞を用いた文の構
造を理解する。
・代名詞の用法を理解す
る。

・ある人物に
ついて、自分
が知りたいこ
とを英語で話
す。どんなこ
とを知りたい
かを考え英語
で話す。
・タブレット
端末を用いて
調べた情報か
ら必要なもの
を適切に選択
して話す。

・知りたい情
報について、
疑問詞を用い
て積極的に友
だちに質問し
たり、答えた
りする。

○疑問詞を用いて、聞きたい内容について質問することができた。
○教科会でCAN-DOリストの具体の活動としてどのようなものがよいかに
ついて、指導主事や他教員と検討し、アイデアを出し合うことができ、
英語科として研究していることの発表となった。
○調べる人物については、教員側が想定をしていた人物と、生徒が調べ
たい人物がかなり違っていた。「とても楽しかった。疑問詞もちょっと
おぼえられたので、もう1回やりたい。」、「調べ学習、質問、答えが楽
しくできた。」という生徒の感想もあり、生徒の要望を尊重したこと
で、より主体的に調べ学習ができた。そして、そのことが英語で友達と
やりとりをするという積極的な態度につながったと考える。
○振り返りシートに記述する英文（基本文）は、初期の正答率が30％程
度であったが、単元の最後には80％に上昇した。授業でできるだけ使わ
せた後書かせるようにした結果だと思われる。
●生徒授業アンケートでは、「授業の内容が分かった」生徒は93.3％で
あったが、本時の目標である「疑問詞を用いて質問することができた」
生徒は83.3％であった（いずれも肯定的評価）。疑問詞を用いて質問し
合う練習の場面で、その中で見取りをして、個別指導・全体指導をし
て、発表につなげればよかった。
●be動詞と一般動詞の区別がまだ十分理解できていない生徒がおり、聞
きたい内容について適切に疑問詞を選択しているものの、文法が正確で
ないケースがあった。

主体的に
考える

表１ 「授業実践記録」（中学校１年生） 

図１ 授業改善の視点 
 



を測る問題に教科書や授業で使用したワークシートと同じ英文を使い、記憶で解ける問題があった

りしたが、文法事項の定着を図る問題や読むこと、書くことの能力を測る問題でも、実際のコミュ

ニケーションの場面を想定した中で活用させることを踏まえて作成するようになってきた。 

話すこと、書くことの評価に関しては、パフォーマンス評価を行ってはいたが、評価の信頼性と

いう点から改善が必要であったので、中学校１年生を対象とし、ルーブリックを活用した研究授業

を行った。第１学年「話すこと（発表）」の「CAN-DOリスト」は、「身近な事柄について、簡単な語

句や文を用いて、即興で簡単なスピーチをすることができる」であり、単元のゴール活動に「外国

人に高知の名所の写真を見せながら口頭で紹介する」ことを設定した。単元の始めに、授業者が例

として行った高知の名所のプレゼンテーションについて、生徒によい点と改善点を考えさせること

を通して、ルーブリックのレベルを共有した。練習段階では、ルーブリックに基づき自己評価・相

互評価をさせ、その評価を振り返り再度プレゼンテーションをさせた。授業者は、学級全体と個人

にフィードバックをしたりして形成的評価を行った。事後協議では、「授業者が例を見せ、生徒と何

がよいか、悪いかをやり取りをすることにより、生徒はゴール活動での姿を具体的にイメージする

ことができていた」、「評価のポイントを黒板に掲示すれば、それを意識して練習することができた

のではないか」等の意見が出され、「目標と評価規準を明確にしてから指導する」、「生徒が見通しを

もてるよう工夫をする」ことを、全員で取り組んでいくこととした。 

「教員意識調査」（２月）では、「バックワードデザインで授業を計画する」こと、「本時のゴー

ルを達成させるための言語活動を設定する」ことは全員が意識していると答えたが、「『CAN-DOリス

ト』と関連を図った指導」、「評価規準に基づいた評価」ができていると答えた教員の割合は、それ

ぞれ 53.3%、60.0%であった。このことから、各単元や１時間の授業で英語力の向上を目指して指導

しているが、「CAN-DO リスト」から単元の目標を設定すること、目標の達成状況を把握するための

具体的な評価計画に課題があることが分かった。また、「生徒に変容があった」と感じている教員

の割合は、33.3%であった。高知県グローバル教育推進委員から頂いた「『CAN-DO リスト』の達成

に向け、どの生徒もできるという目標と達成時期を決め、実践し見取る、次の目標設定をするとい

うサイクルで、１つ１つの目標を達成していく」、「単元の終わりに生徒が話したり書いたりできる

ようになる英文を書き、具体的にイメージする」という助言を次年度につなぐこととした。 

〔29年度〕 

   ３年目の授業改善の視点は、前年度と同様に設定 

  した。そして、年度当初に、指導計画の段階で、単 

元で身に付けさせたい力を具体的な英文に書き表す 

ことを共通理解した。また、「CAN-DOリスト」の記 

述文が単元の学習活動をイメージできるものになっ 

ていれば、生徒はそれを読んで、「この単元では、 

英語を用いて～することができるようになった」、 

「～することはまだ十分でない」と自らを振り返る 

ことができるということを教科内研修で学び、「CAN- 

DOリスト」を見直した。そして、それまでは「６年 

間のシラバス」に「CAN-DOリスト」との関連を示していたが、年間指導計画に「CAN-DOリスト」の 

関連表を入れることで、「６年間のシラバス」の趣旨を生かすようにした。 

また、教科会で、「英語教育改善のための英語力調査事業（高等学校）」（文部科学省）のペーパ 

  ーテスト及びパフォーマンステストを用いて、今求められている英語力を理解し、各学年段階でど

んな力を身に付けさせたいかを話し合った。その上で、文部科学省や高知県教育委員会の指導事例

を基に、各学年担当教員でルーブリックを作成し、教科会に持ち寄って、意見交換をした。他学年

からの質問や意見を通じて、単元の目標とルーブリックの関連や各技能の目標の系統性等に関する

 
図２ 平成 29年度研究内容 



協議をした。単元の目標・評価規準が漠然としているため、Ａ基準・Ｂ基準をイメージした具体の

英文とルーブリックの記述文の整合性が十分でなく、記述文を直したり、英文を書き直したりした

が、そのような作業を通して、目標、評価規準、学習活動が明確になり、授業をイメージしやすく

なった。高知南高校には、他中学校から入学してくる生徒が多いので、全生徒が「CAN-DOリスト」

を達成できるよう、指導内容の系統性、質的・量的な深まりを全員で考えていくことが、今後求め

られる。 

 

４ 本研究の成果と課題 

３年間の研究について、生徒意識調査と教員意識調査から報告する。表２、表３は、平成 29 年

度中学校３年生及び高校３年生の第２回調査（平成 29年 12月）を、第１学年時第１回調査（平成

27年 8月）と比較したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中学校３年生を１年時と比較すると、「課題 

に対して自分の考えを持ったり、積極的に英語 

を使ったりする」ことについて、数値は下がっ 

ているが、「自分の意見や感想を英語で伝える 

ことが好き」になっている。同じく高校３年生 

を１年時と比較すると、すべての項目で伸びが 

見られる。授業の理解度も 14.7%伸びており、 

一定の成果は見られる。研究１年目の３年生の 

数値と比較しても、ほとんどの項目で上回って 

いる。教員意識調査（表４）では、「本時のゴールを達成させるための言語活動の設定」は、全

員ができており、「『CAN-DOリスト』と関連を図った単元指導」、「生徒の変容」の項目がそれぞれ、

+39.5%、+44.6％である。授業者が具体的にスモールステップで目標設定をしたことが、生徒の

学習状況の見取りにつながったと言える。 

本研究を通して、生徒の積極的にコミュニケーションを図る態度と英語運用能力の向上を目指

し、英語を用いて「～することができる」という目標を設定し、英語を活用して定着を図る授業

へと転換してきた。そこには、教科会を核として、一人一人の実践を、科で共有し、生徒の姿か

ら次の実践を計画・実践するという教科マネジメントが確立されてきたことも大きな要因である。

来年度以降も、学校目標の実現、課題解決に向け、計画的・組織的に実践すること、生徒の実態

を通して協議を深めることにより、実践内容の質を上げながら、授業改善を行う。また、新学習

指導要領実施に向け、「主体的・対話的で深い学び」、「外国語によるコミュニケーションにおけ

る見方・考え方」等が示すものを教員とともに理解を深め、高知南中高の授業につなげたい。 

  

表２ 「生徒意識調査（中学生）」 表３ 「生徒意識調査（高校生）」 

 

表４ 「教員意識調査」 
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